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添付資料2-3 

 

設計基準を超える落雷事象に対する事故シーケンス抽出 

 

1. 起因事象の特定 

(1)構築物，系統及び機器（以下，設備等）の損傷・機能喪失モ

ードの抽出 

 落雷事象により設備等に発生する可能性のある影響について，

国外の評価事例，国内で発生したトラブル事例も参照し，以下の

とおり，損傷・機能喪失モードを抽出した。 

 ① 落雷により屋外及び屋内計測制御設備に発生するノイズ 

 ② 落雷により屋外設備に発生する雷サージ 

 ③ 落雷により屋外及び屋内設備に発生する誘導電位 

 

(2)評価対象設備の選定 

 (1)項で抽出した損傷・機能喪失モードに対し，影響を受ける

可能性のある設備のうち，プラントの運転継続や安全性に影響を

及ぼす可能性のある設備等を評価対象設備として選定する。 

 

 

 ただし，落雷については，建屋内外を含め全ての設備等に影響

が及ぶ可能性が考えられるため，具体的な設備の特定は実施せ

ず，次項の起因事象になり得るシナリオの選定に当たっては，影

響範囲が同様である地震 PRA の評価を参照し行うこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)起因事象になり得るシナリオの選定 

 (1)項で抽出した損傷・機能喪失モードに対し，(2)項で選定し

た評価対象設備への影響を検討の上，発生可能性のあるシナリオ

を選定した。 

補足1-6 

 

落雷事象に対する事故シーケンス抽出 

 

1．起因事象の特定 

(1) 構築物，系統及び機器（以下「設備等」という。）の損傷・

機能喪失モードの抽出 

落雷事象により設備等に発生する可能性のある影響について，

国外の評価事例，国内で発生したトラブル事例も参照し，以下の

とおり，損傷・機能喪失モードを抽出した。 

① 屋内外計測制御設備に発生するノイズ 

② 直撃雷による設備損傷 

③ 誘導雷サージによる電気盤内の回路損傷 

 

(2) 評価対象設備の選定 

(1)で抽出した損傷・機能喪失モードに対し，影響を受ける可

能性のある設備等のうち，プラントの運転継続や安全性に影響を

及ぼす可能性のある設備等を評価対象設備として選定する。 

具体的には，以下に示す屋内設置の設備等及び屋外設置の設備

等を評価対象設備として選定した。 

① 屋内外計測制御設備に発生するノイズ 

・計測制御系 

② 直撃雷による設備損傷 

・外部電源系 

・残留熱除去系海水系 

・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水系 

・非常用ディーゼル発電機用海水系 

・補機冷却系海水系 

・循環水系 

③ 誘導雷サージによる電気盤内の回路損傷 

・計測制御系 

 

(3) 起因事象になり得るシナリオの選定 

(1)で抽出した各損傷・機能喪失モードに対して，(2)で選定し

た評価対象設備への影響を検討の上，発生可能性のあるシナリオ

を選定した。 

添付資料２－４ 

 

設計基準を超える落雷事象に対する事故シーケンス抽出 

 

1. 起因事象の特定 

(1) 構築物，系統及び機器（以下「設備等」という。）の損傷・

機能喪失モードの抽出 

 落雷事象により設備等に発生する可能性のある事象について，

国外の評価事例や国内で発生したトラブル事例も参照し，以下の

とおり，損傷・機能喪失モードを抽出した。 

 ①屋内外計測制御設備に発生するノイズ 

 ②直撃雷による設備損傷 

 ③誘導雷サージによる電気盤内の回路損傷 

 

(2) 評価対象設備の選定 

 (1)項で抽出した各損傷・機能喪失モードに対し，影響を受け

る可能性のある設備等のうち，プラントの運転継続や安全性に影

響を及ぼす可能性のある設備等を評価対象設備として選定した。 

 

 

①屋内外計測制御設備に発生するノイズ 

・計測制御設備 

②直撃雷による設備損傷 

・送受電設備 

・原子炉補機海水ポンプ 

・高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ 

 

・タービン補機海水ポンプ 

・循環水ポンプ 

③誘導雷サージによる電気盤内の回路損傷 

・計測制御設備 

 

(3) 起因事象になり得るシナリオの選定 

 (1)項で抽出した各損傷・機能喪失モードに対して，(2)項で選

定した評価対象設備への影響を検討のうえ，発生可能性のあるシ

ナリオを選定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価方法の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は他事象

と同様に評価対象設備

を選定 
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 シナリオの作成に関しては，「原子力発電所の地震を起因とし

た確率論的安全評価に関する実施基準：2007」（(社)日本原子力

学会）及び柏崎刈羽原子力発電所 7 号炉に対する地震 PRAの起因

事象選定の考え方から，落雷での発生可能性のある起因事象とな

り得るシナリオについて検討した。 

 ただし，落雷の影響として構造損傷は発生しないことから，地

震 PRAにて考慮している起因事象のうち，原子炉格納容器及び圧

力容器の破損，LOCA事象といった建屋・構造物の破損については

除外した。 

 また，設計基準を上回る落雷では，ノイズにより計測制御設備

が誤動作しスクラムする可能性がある。また，雷サージや誘導電

位によりプラントが影響を受けた場合，その異常（タービントリ

ップ等）を検知しスクラムすることから，プラントスクラム後を

想定した。 

 落雷については単発雷を想定すると，複数の系統に期待できる

設備については区分分離が実施されているので，機能喪失するこ

とはない。したがって，想定を超える落雷の複数発生により生じ

るシナリオを想定した。 

 

① 落雷により屋内外計測制御設備に発生するノイズ 

 

 計測制御設備誤動作によりプラントスクラムに至るシナリオ。 

 

 

 

 

 

② 落雷により屋外設備に発生する雷サージ 

 屋外設備（送電線や送電鉄塔，変圧器，屋外設置タンク）への

落雷により，当該設備の機能喪失に至るシナリオ。また，外部と

のケーブルを融通している建屋内の制御盤・電源盤が機能喪失に

至るシナリオ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 屋内外計測制御系設備に発生するノイズ 

・計測制御系 

ノイズにより安全保護回路が誤作動した場合，「隔離事象」

又は「原子炉緊急停止系誤作動」に至るシナリオ 

ノイズにより安全保護回路以外の計測制御系が誤作動した

場合，「非隔離事象」，「全給水喪失」又は「水位低下事象」に

至るシナリオ 

 

② 直撃雷による設備損傷 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①屋内外計測制御設備に発生するノイズ 

○計測制御設備 

 ノイズにより安全保護系が誤動作した場合，隔離事象又は原子

炉保護系誤動作等に至るシナリオ。 

 ノイズにより安全保護系以外の計測制御設備が誤動作した場

合，非隔離事象，全給水喪失又は水位低下事象に至るシナリオ。 

 

 

②直撃雷による設備損傷 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価方法の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は他事象

と同様に評価対象設備

を選定し，個々の設備

に対する評価を実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設置場所の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 は軽油タン

クが屋外にあるため，

軽油タンクと屋内非常

用ディーゼル発電設備

制御盤を融通するケー

ブルへの雷サージの影
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③ 落雷により屋外及び屋内設備に発生する誘導電位 

 

 屋外及び屋内設備に発生する誘導電位により，建屋内設備が機

能喪失するシナリオ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・外部電源系 

直撃雷により外部電源系が損傷した場合，外部電源系の機能

喪失による「外部電源喪失」に至るシナリオ 

・残留熱除去系海水系 

直撃雷により残留熱除去系海水系が損傷した場合，残留熱除

去系海水系の機能喪失による「最終ヒートシンク喪失」に至る

シナリオ 

・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水系 

直撃雷により高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水

系が損傷した場合，高圧炉心スプレイ系の機能喪失による「計

画外停止」に至るシナリオ 

・非常用ディーゼル発電機用海水系 

直撃雷により非常用ディーゼル発電機用海水系が損傷した

場合，非常用ディーゼル発電機の機能喪失，外部電源喪失及び

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水系喪失の同時発

生を想定した場合，「全交流動力電源喪失」に至るシナリオ 

・補機冷却系海水系 

直撃雷により補機冷却系海水系が損傷した場合，タービン補

機冷却系喪失による「タービン・サポート系故障」に至るシナ

リオ 

・循環水系 

直撃雷により循環水系が損傷した場合，復水器真空度喪失に

よる「隔離事象」に至るシナリオ 

 

③ 誘導雷サージによる電気盤内の回路損傷 

・計測制御系 

誘導雷サージにより計測制御系が損傷した場合，計測・制御

系喪失により制御不能に至るシナリオ 

 

 

 

 

 

 

 

 

○送受電設備 

 送受電設備への直撃雷により，当該設備が機能喪失し，外部電

源喪失に至るシナリオ。 

○原子炉補機海水ポンプ 

 原子炉補機海水ポンプへの直撃雷により，当該設備が機能喪失

し，補機冷却系喪失に至るシナリオ。 

 

○高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ 

 高圧炉心スプレイ補機海水ポンプへの直撃雷により，当該設備

が機能喪失し，手動停止に至るシナリオ。 

 

 

 

 

 

 

○タービン補機海水ポンプ 

 タービン補機海水ポンプへの直撃雷により，当該設備が機能喪

失し，タービン・サポート系故障に至るシナリオ。 

 

○循環水ポンプ 

 循環水ポンプへの直撃雷により，当該設備が機能喪失し，復水

器真空度喪失により隔離事象に至るシナリオ。 

 

③誘導雷サージによる電気盤内の回路損傷 

○計測制御設備 

 建物避雷設備等から誘導雷サージが建物内に侵入し，電気盤内

の制御回路が損傷し，計装・制御系喪失に至るシナリオ。 

 

 

 

響を考慮しているが，

島根２号炉の軽油タン

クは地下設置のため直

撃雷の影響は受けない 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価方法の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は他事象

と同様に評価対象設備

を選定し，個々の設備

に対する評価を実施 
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(4)起因事象の特定 

 (3)項で選定した各シナリオについて，想定を上回る落雷（雷

撃電流値）に対する裕度評価（起因事象発生可能性評価）を実施

し，事故シーケンスグループ抽出に当たって考慮すべき起因事象

の特定を行った。 

① 落雷により計測制御設備に発生するノイズ 

 

 当該事象の発生時には，計測制御設備誤動作によりプラントス

クラムに至る可能性はあるが，ノイズの影響は計測制御設備に限

定され，仮に誤動作に至る場合でもプラントはスクラムし，以降

の事象進展については内部事象 PRAにおける過渡事象に含まれる

ため，起因事象としてはその他過渡事象として整理する。スクラ

ム以外の誤動作（ポンプの誤起動等）については，設備の機能喪

失には至らず，かつ復旧についても容易であることから，起因事

象としては抽出しない。 

 

 

 

 

② 落雷により屋外設備に発生する雷サージ 

 

 屋外変圧器に過度な電流が発生した場合，機器には雷サージの

影響を緩和するため保安器が設置されているが，設計を超える落

雷が発生した場合，外部電源喪失に至る可能性がある。さらに，

屋外設置のタンク類(軽油タンク，液化窒素貯槽)のうち，軽油タ

ンクと屋内非常用ディーゼル発電設備制御盤を融通するケーブ

ルへの雷サージによる非常用ディーゼル発電設備機能喪失に至

る場合，全交流動力電源喪失となることから起因事象として抽出

した。また，シナリオとして抽出されない各個別機器の機能喪失

についてはその他過渡事象として考慮した。 

 

 

 

 

 

 

(4) 起因事象の特定 

(3)で選定した各シナリオについて，想定を上回る落雷に対す

る起因事象発生可能性評価を実施し，事故シーケンスグループ抽

出に当たって考慮すべき起因事象の特定を行った。 

 

① 屋内外計測制御設備に発生するノイズ 

 

落雷によって安全保護回路に発生するノイズの影響により

誤作動する可能性を否定できず，隔離事象又は原子炉緊急停止

系誤作動に至るシナリオは考えられるため，起因事象として特

定する。 

また，落雷によって安全保護回路以外の計測制御系に発生す

るノイズの影響により誤作動する可能性を否定できず，非隔離

事象，全給水喪失又は水位低下事象に至るシナリオは考えられ

るため，起因事象として特定する。 

なお，上記事象以外の誤作動（ポンプの誤起動等）について

は，設備の機能喪失には至らず，かつ復旧についても容易であ

ることから，起因事象としては特定しない。 

 

② 直撃雷による設備損傷 

 

外部電源系に過渡な電流が発生した場合，機器には雷サージ

の影響を緩和するため保安器が設置されているが，落雷が発生

した場合，外部電源喪失に至るシナリオは考えられるため，起

因事象として特定する。 

 

 

 

 

 

 

残留熱除去系海水系は，避雷設備の効果を期待できるが，海

水ポンプモータ部に関しては落雷によって機能喪失する可能

性を否定できない。また，区分分離が実施された複数の系統に

期待できるが，同時に機能喪失することを保守的に考慮し，最

終ヒートシンク喪失に至るシナリオは考えられるため起因事

(4) 起因事象の特定 

 (3)項で選定した各シナリオについて，想定を超える落雷事象

に対しての裕度評価（起因事象発生可能性評価）を実施し，事故

シーケンスグループ抽出に当たって考慮すべき起因事象の特定

を行った。 

①屋内外計測制御設備に発生するノイズ 

○計測制御設備 

 落雷によって安全保護系に発生するノイズの影響により誤動

作する可能性は否定できず，隔離事象又は原子炉保護系誤動作等

に至るシナリオは考えられるため，起因事象として特定する。 

 

 また，落雷によって安全保護系以外の計測制御設備に発生する

ノイズの影響により誤動作する可能性は否定できず，非隔離事

象，全給水喪失又は水位低下事象に至るシナリオは考えられるた

め，起因事象として特定する。 

 なお，上記事象以外の誤動作（ポンプの誤起動等）については，

設備の機能喪失には至らず，かつ復旧についても容易であること

から，起因事象としては特定しない。 

 

②直撃雷による設備損傷 

○送受電設備 

 送電線，開閉所は架空地線で落雷の確率低減対策を実施してい

るが，受雷を否定できないため，送受電設備の損傷に伴う外部電

源喪失に至るシナリオは考えられるため，起因事象として特定す

る。 

 

 

 

 

 

○原子炉補機海水ポンプ 

 原子炉補機海水ポンプは，避雷設備の効果を期待できるが，海

水ポンプモータ部に関しては落雷によって機能喪失する可能性

を否定できない。また，区分分離が実施された複数の系統に期待

できるが，同時に機能喪失することを保守的に考慮し，補機冷却

系喪失に至るシナリオは考えられるため起因事象として特定す

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，架空

地線による対策を記載 

・設置場所の相違 

【柏崎 6/7】 

(3)②と同様の相違

理由 

 

・設置場所の相違 

【柏崎 6/7】 

③の相違 
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③ 落雷により屋外及び屋内設備に発生する誘導電位 

 

 落雷による屋外及び屋内設備へ発生する誘導電位については，

その影響が広範囲にわたるため，地震 PRA にて選定される起因事

象のうち，建屋・構造物の損傷を除外した起因事象として下記を

抽出した。 

 ただし，スクラム後の状態を想定していることから，原子炉停

止機能喪失については対象外とし，下記に含まれない事象につい

てはその他過渡事象とした。柏崎刈羽原子力発電所 7 号炉に対す

る地震 PRAでの起因事象選定のフローを参考に落雷により発生し

象として特定する。 

 

 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水系は，避雷設備

の効果を期待できるが，海水ポンプモータ部に関しては落雷に

よって機能喪失する可能性を否定できないことから，計画外停

止に至るシナリオは考えられるため起因事象として特定する。 

非常用ディーゼル発電機用海水系は，避雷設備の効果を期待

できるが，海水ポンプモータ部に関しては落雷によって機能喪

失する可能性を否定できない。また，区分分離が実施された複

数の系統に期待できるが，同時に機能喪失することを保守的に

考慮し，全交流動力電源喪失に至るシナリオは考えられるため

起因事象として特定する。 

 

補機冷却系海水系は，避雷設備の効果を期待できるが，海水

ポンプモータ部に関しては落雷によって機能喪失する可能性

を否定できない。また，区分分離が実施された複数の系統に期

待できるが，同時に機能喪失することを保守的に考慮し，ター

ビン・サポート系故障に至るシナリオは考えられるため起因事

象として特定する。 

 

循環水ポンプモータ部に関しては落雷によって機能喪失す

る可能性を否定できないため，隔離事象に至るシナリオは考え

られるため起因事象として特定する。 

 

 

③ 誘導雷サージによる電気盤内の回路損傷 

 

落雷による誘導雷サージを接地網に効果的に導くことがで

きない場合には，電気盤内の絶縁耐力が低い回路が損傷し，発

電用原子炉施設の安全保護系機能が喪失する。しかし，安全保

護回路はシールド付きケーブルを使用し，屋内に設置されてい

るため，損傷に至る有意なサージの侵入はないものと判断され

ることから，考慮すべき起因事象としては特定不要であると判

断した。 

 

る。 

 

○高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ 

 高圧炉心スプレイ補機海水ポンプは，避雷設備の効果を期待で

きるが，海水ポンプモータ部に関しては落雷によって機能喪失す

る可能性を否定できないことから，手動停止に至るシナリオは考

えられるため起因事象として特定する。 

 

 

 

 

 

 

○タービン補機海水ポンプ 

 タービン補機海水ポンプは，避雷設備の効果を期待できるが，

海水ポンプモータ部に関しては落雷によって機能喪失する可能

性を否定できないことから，タービン・サポート系故障に至るシ

ナリオは考えられるため起因事象として特定する。 

 

 

○循環水ポンプ 

 循環水ポンプモータ部に関しては，落雷によって機能喪失する

可能性を否定できないため，循環水ポンプの機能喪失に伴う復水

器真空度喪失による隔離事象に至るシナリオは考えられるため

起因事象として特定する。 

 

③誘導雷サージによる電気盤内の回路損傷 

○計測制御設備 

 落雷による誘導雷サージを接地網へ効果的に導くことができ

ない場合には，電気盤内の絶縁耐力が低い制御回路が損傷し，発

電用原子炉施設の安全保護系機能が喪失する。しかしながら，安

全保護系の制御回路はシールドケーブルを使用し，基本的に建物

内に布設しているため，有意なサージの侵入はないこと，また屋

外との取合いがある制御回路についても，避雷器や絶縁トランス

によるサージ対策が講じられており，制御回路が影響を受けるよ

うな誘導雷サージの侵入はないことから，有意な頻度又は影響の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価方法の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は誘導雷

サージによる設備への

影響についてシールド

ケーブル等の設備対策

を踏まえて，考慮すべ

き起因事象を特定。柏

崎 6/7 は雷撃電流値に

対する裕度について雷

付録1-248



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所 （2018.9.12版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

得る起因事象選定を実施した。（第 1 図参照） 

 

・外部電源喪失 

・全交流動力電源喪失 

・原子炉補機冷却水系喪失 

・直流電源喪失 

・計測・制御系喪失に伴う制御不能 

・その他過渡事象 

 

 上記起因事象のうち，安全上重要な設備の損傷を要因とするも

のについて，設計基準雷撃電流値 200kA を超える雷撃電流値に対

する裕度（起因事象発生可能性）を評価した。 

 評価は，過去に実施した雷インパルス試験結果をもとに，雷撃

電流により発生する誘導電位が各設備の絶縁耐力値を上回る雷

撃電流値を評価し，その雷撃電流値の発生可能性について評価を

実施した。 

 具体的には，印加電流とそれにより発生する誘導電位は比例関

係にあることが知られていることから，過去の雷インパルス試験

結果から印加電流（雷撃電流）に応じて発生する誘導電位を推定

し，各設備の絶縁耐力値（計装設備：雷インパルス試験絶縁耐力

値 1000V，制御設備：雷インパルス試験絶縁耐力値 2000V）との

比較により機能喪失判断を実施した。6 号炉の場合，耐力値の低

い計装設備で印加電流に対し発生し得る最大の誘導電圧は 200kA 

換算で 709.3V であるが（第 1 表参照），この関係から絶縁耐力

値 1000V に達する雷撃電流値は 282kA（発生頻度は 8.7×10-6 件

／年）で設備損傷と判断する。7 号炉の場合，第 2 表より耐力値

の低い計装設備で絶縁耐力値 1000V に達する雷撃電流値は 789kA

（発生頻度 3.1×10-8 件／年）となる。したがって，安全上重要

な設備が損傷に至る雷撃が発生する可能性は非常に小さく，かつ

起因事象の発生には複数区分の設備が損傷することが必要とな

るため，落雷を要因とする上記起因事象の発生は極低頻度事象で

あるため考慮不要とした。 

 

 

 

 

 

 

なお，安全保護回路以外の計測制御系は，誘導雷サージの影

響により損傷し，安全保護回路以外の計測・制御系喪失により

制御不能に至る可能性を否定できない。制御不能となった場合

は，非隔離事象，全給水喪失又は水位低下事象に至る可能性は

考えられるため，起因事象として特定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ある事故シーケンスとはなりえないと考えられるため，考慮すべ

き起因事象としては特定不要であると判断される。 

 なお，安全保護系以外の計測制御設備は，誘導雷サージの影響

により損傷し，安全保護系以外の計装・制御系喪失により制御不

能に至る可能性を否定できない。制御不能となった場合は，非隔

離事象，全給水喪失又は水位低下事象に至るシナリオは考えられ

るため，起因事象として特定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

インパルス試験結果を

基に評価した上で，考

慮すべき起因事象を特

定 
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第1表 雷インパルス試験結果によるケーブルへの誘導電圧(6号

炉) 

 

 

第2表 雷インパルス試験結果によるケーブルへの誘導電圧(7号

炉) 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価方法の相違 

【柏崎 6/7】 

雷撃電流値に対する

裕度について雷インパ

ルス試験結果を基に評

価した上で，考慮すべ

き起因事象を特定 

 

 

 

 

 

・評価方法の相違 

【柏崎 6/7】 

雷撃電流値に対する

裕度について雷インパ

ルス試験結果を基に評

価した上で，考慮すべ

き起因事象を特定 
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・評価方法の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は他事象

と同様に評価対象設備

を選定し，個々の設備

に対する評価を実施 
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2. 事故シーケンスの特定 

 1．にて設計基準を超える落雷事象に対し発生可能性のあるシ

ナリオ及び起因事象として以下のとおり抽出した。 

○落雷により計測制御機器に発生するノイズの影響により，プラ

ントスクラムに至るシナリオ 

○屋外設備への雷サージの影響により，外部電源喪失，全交流動

力電源喪失及びその他過渡事象に至るシナリオ 

○建屋内外への雷による誘導電流の影響により，各種設備が機能

喪失に至るシナリオ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 上記のシナリオにおける起因事象については，内部事象，地震

及び津波レベル 1PRA にて考慮しており，落雷により追加するべ

き事故シーケンスはないと判断した。 

 また，上記シナリオの発生頻度は，1.(4)に示したとおり極低

頻度であること，又は発生した場合であっても緩和設備に期待で

きることから，有意な頻度又は影響をもたらす事故シーケンスに

は至らないものと判断した。 

 

以上 

 

2. 事故シーケンスの特定 

1.にて設計基準を超える落雷事象に対し発生可能性のある起

因事象として以下を特定した。 

・安全保護回路に発生するノイズの影響に伴う隔離事象又は原

子炉緊急停止系誤作動 

・安全保護回路以外の計測制御系に発生するノイズの影響に伴

う非隔離事象，全給水喪失又は水位低下事象 

・外部電源系の損傷に伴う外部電源喪失 

・残留熱除去系海水系の損傷に伴う最終ヒートシンク喪失 

・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水系の損傷に伴う

計画外停止 

・非常用ディーゼル発電機用海水系の損傷，かつ外部電源喪失

の同時発生による全交流動力電源喪失 

・補機冷却系海水系の損傷に伴うタービン・サポート系故障 

 

・循環水系の損傷に伴う隔離事象 

 

・安全保護回路以外の計測制御系の損傷に伴う非隔離事象，全

給水喪失又は水位低下事象 

 

上記起因事象については，いずれも運転時の内部事象や地震，

津波レベル１ＰＲＡにて考慮していることから，追加すべき新し

い事故シーケンスではない。 

よって，落雷を起因とする有意な頻度又は影響のある事故シー

ケンスは新たに生じないと判断される。 

2. 事故シーケンスの特定 

 1．にて設計基準を超える落雷事象に対し発生可能性のある起

因事象として以下を特定した。 

・安全保護系に発生するノイズの影響に伴う隔離事象又は原子炉

保護系誤動作等 

・安全保護回路以外の計測制御設備に発生するノイズの影響に伴

う非隔離事象，全給水喪失又は水位低下事象 

・送受電設備の機能喪失による外部電源喪失 

・原子炉補機海水ポンプの機能喪失による補機冷却系喪失 

・高圧炉心スプレイポンプの機能喪失による手動停止 

 

 

 

・タービン補機海水ポンプの機能喪失によるタービン・サポート

系故障 

・循環水ポンプの機能喪失による隔離事象 

 

・安全保護回路以外の計測制御設備の損傷に伴う非隔離事象，全

給水喪失又は水位低下事象 

 

 上記起因事象については，いずれも運転時の内部事象，地震及

び津波レベル１ＰＲＡにて考慮していることから，追加すべき新

しい事故シーケンスではない。 

 よって，落雷事象を起因とする有意な頻度又は影響のある事故

シーケンスは新たに生じないと判断した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価方法の相違 

【柏崎 6/7】 

雷撃電流値に対する

裕度について雷インパ

ルス試験結果を基に評

価した上で，考慮すべ

き起因事象を特定 
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添付資料2-4 

 

設計基準を超える火山事象に対する事故シーケンス抽出 

 

1. 起因事象の特定 

(1)構築物，系統及び機器（以下，設備等という。）の損傷・機能

喪失モードの抽出 

 火山事象のうち，火砕流や火山弾といった原子力発電所の火山

影響評価ガイド（制定 平成 25 年 6 月 19 日 原規技発第

13061910 号 原子力規制委員会決定）（以下，「影響評価ガイド」

という。）において設計対応不可とされている事象については，

影響評価ガイドに基づく立地評価にて原子力発電所の運用期間

中に影響を及ぼす可能性がないと判断されている。よって，個々

の火山事象への設計対応及び運転対応の妥当性について評価を

行うため抽出した降下火砕物を対象に原子力発電所への影響を

検討するものとする。 

 降下火砕物により設備等に発生する可能性のある影響につい

て，影響評価ガイドも参照し，以下のとおり，損傷・機能喪失モ

ードを抽出した。 

 ①降下火砕物の堆積荷重による静的荷重 

 ②降下火砕物による取水口及び海水系の閉塞 

 ③降下火砕物による換気空調系フィルタ及び軽油タンクの閉

塞並びに屋外設備の摩耗 

 

 ④降下火砕物に付着している腐食成分による化学的影響 

 ⑤降下火砕物の送電網又は変圧器への付着による相間短絡 

 ⑥降下火砕物によるアクセス性や作業性の悪化 

 

 

 

 

(2)評価対象設備の選定 

 (1)項で抽出した各損傷・機能喪失モードに対し，影響を受け

る可能性のある設備等のうち，プラントの運転継続や安全性に影

響を及ぼす可能性のある設備等を評価対象設備として選定する 

 

補足1-3 

 

火山の影響に対する事故シーケンス抽出 

 

1. 起因事象の特定 

(1) 構築物，系統及び機器（以下「設備等」という。）の損傷・

機能喪失モードの抽出 

火山事象のうち，火山性土石流といった原子力発電所の火山影

響評価ガイド（制定 平成 25年 6月 19日 原規技発第 13061910

号 原子力規制委員会決定）（以下「影響評価ガイド」という。）

において設計対応不可とされている事象については，影響評価に

基づく立地評価にて原子力発電所の運用期間中に影響を及ぼす

可能性がないと判断されている。よって，個々の火山事象への設

計対応及び運転対応の妥当性について評価を行うため抽出した

降下火砕物を対象に原子力発電所への影響を検討するものとす

る。 

降下火砕物により設備等に発生する可能性のある影響につい

て，影響評価ガイドも参照し，以下のとおり，損傷・機能喪失モ

ードを抽出した。 

① 建屋天井や屋外設備に対する降下火砕物の堆積荷重 

② 降下火砕物による海水ストレーナ等の閉塞 

③ 降下火砕物による給気口等の閉塞 

 

 

④ 降下火砕物に付着している腐食成分による化学的影響 

⑤ 降下火砕物の付着による送電線の相間短絡 

 

 

 

 

 

(2) 評価対象設備の選定 

(1)で抽出した損傷・機能喪失モードに対し，影響を受ける可

能性のある設備等のうち，プラントの運転継続や安全性に影響を

及ぼす可能性のある設備等を評価対象設備として選定する。 

具体的には，以下に示す建屋及び屋外設置（屋外に面した設備

添付資料２－５ 

 

設計基準を超える火山事象に対する事故シーケンス抽出 

 

1. 起因事象の特定 

(1) 構築物，系統及び機器（以下「設備等」という。）の損傷・

機能喪失モードの抽出 

 火山事象のうち，火砕流や火山弾といった原子力発電所の「火

山影響評価ガイド」（制定 平成25年６月19日 原規技発第

13061910号 原子力規制委員会決定）（以下「影響評価ガイド」と

いう。）において設計対応不可能とされている事象については，

「影響評価ガイド」に基づく立地評価にて原子力発電所の運用期

間中に影響を及ぼす可能性がないと判断されている。よって，

個々の火山事象への設計対応及び運転対応の妥当性について評

価を行うため抽出した降下火砕物を対象に原子力発電所への影

響を検討するものとする。 

 降下火砕物により設備等に発生する可能性のある事象につい

て，影響評価ガイドも参照し，以下のとおり，損傷・機能喪失モ

ードを抽出した。 

 ①降下火砕物の堆積荷重による荷重 

 ②降下火砕物による取水口及び海水系の閉塞 

 ③降下火砕物による空調給気口等の閉塞及び屋外設備の摩耗 

 

 

 ④降下火砕物に付着している腐食成分による化学的影響 

 ⑤降下火砕物の送受電設備への付着による相間短絡 

 ⑥降下火砕物によるアクセス性や作業性の悪化 

 

 

 

 

(2) 評価対象設備の選定 

 (1)項で抽出した各損傷・機能喪失モードに対し，影響を受け

る可能性のある設備等のうち，プラントの運転継続や安全性に影

響を及ぼす可能性のある設備等を評価対象設備として選定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設置場所の相違 

【柏崎 6/7】 

③，⑤の相違 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，アク

セス性や作業性への影

響を記載 
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。 

①降下火砕物の堆積荷重による静的荷重 

（建屋） 

・原子炉建屋，コントロール建屋，タービン建屋 

 

 

 

 

（屋外設備） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・軽油タンク，非常用ディーゼル発電設備燃料移送系（以下，軽

油タンク等） 

 

②降下火砕物による取水口及び海水系の閉塞 

 取水口及び海水系（原子炉補機冷却海水系） 

 

 

 

 

 

 

③降下火砕物による換気空調系フィルタ及び軽油タンクの閉塞

並びに屋外設備の摩耗 

（屋外に面した設備） 

・中央制御室換気空調 

含む）の設備等を評価対象設備として選定した。 

① 建屋天井や屋外設備に対する降下火砕物の堆積荷重 

＜建屋＞ 

・原子炉建屋（原子炉棟，付属棟） 

・タービン建屋 

 

 

 

＜屋外設備＞ 

・外部電源系（超高圧開閉所，特別高圧開閉所，変圧器） 

 

 

 

 

・非常用ディーゼル発電機等の付属機器（排気ファン，吸気口等） 

・復水貯蔵タンク 

・残留熱除去系海水系 

・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水系 

・非常用ディーゼル発電機用海水系 

・補機冷却系海水系 

・循環水系 

 

 

 

② 降下火砕物による海水ストレーナ等の閉塞 

 

・残留熱除去系海水系 

・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水系 

・非常用ディーゼル発電機用海水系 

・補機冷却系海水系 

・循環水系 

 

③ 降下火砕物による給気口等の閉塞 

 

 

・非常用ディーゼル発電機等の付属機器（給気口，吸気口） 

 

①降下火砕物の堆積荷重による静的荷重 

＜建物＞ 

・原子炉建物 

・タービン建物 

・廃棄物処理建物 

・制御室建物 

 

＜屋外設備＞ 

・送受電設備のうち変圧器 

 

 

 

 

・復水貯蔵タンク 

・ディーゼル発電機燃焼用給気口 

・原子炉補機海水ポンプ 

・高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ 

 

・タービン補機海水ポンプ 

・循環水ポンプ 

 

 

 

②降下火砕物による取水口及び海水系の閉塞 

・取水口 

・原子炉補機海水ポンプ 

・高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ 

 

・タービン補機海水ポンプ 

・循環水ポンプ 

 

③降下火砕物による空調給気口等の閉塞及び屋外設備の摩耗 

 

 

・ディーゼル発電機給気系 

 

 

 

 

 

・設置場所の相違 

【東海第二】 

④の相違 

 

・事象想定の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は影響を

受ける設備として変圧

器を想定 

 

 

・設置場所の相違 

【柏崎 6/7】 

③の相違 

 

 

・設置場所の相違 

【柏崎 6/7】 

⑤の相違 

 

・事象想定の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，取水

箇所の閉塞も考慮 
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・非常用ディーゼル発電機室非常用給気設備（6 号炉），非常用

電気品区域換気空調（7 号炉）（以下，D/G 室空調） 

（屋外設備） 

 

 

 

 

 

・軽油タンク等 

 

 

④降下火砕物に付着している腐食成分による化学的影響 

 軽油タンク等 

 

 

⑤降下火砕物の送電網又は変圧器への付着による相間短絡 

 送変電設備 

 

⑥降下火砕物によるアクセス性や作業性の悪化 

 －（アクセスルート） 

 

 

 

(3)起因事象になり得るシナリオの選定 

 (1)項で抽出した損傷・機能喪失モードに対して，(2)項で選定

した評価対象設備への影響を検討の上，発生可能性のあるシナリ

オを選定した。 

 

①降下火砕物の堆積荷重による建屋天井や屋外設備の崩落 

 建屋及び屋外設備に対する降下火砕物堆積荷重により発生可

能性のあるシナリオは以下のとおり。 

＜建屋＞ 

○原子炉建屋 

 原子炉建屋屋上が降下火砕物堆積荷重により崩落した場合に，

建屋最上階に設置している原子炉補機冷却水系のサージタンク

が物理的に損傷，機能喪失し，最終ヒートシンク喪失に至る。 

・中央制御室換気系（給気口） 

 

 

・残留熱除去系海水系（モータ） 

・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水系（モータ） 

・非常用ディーゼル発電機用海水系（モータ） 

・補機冷却系海水系（モータ） 

・循環水系（モータ） 

 

 

 

④ 降下火砕物に付着している腐食成分による化学的影響 

・屋外設備全般 

 

 

⑤ 降下火砕物の付着による送電線の相間短絡 

・送電線 

 

 

 

 

 

 

(3) 起因事象になり得るシナリオの選定 

(1)で抽出した各損傷・機能喪失モードに対して，(2)で選定し

た評価対象設備への影響を検討の上，発生可能性のあるシナリオ

を選定した。 

 

① 建屋天井や屋外設備に対する降下火砕物の堆積荷重 

 

 

＜建屋＞ 

・原子炉建屋 

原子炉建屋原子炉棟屋上が降下火砕物による堆積荷重によ

り崩落した場合に，建屋最上階に設置している原子炉補機冷却

系サージタンクが機能喪失することによる「隔離事象」に至る

・中央制御室換気系 

 

 

・原子炉補機海水ポンプのモータ冷却口 

・高圧炉心スプレイ補機海水ポンプのモータ冷却口 

 

・タービン補機海水ポンプのモータ冷却口 

・循環水ポンプのモータ冷却口 

・ディーゼル燃料移送ポンプ 

 

 

④降下火砕物に付着している腐食成分による化学的影響 

・原子炉補機海水ポンプ等の屋外設備 

 

 

⑤降下火砕物の送受電設備への付着による相間短絡 

・送受電設備 

 

⑥降下火砕物によるアクセス性や作業性の悪化 

 －（アクセスルート） 

 

 

 

(3) 起因事象になり得るシナリオの選定 

 (1)項で抽出した各損傷・機能喪失モードに対して，(2)項で選

定した評価対象設備への影響を検討のうえ，発生可能性のあるシ

ナリオを選定した。 

 

①降下火砕物による建物天井や屋外設備に対する堆積荷重 

 建物及び屋外設備に対する降下火砕物堆積荷重により発生可

能性のあるシナリオは以下のとおり。 

＜建物＞ 

○原子炉建物 

 原子炉建物屋上が降下火砕物による堆積荷重により崩落した

場合に，建物最上階に設置している原子炉補機冷却系サージタン

クが損傷することで，原子炉補機冷却系が喪失し，補機冷却系喪

 

 

 

・設置場所の相違 

【柏崎 6/7】 

③の相違 

 

 

・設置場所の相違 

【柏崎 6/7】 

⑤の相違 

 

・設置場所の相違 

【柏崎 6/7】 

③，⑤の相違 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，アク

セス性や作業性への影

響を記載 
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○タービン建屋 

 タービン建屋屋上が降下火砕物堆積荷重により崩落した場合

に，建屋最上階に設置しているタービン，発電機に影響が及び，

タービントリップに至る。また，循環水ポンプが機能喪失し，復

水器真空度低からプラントスクラムに至るシナリオ。 

 

 

 

 

 

 

○コントロール建屋 

 コントロール建屋屋上が降下火砕物堆積荷重により崩落した

場合に，建屋最上階に設置している中央制御室内設備が損傷し，

計測制御系機能喪失に至る。 

 

＜屋外設備＞ 

 

 

 

シナリオ 

原子炉建屋付属棟屋上が降下火砕物による堆積荷重により

崩落した場合に，建屋最上階に設置している中央制御室換気系

が機能喪失することによる「計画外停止」に至るシナリオ 

原子炉建屋付属棟屋上が降下火砕物による堆積荷重により

崩落した場合に，建屋最上階に設置している原子炉建屋給気隔

離弁が機能喪失することによる「計画外停止」に至るシナリオ 

原子炉建屋付属棟（廃棄物処理棟）屋上が降下火砕物による

堆積荷重により崩落した場合に，建屋最上階に設置している気

体廃棄物処理施設が機能喪失することによる「隔離事象」に至

るシナリオ 

原子炉建屋付属棟（廃棄物処理棟）屋上が降下火砕物による

堆積荷重により崩落した場合に，建屋最上階に設置している原

子炉建屋排気隔離弁が機能喪失することによる「隔離事象」に

至るシナリオ 

 

・タービン建屋 

タービン建屋屋上が降下火砕物による堆積荷重により崩落

した場合に，建屋最上階に設置しているタービンや発電機に影

響が及び，「非隔離事象」に至るシナリオ 

また，タービン補機冷却系サージタンクに影響が及び，「タ

ービン・サポート系故障」に至るシナリオ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜屋外設備＞ 

・外部電源系（超高圧開閉所，特別高圧開閉所，変圧器） 

超高圧開閉所屋上，特別高圧開閉所，変圧器が降下火砕物に

よる堆積荷重により崩落し，外部電源系に影響が及び，「外部

失に至るシナリオ。 

 

 

 

 原子炉建物屋上が降下火砕物による堆積荷重により崩落した

場合に，建物最上階に設置している原子炉建物給排気隔離弁の機

能喪失により手動停止に至るシナリオ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○タービン建物 

 タービン建物屋上が降下火砕物による堆積荷重により崩落し

た場合に，建物最上階に設置しているタービンや発電機に影響が

及び，非隔離事象に至るシナリオ。 

 また，タービン補機冷却系サージタンクが機能喪失すること

で，タービン・サポート系故障に至るシナリオ。 

 

○廃棄物処理建物 

 廃棄物処理建物屋上が降下火砕物による堆積荷重により崩壊

した場合に，建物最上階に設置している気体廃棄物処理設備が機

能喪失し，手動停止に至るシナリオ。 

○制御室建物 

 制御室建物屋上が降下火砕物による堆積荷重により崩落した

場合に，建物最上階に設置している中央制御室が機能喪失し，計

装・制御系機能喪失に至るシナリオ。 

 

＜屋外設備＞ 

○送受電設備のうち変圧器 

 変圧器が降下火砕物による堆積荷重により損傷した場合に，外

部電源喪失に至るシナリオ。 

 

・設置場所の相違 

【東海第二】 

④の相違 

 

 

 

・設置場所の相違 

【東海第二】 

④の相違 

 

・記載箇所の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，給気

隔離弁とまとめて記載 

 

 

 

 

・設置場所の相違 

【柏崎 6/7】 

③の相違 

 

・設置場所の相違 

【東海第二】 

④の相違 

 

・設置場所の相違 

【東海第二】 

④の相違 

 

 

 

・事象想定の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は影響を
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○軽油タンク 

 軽油タンクが降下火砕物堆積荷重により天井崩落，破損に至

り，以下⑤に示す外部電源喪失が発生している状況下において

は，非常用ディーゼル発電設備（ディタンク）の燃料枯渇により，

電源喪失」に至るシナリオ 

 

・復水貯蔵タンク 

復水貯蔵タンク天板が降下火砕物による堆積荷重により崩

落し，保有水が喪失した場合，補給水系の喪失により「計画外

停止」に至るシナリオ 

・非常用ディーゼル発電機等の付属機器 

降下火砕物による堆積荷重により非常用ディーゼル発電機

等の付属機器が損傷した場合，非常用ディーゼル発電機等の機

能喪失，仮に⑤の外部電源喪失の同時発生を想定した場合，「全

交流動力電源喪失」に至るシナリオ 

・残留熱除去系海水系 

降下火砕物による堆積荷重により残留熱除去系海水系ポン

プが損傷した場合，残留熱除去系海水系の機能喪失による「最

終ヒートシンク喪失」に至るシナリオ 

・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水系 

降下火砕物による堆積荷重により高圧炉心スプレイ系ディ

ーゼル発電機用海水ポンプが損傷した場合，高圧炉心スプレイ

系の機能喪失による「計画外停止」に至るシナリオ 

・非常用ディーゼル発電機用海水系 

降下火砕物による堆積荷重により非常用ディーゼル発電機

用海水ポンプが損傷した場合，非常用ディーゼル発電機の機能

喪失，仮に高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水系の機

能喪失及び⑤の外部電源喪失の同時発生を想定した場合，「全

交流動力電源喪失」に至るシナリオ 

・補機冷却系海水系 

降下火砕物による堆積荷重により補機冷却系海水系ポンプ

が損傷した場合，タービン補機冷却系喪失による「タービン・

サポート系故障」に至るシナリオ 

・循環水系 

降下火砕物による堆積荷重により循環水ポンプが損傷した

場合，復水器真空度喪失による「隔離事象」に至るシナリオ 

 

 

 

 

 

 

○復水貯蔵タンク 

 復水貯蔵タンク天板が降下火砕物による堆積荷重により崩落

し，保有水が喪失した場合，復水輸送系の喪失により手動停止に

至るシナリオ。 

○ディーゼル発電機燃焼用給気口 

 ディーゼル発電機の燃焼用給気口が降下火砕物による堆積荷

重によって損傷し，ディーゼル発電機が機能喪失した場合に，上

記の外部電源喪失の同時発生を想定した場合，全交流動力電源喪

失に至るシナリオ。 

○原子炉補機海水ポンプ 

 原子炉補機海水ポンプが降下火砕物による堆積荷重により損

傷した場合に，原子炉補機冷却系が喪失し，補機冷却系喪失に至

るシナリオ。 

○高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ 

 高圧炉心スプレイ補機海水ポンプが降下火砕物による堆積荷

重により損傷した場合に，高圧炉心スプレイ系が機能喪失し，手

動停止に至るシナリオ。 

 

 

 

 

 

 

○タービン補機海水ポンプ 

 タービン補機海水ポンプが降下火砕物による堆積荷重により

損傷した場合に，タービン補機海水系が機能喪失し，タービン・

サポート系故障に至るシナリオ。 

○循環水ポンプ 

 循環水ポンプが降下火砕物による堆積荷重により損傷した場

合に，復水器真空度低により隔離事象に至るシナリオ。 

 

 

 

 

受ける設備として変圧

器を想定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設置場所の相違 

【柏崎 6/7】 

③の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設置場所の相違 

【柏崎 6/7】 

⑤の相違 
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全交流動力電源喪失に至る。 

 

②降下火砕物による取水口及び海水系の閉塞 

 

 海水中への降下火砕物による取水口や海水系への影響につい

ては，定量的な裕度評価は困難ではあるが，降下火砕物に対する

取水量や取水設備構造等を考慮すると，取水口閉塞の発生は考え

にくく，考慮すべきシナリオとしては抽出不要と考えられる。 

 

 

 

 

 海水系については，海水中の降下火砕物が高濃度な場合には，

熱交換器の伝熱管，海水ポンプ軸受の閉塞による異常磨耗や海水

ストレーナの自動洗浄能力を上回ることによる閉塞により，海水

系設備の機能喪失，最終ヒートシンク喪失に至る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③降下火砕物による換気空調系フィルタ及び軽油タンクの閉塞

並びに屋外機器の摩耗 

（屋外に面した設備） 

 降下火砕物によって中央制御室換気空調及び D/G 室空調給気

口閉塞により各空調設備が機能喪失に至る。（ただし，中央制御

室換気空調については，外気遮断による再循環運転が可能な設計

となっているため，考慮すべきシナリオとしては抽出不要とす

る。） 

 

 

 

② 降下火砕物による海水ストレーナ等の閉塞 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海水ストレーナや熱交換器の目開きは，降下火砕物の粒径よ

り大きいことから閉塞し難いため，シナリオの選定は不要であ

る。 

海水中への降下火砕物によって海水ポンプ軸受が異常摩耗

した場合，残留熱除去系海水系の機能喪失による「最終ヒート

シンク喪失」，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水系

の機能喪失による「計画外停止」に至るシナリオ 

非常用ディーゼル発電機用海水系の機能喪失による非常用

ディーゼル発電機の機能喪失，仮に高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電機用海水系の機能喪失及び⑤の外部電源喪失の同時

発生を想定した場合，「全交流動力電源喪失」に至るシナリオ 

補機冷却系海水系の機能喪失による「タービン・サポート系

故障」，循環水系の機能喪失に伴う復水器真空度喪失による「隔

離事象」に至るシナリオ 

 

③ 降下火砕物による給気口等の閉塞 

 

 

・非常用ディーゼル発電機付属機器の閉塞 

降下火砕物の吸込み又は給気口への堆積により非常用ディ

ーゼル発電機等の給気口，吸気口が閉塞した場合，非常用ディ

ーゼル発電機等の機能喪失，仮に⑤の外部電源喪失の同時発生

を想定した場合，「全交流動力電源喪失」に至るシナリオ 

・中央制御室換気系給気口の閉塞 

 

 

②降下火砕物による取水口及び海水系の閉塞 

○取水口 

 海水中への降下火砕物による取水口への影響については，定量

的な裕度評価は困難であるが，降下火砕物に対する取水量や取水

設備構造等を考慮すると，取水口閉塞の発生は考えにくく，考慮

するシナリオとしては抽出不要と考えられる。 

 

○原子炉補機海水ポンプ，高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ，タ

ービン補機海水ポンプ及び循環水ポンプ 

 

 海水系については，海水中の降下火砕物が高濃度な場合には，

熱交換器の伝熱管，海水ポンプ軸受の閉塞による異常摩耗や海水

ストレーナの閉塞により，原子炉補機海水ポンプが機能喪失し補

機冷却系喪失に至るシナリオ，高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ

が機能喪失し手動停止に至るシナリオ，タービン補機海水ポンプ

が機能喪失しタービン・サポート系故障に至るシナリオ及び循環

水ポンプが機能喪失し隔離事象に至るシナリオ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

③降下火砕物による空調給気口等の閉塞及び屋外設備の摩耗 

 

 

○ディーゼル発電機給気系 

 降下火砕物によるディーゼル発電機の給気フィルタの目詰ま

り又は燃焼用給気口の閉塞によって，ディーゼル発電機の機能が

喪失した場合に，下記⑤の外部電源喪失の同時発生を想定した場

合，全交流動力電源喪失に至るシナリオ。 

○中央制御室換気系 

 

 

 

・事象想定の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，取水

箇所の閉塞も考慮 

 

 

・記載箇所の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，影響

のある海水ポンプをま

とめて記載 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉の海水ス

トレーナは清掃で対応 
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 D/G 室空調給気口閉塞により，非常用ディーゼル発電設備の機

能喪失に至る場合において，以下⑤の外部電源喪失が発生してい

る状況下では，全交流動力電源喪失に至る。 

 

 

（屋外設備） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 軽油タンクのベント管の閉塞や非常用ディーゼル発電設備燃

料移送系ポンプの降下火砕物による軸受摩耗により，軽油タンク

等が機能喪失し，以下⑤に示す外部電源喪失が発生している状況

下においては，非常用ディーゼル発電設備（ディタンク）の燃料

枯渇により，全交流動力電源喪失に至る。 

 

 

 

④降下火砕物に付着している腐食成分による化学的影響 

 

 降下火砕物が屋外設備に付着することによる腐食については，

屋外設備表面には耐食性の塗装（エポキシ等）が施されており腐

中央制御室換気系の給気口は，地面より約5.9m，約19mの2箇

所に設置されており，堆積物による閉塞は考え難いためシナリ

オの選定は不要である。また，吸気口へ降下火砕物の吸込みに

より吸気口が閉塞した場合でも，フィルタの取替え及び清掃が

可能であることからシナリオの選定は不要である。 

・海水ポンプモータ空気冷却器給気口の閉塞 

降下火砕物の吸込み又は給気口への堆積により残留熱除去

系海水系ポンプモータの空気冷却器給気口が閉塞した場合，残

留熱除去系海水系の機能喪失による「最終ヒートシンク喪失」

に至るシナリオ 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポンプモータ

の空気冷却器給気口が閉塞した場合，高圧炉心スプレイ系の機

能喪失による「計画外停止」に至るシナリオ 

非常用ディーゼル発電機用海水ポンプモータの空気冷却器

給気口が閉塞した場合，非常用ディーゼル発電機の機能喪失，

仮に高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水系の機能喪

失及び⑤の外部電源喪失の同時発生を想定した場合，「全交流

動力電源喪失」に至るシナリオ 

補機冷却系海水系ポンプの空気冷却器給気口が閉塞した場

合，タービン補機冷却系喪失による「タービン・サポート系故

障」に至るシナリオ 

循環水ポンプの空気冷却器給気口が閉塞した場合，復水器真

空度喪失による「隔離事象」に至るシナリオ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 降下火砕物に付着している腐食成分による化学的影響 

 

降下火砕物が屋外設備に付着することによる腐食については，

屋外設備表面には耐食性の塗装（エポキシ樹脂系等）が施されて

 降下火砕物によって中央制御室換気系の給排気口が閉塞した

場合は，外気遮断による系統隔離運転が可能な設計となっている

ため，考慮すべきシナリオとして選定は不要である。また，降下

火砕物の吸い込みにより給気口が閉塞した場合でも，フィルタの

取替え及び清掃が可能であることから考慮すべきシナリオとし

て選定は不要である。 

○原子炉補機海水ポンプ，高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ，タ

ービン補機海水ポンプ及び循環水ポンプのモータ冷却口の閉塞 

 降下火砕物の吸い込み又は冷却口への堆積により，海水ポンプ

モータの冷却口が閉塞した場合，原子炉補機海水ポンプが機能喪

失し補機冷却系喪失に至るシナリオ，高圧炉心スプレイ補機海水

ポンプが機能喪失し手動停止に至るシナリオ，タービン補機海水

ポンプが機能喪失しタービン・サポート系故障に至るシナリオ又

は循環水ポンプが機能喪失し隔離事象に至るシナリオ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ディーゼル燃料移送ポンプ 

 降下火砕物による軸受摩耗により，ディーゼル燃料移送ポンプ

が損傷し，ディーゼル発電設備が燃料枯渇により機能喪失した場

合に，下記⑤の外部電源喪失の同時発生を想定した場合，全交流

動力電源喪失に至るシナリオ。 

 

 

 

④降下火砕物に付着している腐食成分による化学的影響 

◯原子炉補機海水ポンプ等の屋外設備 

 降下火砕物が屋外設備に付着することによる腐食については，

屋外設備表面に塗装が施されており腐食の抑制効果が考えられ

・設計方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，系統

隔離運転による対応を

想定 

 

・設置場所の相違 

【柏崎 6/7】 

③の相違 

・記載箇所の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，影響

のある海水ポンプをま

とめて記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設置場所の相違 

【柏崎 6/7】 

⑤の相違 

・事象想定の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，ディ

ーゼル燃料移送ポンプ

の軸受摩耗を想定 
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食の抑制効果が考えられること，腐食の進展速度の遅さを考慮

し，適切な保全管理が可能と判断，考慮すべきシナリオとしては

抽出不要とする。 

 

⑤降下火砕物の送電網又は変圧器への付着による相間短絡 

 

 降下火砕物が送電網の碍子や変圧器へ付着し，霧や降雨の水分

を吸収することによって，相間短絡を起こし外部電源喪失に至

る。 

 

⑥降下火砕物によるアクセス性や作業性の悪化 

 降下火砕物により屋外現場へのアクセス性や屋外での作業性

に影響を及ぼす可能性があるものの，設計基準事故対処設備のみ

で対応可能なシナリオであれば基本的に屋外での現場対応はな

く，仮にアクセス性や屋外の作業性へ影響が及んだ場合であって

も構内の道路又はアクセスルートについては，除灰を行うことか

ら問題はない。 

 そのため上記①～⑤の影響評価の結果として，可搬型代替交流

電源設備の接続といった屋外での作業が必要になるケースが確

認された場合に，別途，詳細検討するものとする。 

 

(4)起因事象の特定 

 (3)項で選定した各シナリオについて，想定を超える降下火砕

物に対しての裕度評価を実施し，事故シーケンスグループ抽出に

当たって考慮すべき起因事象の特定を行った。（火山事象につい

ては，積雪や落雷のように年超過確率の評価が困難であるため，

それに基づく起因事象発生可能性の考慮は実施しない。） 

 

①降下火砕物の堆積荷重による建屋天井や屋外設備の崩落 

 

 

 設計として想定している降下火砕物堆積量 35cm は，第 1 表に

示す各建屋天井及び軽油タンクの許容荷重より小さく，裕度を有

しているものの，各建屋及び軽油タンクの許容荷重以上に堆積し

た場合には，(3)項で選定した各シナリオに至る可能性がある。 

 ただし，最終ヒートシンク喪失，タービントリップ，計測制御

おり腐食の抑制効果が考えられること，腐食の進展速度の遅さを

考慮し，適切な保全管理が可能と判断したため，この損傷・機能

喪失モードについては考慮しない。 

 

⑤ 降下火砕物の付着による送電線の相間短絡 

 

降下火砕物が送電線や碍子へ付着し，水分を吸収することによ

って，相間短絡を起こし「外部電源喪失」に至るシナリオ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 起因事象の特定 

(3)で選定した各シナリオについて，想定を超える降下火砕物

に対しての裕度評価（起因事象発生可能性評価）を実施し，事故

シーケンスグループ抽出に当たって考慮すべき起因事象の特定

を行った。 

 

 

① 建屋天井や屋外設備に対する降下火砕物の堆積荷重 

 

 

降下火砕物の堆積が各建屋天井や屋外設備の許容荷重を上回

った場合には，(3)①にて選定した各シナリオが発生する可能性

はあるが，各建屋天井の崩落や屋外設備が損傷するような火山事

象は，火山事象の進展速度を踏まえると除灰管理が可能であるこ

とから，発生可能性は非常に稀であり，有意な頻度又は影響のあ

ること，腐食の進展速度の遅さを考慮し，適切な保守管理が可能

であるため考慮するシナリオとしては抽出不要とする。 

 

 

⑤降下火砕物の送受電設備への付着による相間短絡 

◯送受電設備 

 降下火砕物が送電線や碍子へ付着し，霧や降雨の水分を吸収す

ることによって，相間短絡を起こし外部電源喪失に至るシナリ

オ。 

 

⑥降下火砕物によるアクセス性や作業性の悪化 

 降下火砕物により屋外現場へのアクセス性や屋外での作業性

に影響を及ぼす可能性があるものの，設計基準事故対処設備のみ

で対応可能なシナリオであれば基本的に屋外での現場対応はな

く，仮にアクセス性や屋外での作業性へ影響が及んだ場合であっ

ても構内の道路又はアクセスルートについては，除灰を行うこと

から問題はない。 

 そのため上記①～⑤の影響評価の結果として，可搬型重大事故

等対処設備の接続といった屋外での作業が必要になるケースが

確認された場合に，別途，詳細検討するものとする。 

 

(4) 起因事象の特定 

 (3)項で選定した各シナリオについて，想定を超える火山事象

に対しての裕度評価（起因事象発生可能性評価）を実施し，事故

シーケンスグループ抽出に当たって考慮すべき起因事象の特定

を行った。 

 

 

①降下火砕物による建物天井や屋外設備に対する堆積荷重によ

り発生可能性のあるシナリオ 

◯建物及び屋外設備 

 降下火砕物による堆積荷重が各建物天井や屋外設備の許容荷

重を上回った場合には，(3)項で選定した各シナリオが発生する

可能性はあるが，火山事象は事前の予測が十分に可能であり，ま

た降灰事象の進展速度を踏まえると除灰管理が可能であること

から，発生可能性は非常に稀であり，有意な頻度又は影響のある

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，アク

セス性や作業性への影

響を記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は許容荷

重を上回った場合を想

定しているため，許容
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系機能喪失，全交流動力電源喪失及びプラントスクラムについて

は，内部事象，地震及び津波のレベル 1PRA でも考慮している事

象であることから，追加のシナリオではない。 

 

第 1表 各建屋・タンクの降下火砕物堆積における許容荷重 

 

 

②降下火砕物による取水口及び海水系の閉塞 

 

 

 海水中の降下火砕物による海水系への影響については，降下火

砕物の性質である硬度を考慮すると，海水中の降下火砕物によっ

て熱交換器の伝熱管や海水ポンプ軸受の異常磨耗は進展しにく

く，また，海水ストレーナの自動洗浄機能によって，機能喪失す

ることは考えにくい。しかし，何らかの理由で，海水中の降下火

砕物が大量に流入した場合には，海水系が機能喪失し，最終ヒー

トシンク喪失に至る可能性はある。 

ただし，最終ヒートシンク喪失は内部事象，地震及び津波のレ

ベル 1PRAでも考慮しており追加のシナリオではない。 

 

③降下火砕物による換気空調系フィルタ及び軽油タンクの閉塞

並びに屋外設備の摩耗 

 

 

る事故シーケンスの要因にはなり得ないと考えられるため，考慮

すべき起因事象としては特定不要であると判断した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 降下火砕物による海水ストレーナ等の閉塞 

 

 

海水ポンプ軸受の異常摩耗については，降下火砕物の硬度を考

慮すると，海水中の降下火砕物によって異常摩耗は進展しにく

く，機能喪失することは考えにくいため，考慮すべき起因事象と

しては特定不要であると判断した。 

 

 

 

 

 

 

③ 降下火砕物による給気口等の閉塞 

 

 

 

事故シーケンスの要因にはなりえないと考えられるため，考慮す

べき起因事象としては選定不要であると判断した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②降下火砕物による取水口及び海水系の閉塞 

◯原子炉補機海水ポンプ，高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ，タ

ービン補機海水ポンプ及び循環水ポンプ 

 海水中の降下火砕物による海水系への影響については，降下火

砕物の性質である硬度を考慮すると，海水中の降下火砕物によっ

て熱交換器の伝熱管，海水ポンプ軸受の閉塞による異常摩耗は進

展しにくく，また，降灰事象は進展速度を踏まえると，海水スト

レーナの差圧が上昇した場合は切り替えて清掃することによっ

て機能喪失することは考えにくいため，考慮すべき起因事象とし

て選定不要であると判断した。 

 

 

 

③降下火砕物による空調給気口等の閉塞及び屋外設備の摩耗 

 

 

◯ディーゼル発電機給気系 

荷重は記載していない 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 は運用管理

について 2.に記載して

いる 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は内部事

象ＰＲＡ等との比較に

ついて 2.に記載してい

る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉の海水ス

トレーナは清掃で対応 

 

 

 

・設置場所の相違 

【柏崎 6/7】 

③，⑤の相違 

 

付録1-261



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所 （2018.9.12版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 D/G 室空調フィルタへの降下火砕物の影響については，設計基

準を超える降下火砕物に対しても，フィルタ交換が可能な構造で

あることを考慮すると，換気空調系フィルタの閉塞発生可能性が

十分に低減されると考えられるが，定量的な裕度評価が困難であ

り，何らかの理由で大量の降下火砕物が流入した場合は，非常用

ディーゼル発電機の機能喪失に至る。ただし，非常用ディーゼル

発電機の機能喪失は内部事象，地震及び津波のレベル 1PRA でも

考慮しており追加のシナリオではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 軽油タンク等への降下火砕物の影響については，以下の理由で

起因事象は発生しない。軽油タンクのベント管出口は地面側を向

いていること，地上 10m の高さにあることから閉塞しない。また

非常用ディーゼル発電設備燃料移送系ポンプは，軸貫通部に潤滑

剤等の漏えいがないよう管理されており，電動機についても内部

に降下火砕物が侵入しない構造となっていることから降下火砕

物の影響を受けない。 

 

④降下火砕物に付着している腐食成分による化学的影響 

 降下火砕物が屋外設備に付着することによる腐食については，

屋外設備表面に耐食性の塗装（エポキシ等）が施されており腐食

の抑制効果があること，及び腐食の進展速度が遅いことを考慮

し，適切な保全管理により発生防止が可能であるため，腐食を要

因とする起因事象は考慮不要である。 

 

⑤降下火砕物の送電網又は変圧器への付着による相間短絡 

 

 降下火砕物の影響を受ける可能性がある送変電設備は，発電所

内外の広範囲にわたるため，全域における管理が困難なことを踏

まえると設備等の不具合による外部電源喪失の発生可能性は否

降下火砕物の吸込み又は給気口への堆積により非常用ディー

ゼル発電機等の給気口，吸気口が閉塞した場合には，(3)③にて

選定したシナリオが発生する可能性があるが，非常用ディーゼル

発電機等の給気口，吸気口が閉塞するような火山事象は，火山事

象の進展速度を踏まえると除灰管理又はフィルタの取替えが可

能であることから，発生可能性は非常に稀であり，有意な頻度又

は影響のある事故シーケンスの要因にはなり得ないと考えられ

るため，考慮すべき起因事象としては特定不要であると判断し

た。 

また，モータ空気冷却器給気口が閉塞した場合には，(3)③に

て選定したシナリオが発生する可能性があるが，モータ空気冷却

器給気口が閉塞するような火山事象は，火山事象の進展速度を踏

まえると除灰管理が可能であることから，発生可能性は非常に稀

であり，有意な頻度又は影響のある事故シーケンスの要因にはな

り得ないと考えられるため，考慮すべき起因事象としては選定不

要であると判断した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 降下火砕物に付着している腐食成分による化学的影響 

降下火砕物が屋外設備に付着することによる腐食については，

(3)④のとおり，この損傷・機能喪失モードは考慮しないため，

起因事象として特定しない。 

 

 

 

⑤ 降下火砕物の付着による送電線の相間短絡 

 

降下火砕物の影響を受ける可能性がある送電線は，発電所内外

の広範囲に渡り，全域における管理が困難なことを踏まえると設

備等の不具合による外部電源喪失に至るシナリオは考えられる

 降下火砕物の吸い込み又は給気口への堆積によりディーゼル

発電機の給気フィルタが閉塞した場合には，(3)項で選定したシ

ナリオが発生する可能性はあるが，火山事象は事前の予測が十分

に可能であり，また降灰事象の進展速度を踏まえると除灰管理又

はフィルタ交換が可能であることから，発生可能性は非常に稀で

あり，有意な頻度又は影響のある事故シーケンスの要因にはなり

えないと考えられるため，考慮すべき起因事象としては選定不要

であると判断した。 

 

 また，モータ冷却口が閉塞した場合には，(3)項で選定したシ

ナリオが発生する可能性はあるが，火山事象は事前の予測が十分

に可能であり，また降灰事象の進展速度を踏まえると除灰管理が

可能であることから，発生可能性は非常に稀であり，有意な頻度

又は影響のある事故シーケンスの要因にはなりえないと考えら

れるため，考慮すべき起因事象としては選定不要であると判断し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

④降下火砕物に付着している腐食成分による化学的影響 

 上記(3)④のとおり，この損傷・機能喪失モードは考慮しない

ため，想定するシナリオはない。 

 

 

 

 

⑤降下火砕物の送受電設備への付着による相間短絡 

◯送受電設備 

 降下火砕物の影響を受ける可能性がある送受電設備は，発電所

内外の広範囲にわたるため，全域における管理が困難なことを踏

まえると設備等の不具合による機能喪失の可能性を否定できな

・記載箇所の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 は，2.にて

フィルタ交換により発

生防止が可能であり，

追加のシナリオではな

い旨を記載 

 

 

・設置場所の相違 

【柏崎 6/7】 

③の相違 

 

 

 

 

・設置場所の相違 

【柏崎 6/7】 

⑤の相違 

 

 

 

 

 

 

・記載箇所の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，1.(3)

で考慮不要と整理 
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定できない。ただし，外部電源喪失は内部事象や地震，津波でも

考慮しており追加のシナリオではない。 

 

2. 事故シーケンスの特定 

 1.(3)項にて起因事象となり得るシナリオを以下のとおり選定

したが，いずれのシナリオについても，内部事象，地震及び津波

レベル 1PRA にて考慮しているものであり，追加すべき新たなも

のはない。 

 

 

・原子炉建屋天井崩落による最終ヒートシンク喪失 

・タービン建屋天井崩落によるタービントリップ又はプラントス

クラム 

・コントロール建屋天井崩落による計測制御系機能喪失 

・軽油タンク等の機能喪失及び外部電源喪失の重畳による全交流

動力電源喪失 

・海水系の閉塞による最終ヒートシンク喪失 

・D/G 室空調給気口閉塞及び外部電源喪失による全交流動力電源

喪失 

・送電網又は変圧器への相間短絡による外部電源喪失 

 また，上記シナリオのうち，各建屋及び軽油タンクの天井の崩

落については，除灰により発生防止を図ることが可能であるこ

と，D/G室空調給気閉塞についてもフィルタ交換により発生防止

を図ることが可能であることから，それぞれ発生自体が影響のあ

る事故シーケンスとはならないものと判断した。 

 

以上 

ため，起因事象として特定する。 

 

 

2. 事故シーケンスの特定 

1.にて設計基準を超える火山事象に対し発生可能性のある起

因事象として外部電源喪失を特定したが，運転時の内部事象や地

震，津波レベル１ＰＲＡにて考慮していることから，追加すべき

新しい事故シーケンスではない。 

よって，火山の影響を起因とする有意な頻度又は影響のある事

故シーケンスは新たに生じないと判断した。 

 

いため，外部電源喪失については考慮すべき起因事象として選定

する。 

 

2. 事故シーケンスの特定 

 1．にて設計基準を超える火山事象に対し発生可能性のある起

因事象として外部電源喪失を特定したが，運転時の内部事象，地

震及び津波レベル１ＰＲＡにて考慮していることから，追加すべ

き新しい事故シーケンスではない。 

 よって，火山事象を起因とする有意な頻度又は影響のある事故

シーケンスは新たに生じないと判断した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・事象想定の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は 1.(4)

で選定しないと整理 
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 補足1-5 

 

森林火災事象に対する事故シーケンス抽出 

 

1. 起因事象の特定 

(1) 構築物，系統及び機器（以下「設備等」という。）の損傷・

機能喪失モードの抽出 

森林火災により設備等に発生する可能性のある影響について，

国外の評価事例，国内で発生したトラブル事例も参照し，以下の

とおり，損傷・機能喪失モードを抽出した。 

① 輻射熱による建屋や設備等への損傷 

② ばい煙による設備等の閉塞 

 

(2) 評価対象設備の選定 

(1)で抽出した損傷・機能喪失モードに対し，影響を受ける可

能性のある設備等のうち，プラントの運転継続や安全性に影響を

及ぼす可能性のある設備等を評価対象設備として選定する。 

具体的には，以下に示す建屋及び屋外設置の設備等を評価対象

設備として選定した。 

① 輻射熱による建屋や設備等への損傷 

＜建屋＞ 

・原子炉建屋（原子炉棟，付属棟） 

・タービン建屋 

 

 

 

＜屋外設備＞ 

・外部電源系（超高圧開閉所，特別高圧開閉所，変圧器，送電線） 

・復水貯蔵タンク 

・非常用ディーゼル発電機の付属設備（排気ファン，吸気口等） 

・主排気筒 

・非常用ガス処理系 

・残留熱除去系海水系 

・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水系 

・非常用ディーゼル発電機用海水系 

・補機冷却系海水系 

添付資料２－６ 

 

設計基準を超える森林火災事象に対する事故シーケンス抽出 

 

1. 起因事象の特定 

(1) 構築物，系統及び機器（以下「設備等」という。）の損傷・

機能喪失モードの抽出 

 森林火災により設備等に発生する可能性のある事象について，

国外の評価事例，国内で発生したトラブル事例も参照し，以下の

とおり，損傷・機能喪失モードを抽出した。 

 ①輻射熱による建物や設備等への影響 

 ②ばい煙による設備等の閉塞 

 

(2) 評価対象設備の選定 

 (1)項で抽出した各損傷・機能喪失モードに対し，影響を受け

る可能性のある設備等のうち，プラントの運転継続や安全性に影

響を及ぼす可能性のある設備等を評価対象設備として選定した。 

 

 

①輻射熱による建物や設備等への影響 

＜建物＞ 

・原子炉建物 

・タービン建物 

・廃棄物処理建物 

・制御室建物 

 

＜屋外設備＞ 

・送受電設備 

・復水貯蔵タンク 

 

・排気筒（非常用ガス処理系排気管を含む。） 

 

・原子炉補機海水ポンプ 

・高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ 

 

・タービン補機海水ポンプ 

・評価方針の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 は森林火災

の評価結果について，

添付資料１－１＜各自

然現象について考え得

る起因事象の抽出＞の

No.35に記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設置場所の相違 

【東海第二】 

④の相違 

 

 

 

・事象想定の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，ディ

ーゼル発電機の排気フ

ァン，吸気口等は外部

に露出していないた

め，＜屋内設備＞で評
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・循環水系 

 

② ばい煙による設備等の閉塞 

・非常用ディーゼル発電機等の付属設備（吸気口等） 

 

 

 

 

 

・中央制御室換気系 

・残留熱除去系海水系（モータ） 

・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水系（モータ） 

・非常用ディーゼル発電機用海水系（モータ） 

・補機冷却系海水系（モータ） 

・循環水系（モータ） 

・中央制御室換気系 

 

(3) 起因事象になり得るシナリオの選定 

(1)で抽出した各損傷・機能喪失モードに対して，(2)で選定し

た評価対象設備への影響を検討の上，発生可能性のあるシナリオ

を選定した。 

① 輻射熱による建屋や設備等への損傷 

＜建屋＞ 

 

森林火災の輻射熱による建屋への影響については，想定し得る

最大の火災影響評価において，防火帯外縁（火炎側）から十分な

離隔距離があることを考慮すると，建屋の許容温度を下回り，建

屋が損傷することはない。また，森林火災の輻射熱による建屋影

響について，24時間駐在している自衛消防隊による早期の消火活

動も可能であり，森林火災に対する影響緩和策を講じることがで

きることから，シナリオの選定は不要である。 

 

＜屋外設備＞ 

・外部電源系（超高圧開閉所，特別高圧開閉所，変圧器，送電線） 

森林火災の輻射熱により外部電源系が損傷した場合，「外部

電源喪失」に至るシナリオ 

・循環水ポンプ 

 

②ばい煙による設備等の閉塞 

・ディーゼル発電設備の給気系 

・換気空調設備 

 

 

 

 

・中央制御室換気系 

・原子炉補機海水ポンプのモータ冷却口 

・高圧炉心スプレイ補機海水ポンプのモータ冷却口 

 

・タービン補機海水ポンプのモータ冷却口 

・循環水ポンプのモータ冷却口 

 

 

(3) 起因事象になり得るシナリオの選定 

 (1)項で抽出した各損傷・機能喪失モードに対して，(2)項で選

定した評価対象設備への影響を検討のうえ，発生可能性のあるシ

ナリオを選定した。 

①輻射熱による建物や設備等への影響 

＜建物＞ 

〇原子炉建物，タービン建物，廃棄物処理建物及び制御室建物 

 森林火災の輻射熱による建物への影響について，想定し得る最

大の火災影響評価において，防火帯外縁（火炎側）から十分な離

隔距離があることを考慮すると，建物の許容温度を下回り，建物

が損傷することはない。また，森林火災の輻射熱による建物影響

について，24時間駐在している自衛消防隊による早期の消火活動

も可能であり，森林火災に対する影響緩和策を講じることができ

ることから，シナリオの選定は不要である。 

 

＜屋外設備＞ 

○送受電設備 

 森林火災の輻射熱により送受電設備が損傷した場合，外部電源

喪失に至るシナリオ。 

価 

 

 

 

・対象設備の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，換気

空調設備を評価対象設

備として選定 
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なお，外部電源系への影響については，想定し得る最大の火

災影響評価において，防火帯外縁（火炎側）から十分な離隔距

離があることを考慮すると，敷地内の外部電源系が損傷するこ

とはない。また，森林火災の輻射熱による影響について，24時

間駐在している自衛消防隊による早期の消火活動も可能であ

り，森林火災に対する影響緩和策を講じることができる。 

 

・復水貯蔵タンク 

森林火災の輻射熱による復水貯蔵タンクへの影響について

は，想定し得る最大の火災影響評価において，防火帯外縁（火

炎側）から十分な離隔距離があることを考慮すると，復水貯蔵

タンク水の最高使用温度を下回り，タンクが損傷することはな

い。また，森林火災の輻射熱による影響について，24時間駐在

している自衛消防隊による早期の消火活動も可能であり，森林

火災に対する影響緩和策を講じることができることから，シナ

リオの選定は不要である。 

・非常用ディーゼル発電機等の付属設備（排気ファン，吸気口等） 

森林火災の輻射熱による非常用ディーゼル発電機等の付属

設備への影響については，想定し得る最大の火災影響評価にお

いて，防火帯外縁（火炎側）から十分な離隔距離があることを

考慮すると，非常用ディーゼル発電機等の付属設備が受ける輻

射強度は低いため，非常用ディーゼル発電機等の付属設備が損

傷することはない。また，森林火災の輻射熱による影響につい

て，24時間駐在している自衛消防隊による早期の消火活動も可

能であり，森林火災に対する影響緩和策を講じることができる

ことから，シナリオの選定は不要である。 

・主排気筒 

森林火災の輻射熱による主排気筒への影響については，想定

し得る最大の火災影響評価において，防火帯外縁（火炎側）か

ら十分な離隔距離があることを考慮すると，主排気筒が受ける

輻射強度は低いため，主排気筒が損傷することはない。また，

森林火災の輻射熱による影響について，24時間駐在している自

衛消防隊による早期の消火活動も可能であり，森林火災に対す

る影響緩和策を講じることができることから，シナリオの選定

は不要である。 

・非常用ガス処理系 

 なお，森林火災の輻射熱による送受電設備への影響について，

想定し得る最大の火災影響評価において，防火帯外縁（火炎側）

から十分な離隔距離があることを考慮すると，敷地内の送受電設

備が損傷することはない。また，森林火災の輻射熱による影響に

ついて，24時間駐在している自衛消防隊による早期の消火活動も

可能であり，森林火災に対する影響緩和策を講じることができ

る。 

○復水貯蔵タンク 

 森林火災の輻射熱による復水貯蔵タンクへの影響について，防

火帯外縁（火炎側）から十分な離隔距離があることを考慮すると，

復水貯蔵タンクが受ける輻射強度は低いため，復水貯蔵タンクが

損傷することはない。また，森林火災の輻射熱による影響につい

て，24時間駐在している自衛消防隊による早期の消火活動も可能

であり，森林火災に対する影響緩和策を講じることができること

から，シナリオの選定は不要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○排気筒（非常用ガス処理系排気管を含む。） 

 森林火災の輻射熱による排気筒（非常用ガス処理系排気管を含

む。）への影響について，防火帯外縁（火炎側）から十分な離隔

距離があることを考慮すると，排気筒（非常用ガス処理系排気管

を含む。）が受ける輻射強度は低いため，排気筒（非常用ガス処

理系排気管を含む。）が損傷することはない。また，森林火災の

輻射熱による影響について，24時間駐在している自衛消防隊によ

る早期の消火活動も可能であり，森林火災に対する影響緩和策を

講じることができることから，シナリオの選定は不要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・事象想定の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，ディ

ーゼル発電機の排気フ

ァン，吸気口等は外部

に露出していないた

め，＜屋内設備＞で評

価 
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森林火災の輻射熱による非常用ガス処理系排気筒及び配管

への影響については，想定し得る最大の火災影響評価におい

て，防火帯外縁（火炎側）から十分な離隔距離があることを考

慮すると，非常用ガス処理系排気筒及び配管が受ける輻射強度

は低いため，非常用ガス処理系排気筒及び配管が損傷すること

はない。また，森林火災の輻射熱による影響について，24時間

駐在している自衛消防隊による早期の消火活動も可能であり，

森林火災に対する影響緩和策を講じることができることから

シナリオの選定は不要である。 

・残留熱除去系海水系／高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用

海水系／非常用ディーゼル発電機用海水系／補機冷却系海水系

／循環水系（以下「海水系」という。） 

森林火災の輻射熱による海水系への影響については，想定し

得る最大の火災影響評価において，防火帯外縁（火炎側）から

十分な離隔距離があることを考慮すると，海水系が受ける輻射

強度は低いため，海水系が損傷することはない。また，森林火

災の輻射熱による影響について，24時間駐在している自衛消防

隊による早期の消火活動も可能であり，森林火災に対する影響

緩和策を講じることができることから，シナリオの選定は不要

である。 

 

② ばい煙による設備等の閉塞 

・非常用ディーゼル発電機等の付属設備（吸気口等）の閉塞 

森林火災で発生するばい煙の非常用ディーゼル発電機等の

吸気口への吸込みにより吸気口が閉塞した場合でも，フィルタ

の取替え及び清掃が可能であることからシナリオの選定は不

要である。 

 

・海水系ポンプモータ空気冷却器給気口の閉塞 

海水系ポンプモータは外気を取込まない構造であり，また，

空冷モータの冷却流路の口径は，ばい煙の粒径より広いことか

ら閉塞し難いため，シナリオの選定は不要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○原子炉補機海水ポンプ，高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ，タ

ービン補機海水ポンプ及び循環水ポンプ（以下「海水ポンプ」と

いう。） 

 森林火災の輻射熱による海水ポンプへの影響について，想定し

得る最大の火災影響評価において，防火帯外縁（火炎側）から十

分な離隔距離があることを考慮すると，海水ポンプが受ける輻射

強度は低いため，海水ポンプが損傷することはない。また，森林

火災の輻射熱による影響について，24時間駐在している自衛消防

隊による早期の消火活動も可能であり，森林火災に対する影響緩

和策を講じることができることから，シナリオの選定は不要であ

る。 

 

②ばい煙による設備等の閉塞 

〇ディーゼル発電設備の給気系 

 森林火災で発生するばい煙のディーゼル発電設備の給気口へ

の吸い込みにより給気口が閉塞した場合でも，フィルタの取替え

及び清掃が可能であることから，シナリオの選定は不要である。 

 

 

〇海水ポンプのモータ冷却口 

 海水ポンプモータ内部にばい煙粒子が侵入した場合でも，モー

タ内の通気経路の隙間は十分に大きく閉塞等の影響はないため，

シナリオの選定は不要である。 

 

〇換気空調設備 

 外気取入口にはフィルタを設置しているため，一定以上の粒径

のばい煙を捕集するとともに，換気空調設備の停止により建物内

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象設備の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，換気
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・中央制御室換気系の閉塞 

森林火災で発生するばい煙の中央制御室換気系給気口への

吸込みにより給気口が閉塞した場合でも，フィルタの取替え及

び清掃が可能であることからシナリオの選定は不要である。 

 

 

 

(4) 起因事象の特定 

(3)で選定した各シナリオについて，森林火災に対しての裕度

評価（起因事象発生可能性評価）を実施し，事故シーケンスグル

ープ抽出に当たって考慮すべき起因事象の特定を行った。 

 

① 輻射熱による建屋や設備等への損傷 

＜建屋＞ 

森林火災の輻射熱による各建屋の損傷については，(3)①のと

おり，考慮すべき起因事象としては特定不要であると判断した。 

 

＜屋外設備＞ 

森林火災の輻射熱により送電線が損傷する可能性が否定でき

ず，送電線の損傷に伴う外部電源喪失に至るシナリオは考えられ

るため，起因事象として特定する。その他の屋外設備についての

損傷のシナリオについては，(3)①及び(3)②のとおり，考慮すべ

き起因事象としては特定不要であると判断した。 

 

② ばい煙等による設備等の閉塞 

森林火災のばい煙等による設備等の閉塞については，(3)②の

とおり，考慮すべき起因事象としては特定不要であると判断し

た。 

 

2. 事故シーケンスの特定 

1.にて森林火災に対し発生可能性のある起因事象として外部

電源喪失を特定したが，運転時の内部事象や地震，津波レベル１

ＰＲＡにて考慮していることから，追加すべき新しい事故シーケ

へのばい煙の侵入を阻止することが可能であるため，シナリオの

選定は不要である。 

 

○中央制御室換気系 

 外気取入口にはフィルタを設置しているため，一定以上の粒径

のばい煙を捕集するとともに，給気隔離弁及び排気隔離弁を閉止

し系統隔離運転モードとすることにより，長時間室内へのばい煙

侵入を阻止することが可能であるため，シナリオの選定は不要で

ある。 

 

(4) 起因事象の特定 

 (3)項で選定した各シナリオについて，想定を超える森林火災

事象に対しての裕度評価（起因事象発生可能性評価）を実施し，

事故シーケンスグループ抽出に当たって考慮すべき起因事象の

特定を行った。 

①輻射熱による建物や設備等への影響 

＜建物＞ 

 森林火災の輻射熱による各建物の損傷については，上記(3)①

のとおり，考慮すべき起因事象として特定不要であると判断し

た。 

＜屋外設備＞ 

 森林火災の輻射熱により送受電設備が損傷する可能性が否定

できず，送受電設備の損傷に伴う外部電源喪失に至るシナリオは

考えられるため，起因事象として特定する。その他の屋外設備に

ついての損傷のシナリオについては，上記(3)①のとおり，考慮

すべき起因事象として特定不要であると判断した。 

 

②ばい煙による設備等の閉塞 

 森林火災のばい煙等による設備等の閉塞については，上記

(3)②のとおり，考慮すべき起因事象として特定不要であると判

断した。 

 

2. 事故シーケンスの特定 

 1．にて森林火災に対し発生可能性のある起因事象として外部

電源喪失を特定したが，運転時の内部事象，地震及び津波レベル

１ＰＲＡにて考慮していることから，追加すべき新しい事故シー

空調設備を評価対象設

備として選定 

 

 

 

・設計方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，系統

隔離運転による対応を

想定 
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ンスではない。 

 よって，森林火災を起因とする有意な頻度又は影響のある事故

シーケンスは新たに生じないと判断した。 

ケンスではない。 

 よって，森林火災事象を起因とする有意な頻度又は影響のある

事故シーケンスは新たに生じないと判断した。 
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添付資料2-5 

 

設計基準を超える風（台風）事象に対する事故シーケンス抽出 

 

1. 起因事象の特定 

(1)構築物，系統及び機器（以下，設備等という。）の損傷・機

能喪失モードの抽出 

 風（台風）事象により設備等に発生する可能性のある影響につ

いて，国外の評価事例，国内で発生したトラブル事例も参照し，

以下のとおり，損傷・機能喪失モードを抽出した。 

 ①風荷重による建屋や設備等の損傷 

 ②強風により取水口周辺の海に飛散した資機材等による取水

口閉塞 

 ③強風によるアクセス性や作業性の悪化 

 

(2)評価対象設備の選定 

 (1)項で抽出した損傷・機能喪失モードに対し，影響を受ける

可能性のある設備等のうち，プラントの運転継続や安全性に影響

を及ぼす可能性のある設備等を評価対象設備として選定する。 

具体的には，以下に示す建屋及び屋外設置の設備等を評価対象設

備として選定した。 

＜建屋＞ 

・原子炉建屋，コントロール建屋，タービン建屋 

＜屋外設備＞ 

・送変電設備 

・軽油タンク，非常用ディーゼル発電設備燃料移送系（以下，軽

油タンク等） 

・取水口 

 

(3)起因事象になり得るシナリオの選定 

 (1)項で抽出した各損傷・機能喪失モードごとに，(2)項で選定

した評価対象設備への影響を検討の上，発生可能性のあるシナリ

オを選定した。 

 

①風荷重による建屋や設備等の損傷 

 建屋及び屋外設備に対する風荷重により発生可能性のあるシ

  ・事象想定の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，風（台

風）について竜巻に包

含される事象として整

理（添付資料１－１「各

自然現象について考え

得る起因事象の抽出

（1/11）」の No.１参照） 
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ナリオは以下のとおり。 

＜建屋＞ 

○原子炉建屋 

 風速については，年超過確率評価上，10-7 となる風速は55.7m/s

（地上高10m，10 分間平均風速）となるが，原子炉建屋について

は十分な厚さを有した鉄筋コンクリート造のため，この程度の極

めて発生することが稀な風荷重を想定しても建屋の頑健性は維

持されると考えられる。 

○コントロール建屋 

 風速については，年超過確率評価上，10-7 となる風速は55.7m/s

（地上高10m，10 分間平均風速）となるが，コントロール建屋は

十分な厚さを有した鉄筋コンクリート造であり，この程度の極め

て発生することが稀な風荷重を想定しても建屋の頑健性は維持

されると考えられる。 

○タービン建屋 

 タービン建屋については，建屋上層部が鉄骨造である。万が一，

風荷重により破損に至るような場合は，鉄骨造である建屋上層部

が考えられる。その場合の影響範囲としては，タービンや発電機

が想定され，シナリオとしてはタービントリップが考えられる。 

＜屋外設備＞ 

○送変電設備 

 風荷重により送変電設備が損傷した場合，外部電源が喪失す

る。 

○軽油タンク等 

 風速については，年超過確率評価上，10-7 となる風速は55.7m/s

（地上高10m，10 分間平均風速）となるが，この程度の極めて発

生することが稀な風荷重に対しても軽油タンク等が損傷に至る

ことはないものの，仮にこれを上回る風荷重に対し軽油タンク等

が損傷し，かつ送変電設備の損傷により外部電源喪失に至ってい

るとすると，非常用ディーゼル発電設備（ディタンク）の燃料枯

渇により全交流動力電源喪失に至る。 

 

②強風により取水口周辺の海に飛散した資機材等による取水口

閉塞 

 強風により資機材，車両等が飛散して取水口周辺の海に入り取

水を閉塞させた場合，原子炉補機冷却海水ポンプの取水ができな
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くなり最終ヒートシンク喪失に至るシナリオが考えられるが，取

水口を閉塞させる程の資機材や車両等の飛散は考えられないこ

とから考慮不要とする。 

 

③強風によるアクセス性や作業性の悪化 

 強風により屋外現場へのアクセス性や屋外での作業性に影響

が及ぶ可能性があるものの，設計基準事故対処設備のみで対応可

能なシナリオであれば基本的に屋外現場対応はなく，仮にアクセ

ス性や屋外作業へ影響が及んだ場合であっても問題はない。 

 そのため上記①の影響評価の結果として，可搬型代替交流電源

設備の接続といった屋外での作業が必要となるケースが確認さ

れた場合に，別途，詳細検討するものとする。 

 

(4)起因事象の特定 

 (3)項で選定した各シナリオについて，想定を超える風荷重に

対しての裕度評価（起因事象発生可能性評価）を実施し，事故シ

ーケンスグループ抽出に当たって考慮すべき起因事象の特定を

行った。 

 

①風荷重による建屋や設備等の損傷 

＜建屋＞ 

 タービン建屋上層部は鉄骨造であり風荷重に対して設計上の

配慮はなされているものの，設計基準を大幅に超える風荷重が建

屋に作用した場合，建屋が損傷してタービン，発電機に影響を及

ぼす可能性は否定できないため，タービン建屋損傷に伴うタービ

ントリップについては考慮すべきシナリオとして選定する。 

 なお，原子炉建屋及びコントロール建屋については，鉄筋コン

クリート造であり，風荷重よりも大きい地震荷重に対して設計さ

れていることから，年超過確率10-7 の風速55.7m/s（地上高10m，

10 分間平均風速）を超える風荷重が作用した場合であっても大

規模損傷に至らないと考えられることから，風荷重による建屋損

傷シナリオは考慮不要とした。 

＜屋外設備＞ 

○送変電設備損傷に伴う外部電源喪失 

 風荷重に対して設計上の配慮はなされているものの，設計基準

を超える風荷重に対して送変電設備が損傷することは否定でき
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ないため，送変電設備の損傷に伴う外部電源喪失については考慮

すべきシナリオとして選定する。 

○軽油タンク等損傷に伴う全交流動力電源喪失 

 仮に軽油タンク等が損傷し，かつ外部電源喪失の同時発生を想

定すると全交流動力電源喪失に至るが，軽油タンク等は，年超過

確率評価上，10-7 となる風速55.7m/s（地上高10m，10 分間平均

風速）の風荷重が作用した場合であっても損傷に至らないことか

ら，起因事象としての発生頻度は十分低く詳細評価は不要と考え

られる。 

 

2. 事故シーケンスの特定 

 1．(3)項にて起因事象となり得るシナリオを以下のとおり選定

した。 

○タービン建屋損傷に伴いタービントリップに至るシナリオ 

○送変電設備損傷に伴い外部電源喪失に至るシナリオ 

○軽油タンク等が損傷，かつ外部電源が喪失している状況下にお

いて，非常用ディーゼル発電設備（ディタンク）の燃料枯渇によ

り，全交流動力電源喪失に至るシナリオ 

 

 上記シナリオについては，運転時の内部事象，地震及び津波レ

ベル1PRAにて考慮しており追加のシナリオはない。 

 また，上記シナリオのうち，全交流動力電源喪失シナリオは，

軽油タンク等の損傷可能性（年超過確率評価上，10-7未満）を考

慮すると，発生自体が非常に稀な事象であり，起因事象としては

タービントリップと外部電源喪失のみを考慮すればよく，原子炉

建屋及びコントロール建屋，軽油タンク等の損傷可能性を踏まえ

ると，これら起因事象から有意な頻度又は影響のある事故シーケ

ンスは生じないと判断した。 

 

以上 
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添付資料2-7 

 

設計基準を超える降水事象に対する事故シーケンス抽出 

 

1. 起因事象の特定 

(1)構築物，系統及び機器（以下，設備等）の損傷・機能喪失モ

ードの抽出 

 降水事象により設備等に発生する可能性のある影響について，

国外の評価事例や国内で発生したトラブル事例も参照し，以下の

とおり，損傷・機能喪失モードを抽出した。 

 ①建屋天井に対する荷重 

 ②敷地内での雨水の滞留による屋外機器の没水 

 ③建屋内浸水による機器の没水又は被水 

 ④降水によるアクセス性や作業性の悪化 

 

(2)評価対象設備の選定 

 (1)項で抽出した各損傷・機能喪失モードに対し，影響を受け

る可能性のある設備等のうち，プラントの運転継続や安全性に影

響を及ぼす可能性のある設備等を評価対象設備として選定する。 

 具体的には，以下に示す建屋及び屋外設置の設備等を評価対象

設備として選定した。 

＜建屋＞ 

・原子炉建屋 

・コントロール建屋 

・タービン建屋 

・廃棄物処理建屋 

 

＜屋外設備＞ 

・送変電設備 

・軽油タンク及び非常用ディーゼル発電設備燃料移送系（以下，

軽油タンク等） 

 

(3)起因事象になり得るシナリオの選定 

 (1)項で抽出した各損傷・機能喪失モードごとに，(2)項で選定

した評価対象設備への影響を検討の上，発生可能性のあるシナリ

オを選定した。 

  ・事象想定の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，降水

による設備に対する影

響は大きくないと整理

（添付資料１－１「各

自然現象について考え

得る起因事象の抽出

（2/11）」の No.６参照） 
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①雨水荷重による建屋天井の崩落 

 建屋に対する雨水荷重により発生可能性のあるシナリオは以

下とおり。 

＜建屋＞ 

○原子炉建屋 

 原子炉建屋屋上が雨水荷重により崩落した場合に，建屋最上階

に設置している原子炉補機冷却水系のサージタンクが物理的に

機能喪失することで，原子炉補機冷却水系が喪失し，最終ヒート

シンク喪失に至るシナリオ。また，雨水が下層階へ伝播し，非常

用ディーゼル発電設備及び非常用電源盤が没水又は被水により

機能喪失し，全交流動力電源喪失に至るシナリオ。 

 

○タービン建屋 

 タービン建屋屋上が雨水荷重により崩落した場合に，タービン

や発電機に影響が及び，タービントリップに至るシナリオ。また，

タービン建屋熱交換器エリア屋上が雨水荷重により崩落した場

合に，没水又は被水により原子炉補機冷却水系及び同海水系が機

能喪失し，最終ヒートシンク喪失に至るシナリオ。また，循環水

ポンプが機能喪失し，復水器真空度低からプラントスクラムに至

るシナリオ。 

 

○コントロール建屋 

 コントロール建屋屋上が雨水荷重により崩落した場合に，建屋

最上階に設置している中央制御室が物理的に又は没水若しくは

被水により機能喪失し，計測制御系機能喪失に至るシナリオ。そ

の後，中央制御室の下階に位置している直流電源設備へ雨水が伝

播し直流電源喪失に至るシナリオ。 

 

○廃棄物処理建屋 

 廃棄物処理建屋屋上が雨水荷重により崩落した場合に，冷却材

再循環ポンプ M/G セットや換気空調補機常用冷却水系が没水又

は被水により機能喪失し，プラントスクラムに至るシナリオ。 

 

②敷地内での雨水の滞留による屋外機器の没水 

 敷地内で雨水が滞留した場合に，非常用ディーゼル発電設備燃

料移送系の燃料移送ポンプが没水し機能喪失する可能性があり，
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降水の影響により屋外の送変電設備の機能喪失と重畳し，全交流

動力電源喪失に至るシナリオ。 

③建屋内浸水による機器の没水又は被水 

 本損傷・機能喪失モードにより発生する事故シーケンスは，発

生原因が浸水によるものであり，対策は建屋周辺の止水対策とな

るため，重大事故防止対策の有効性の確認のためのシーケンスに

は適さない。よってこの損傷・機能喪失モードは考慮しない。 

 

④降水によるアクセス性や作業性の悪化 

 降水により屋外現場へのアクセス性や屋外での作業性に影響

を及ぼす可能性があるものの，設計基準事故対処設備のみで対応

可能なシナリオであれば基本的に屋外での現場対応はなく，仮に

アクセス性や屋外の作業性へ影響が及んだ場合であっても問題

はない。 

 そのため上記①～③の影響評価の結果として，可搬型代替交流

電源設備の接続といった屋外での作業が必要になるケースが確

認された場合に，別途，詳細検討するものとする。 

 

(4)起因事象の特定 

 (3)項で選定した各シナリオについて，想定を超える降水事象

に対しての裕度評価（起因事象発生可能性評価）を実施し，事故

シーケンスグループ抽出に当たって考慮すべき起因事象の特定

を行った。 

 

①雨水荷重による建屋天井の崩落 

 雨水荷重が各建屋天井の許容荷重を上回った場合には，(3)項

で選定した各シナリオが発生する可能性はあるものの，最終ヒー

トシンク喪失，タービントリップ及びプラントスクラムについて

は，運転時の内部事象レベル1PRA でも考慮していること，計測

制御系機能喪失及び直流電源機能喪失については，地震，津波の

レベル1PRA でも考慮していることから追加のシナリオではな

い。 

 なお，年超過発生確率10-7 相当の降水（159.2 mm/h）時には，

一部の屋上において雨水の流入量が排水量を上回る。このうち原

子炉建屋とタービン建屋の間の2m ギャップ（主蒸気トンネル室

直上除く）及びタービン建屋東側換気空調系エリアの屋上では，
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建屋パラペット高さまで雨水が滞留する可能性があり，これらの

箇所では天井が損傷する可能性が否定できない。仮にこれらの箇

所の天井が崩落するもっとも厳しい状況を考えた場合には，雨水

の伝播経路上にある原子炉補機冷却水系サージタンク水位計，デ

ィーゼル発電設備，非常用電源盤及びタービン建屋の常用機器が

没水又は被水し，機能喪失することで最終ヒートシンク喪失と全

交流動力電源喪失が発生する可能性がある。この時，原子炉建屋

最地下階において原子炉隔離時冷却系が没水により機能喪失す

る可能性もあることから，平成4 年以降に整備したアクシデント

マネジメント策に期待しない場合には，炉心損傷に至る。ただし，

このような事故シーケンスは津波PRA で考慮されていることか

ら追加の事故シーケンスグループではない。 

 

②敷地内での雨水の滞留による屋外機器の没水 

 全交流動力電源喪失については，運転時の内部事象レベル1PRA 

でも考慮していることから追加のシナリオではない。 

 なお，年超過発生確率10-7 相当の降水時においても一部滞留水

が発生するものの，排水用フラップゲートから滞留水を速やかに

海域に排水することが可能である。よって，敷地内での雨水の滞

留による屋外機器の没水は，有意な頻度又は影響のある事故シー

ケンスの要因とはなりえないと考えられるため，考慮すべき起因

事象としては選定不要であると判断した。 

 

2. 事故シーケンスの特定 

1．(3)項にて起因事象となり得るシナリオを以下のとおり選定し

た。 

○原子炉建屋の天井が崩落した場合に，原子炉補機冷却水系が機

能喪失し，最終ヒートシンク喪失に至るシナリオ。また，ディー

ゼル発電設備及び非常用電源盤が機能喪失し，全交流動力電源喪

失に至る。 

○タービン建屋の天井が崩落した場合にタービンや発電機に影

響が及びタービントリップに至る。 

○タービン建屋熱交換器エリアの天井が崩落した場合に，原子炉

補機冷却水系及び同海水系が機能喪失し，最終ヒートシンク喪失

に至る。 

○タービン建屋熱交換器エリアの天井が崩落した場合に，循環水
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ポンプが機能喪失し，復水器真空度低からプラントスクラムに至

る。 

○コントロール建屋の天井が崩落した場合に，建屋最上階に設置

している中央制御室が物理的に又は没水若しくは被水により機

能喪失し，計測制御系機能喪失に至るシナリオ。さらには中央制

御室の下階に位置している直流電源設備が内部溢水により機能

喪失に至る。 

○廃棄物処理建屋の天井が崩落した場合に，冷却材再循環ポンプ 

M/Gセットや換気空調補機常用冷却水系が没水又は被水により機

能喪失し，プラントスクラムに至る。 

○降水の影響により屋外の送変電設備が機能喪失し外部電源喪

失が発生している状態で，燃料移送ポンプが没水により機能喪失

し，非常用ディーゼル発電設備（ディタンク）の燃料枯渇により，

全交流動力電源喪失に至る。 

 

 上記シナリオについては，いずれも運転時の内部事象，地震及

び津波レベル1PRAのいずれかにおいて考慮しているものであり，

追加すべき新たなものはない。 

 また，1.(4)項での起因事象の特定結果のとおり，年超過発生

確率10-7相当の降水時においてはタービン建屋東側換気空調系エ

リアの天井崩落によりタービントリップが発生する可能性が否

定できないものの，緩和設備に期待できることから有意な影響又

は頻度を持つ事故シーケンスとはならない。 

 したがって，降水事象を要因として発生し得る有意な頻度又は

影響のある事故シーケンスは生じないと判断した。 

 

以上 

 

付録1-278



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所 （2018.9.12版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

補
足
1-
7 

起
因
事
象
の
発
生
が
考
え
ら
れ
る
そ
の
他
の
自
然
現
象
と
起
因
事
象
発
生
時
の
対
応
 

 

添
付
資
料
２
－
７
 

起
因
事
象
の
発
生
が
考
え
ら
れ
る
そ
の
他
の
自
然
現
象
と
起
因
事
象
発
生

時
の
対
応
（
１
／
２
）
 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，各評

価対象事象における起

因事象発生時の緩和設

備による対応について

記載 
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・考慮する自然現象の

相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

別紙１（補足資料１）

4.において考慮する事

象が異なることによる

相違 
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添付資料 4 

外部人為事象に関わる重畳の影響について 

 

 外部事象のうち，自然現象同士が重畳することによる影響につ

いては，添付資料 3 に示すように組み合わせを考慮し，単独事象

とは異なる新たな影響が発生しないことを確認した。一方，外部

人為事象については，以下に示す理由から個々の組み合わせにつ

いて確認する必要はなく，自然現象同士の重畳影響評価に包絡さ

れると考える。 

 

＜理由＞自然現象と比べて外部人為事象は影響範囲が限定的（狭

い）である。 

  自然現象の影響は，原子炉施設全体に対して同時に作用する

点が特徴である。一方，外部人為事象の場合は，人工物の事故

等により引き起こされるものであり，影響範囲は当該人工物の

大きさや内包する危険物量等により決まる。したがって，外部

人為事象の場合，低頻度事象を仮定しようとしても，実際に設

置されている設備や立地状況等により制限され，際限なく事象

影響範囲が拡がるということはない。 

 以上より，各外部人為事象により生じる影響の特徴を踏まえ，

それぞれの影響を包絡する自然現象について重畳影響を確認し

ておくことで，外部人為事象についても重畳影響を確認したこと

と同等になる。（第1表参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補足4 

外部人為事象に関わる重畳の影響について 

 

外部事象のうち，自然現象同士が重畳することによる影響につ

いては，補足3に示すように組合せを考慮し，単独事象とは異な

る新たな影響が発生しないことを確認した。一方，外部人為事象

については，以下に示す理由から個々の組合せについて確認する

必要はなく，自然現象の重畳影響評価に包絡されると考える。 

 

 

【理由】自然現象と比べて外部人為事象は影響範囲が限定的（狭

い）である。 

自然現象の影響は，原子力施設全体に対して同時に作用する点

が特徴である。一方，外部人為事象の場合は，人工物の事故等に

より引き起こされるものであり，影響範囲は当該人工物の大きさ

や内包する危険物量等により決まる。したがって，外部人為事象

の場合，低頻度事象を仮定しようとしても，実際に設置されてい

る設備や立地状況等により制限され，際限なく事象影響範囲が拡

がるということはない。 

以上より，各外部人為事象により生じる影響の特徴を踏まえ，

それぞれの影響を包絡する自然現象について重畳影響を確認し

ておくことで，外部人為事象についても重畳影響を確認したこと

と同等になる（表1参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料４ 

外部人為事象に係る重畳の影響について 

 

 外部事象のうち，自然現象同士が重畳することによる影響につ

いては，添付資料３に示すように組合せを考慮し，単独事象とは

異なる新たな影響が発生しないことを確認した。一方，外部人為

事象については，以下に示す理由から個々の組合せについて確認

する必要はなく，自然現象同士の重畳影響評価に包含されると考

える。 

 

＜理由＞自然現象と比べて外部人為事象は影響範囲が限定的（狭

い）である。 

 自然現象の影響は，発電用原子炉施設全体に対して同時に作用

する点が特徴である。一方，外部人為事象の場合は，人工物の事

故等により引き起こされるものであり，影響範囲は当該人工物の

大きさや内包する危険物量等により決まる。したがって，外部人

為事象の場合，低頻度事象を仮定しようとしても，実際に設置さ

れている設備や立地状況等により制限され，際限なく事象影響範

囲が拡がるということはない。 

 以上より，各外部人為事象により生じる影響の特徴を踏まえ，

それぞれの影響を包含する自然現象について重畳影響を確認し

ておくことで，外部人為事象についても重畳影響を確認したこと

と同等となる。（第１表参照） 
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第 1 表 自然現象と包絡される外部人為事象 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表1 自然現象に包絡される外部人為事象 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１表 自然現象と包含される外部人為事象 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・考慮する外部人為事

象の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 は意図的な

ものを含め人為事象 28

事象を類似・随伴事象

に整理後，19事象とし

て評価しているが，島

根２号炉は人為事象 23

事象の評価を実施して

いることによる相違及

び評価内容の相違 

・事象想定の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

立地的要因等による

事象想定の相違 
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 なお，第 1表のとおり自然現象に包絡される事象以外のその他

の事象については以下のとおりである。 

＜その他の事象＞ 

（１）外部人為事象の影響の方が大きい場合 

 火災による熱影響については，自然現象では「森林火災」，外

部人為事象では「No.1 航空機落下（偶発的）」，「No.3 火災・爆

発」，「No.7 パイプライン事故」及び「No.13 輸送事故」が該当す

るが，原子炉施設に対して最も厳しい影響がある事象は「No.3 火

災・爆発」にて想定している軽油タンクの火災である。軽油タン

ク火災と原子炉施設周辺で発生し得る重畳事象としては，「森林

火災」と「No.1 航空機落下（偶発的）」が挙げられる。 

 

 

 

 

軽油タンクの消火設備が機能せず，かつ「森林火災」が防火帯を

越えて延焼する事象は低頻度事象と推定されること，軽油タンク

へ偶発的に航空機が落下することによる重畳事象については，

10-7／年程度の低頻度事象ではあるものの外部火災評価の中で許

容値以下の熱影響に止まることを確認済みであることを踏まえ

ると，事象の重畳により新たな起因事象の追加はない。 

 爆発による影響については，「No.7 パイプライン事故」，「No.9 

航空機衝突（意図的）」及び「No.13 輸送事故」で想定されるが，

それぞれの事象の特徴を踏まえれば，個別の重畳影響評価をする

までもなく，自然現象同士の重畳事象を評価することで影響が包

絡される。（「No.7パイプライン事故」については，パイプライン

が地中に埋設されているため単独事象として影響がないと判断。

「No.13 輸送事故」については，発電所前面の海上航路約 30km の

場所を航行する輸送船舶が漂流して発電所港湾内に侵入するこ

と自体が非常に稀な事象であること，及び発電所港湾内に侵入し

得る最大規模の高圧ガス輸送船舶の爆発事故を想定した場合で

あっても，爆風圧の影響が原子炉施設へ及ばないことを確認済み

であることを踏まえ，単独事象として影響がないと判断。 

 

 また，「No.9 航空機衝突（意図的）」は，損傷規模が地震に包

 

なお，表 1のとおり自然現象に包絡される外部人為事象以外の

“その他の事象”については，以下のとおりである。 

【その他の事象】 

(1) 外部人為事象の影響の方が大きい場合 

火災による熱影響については，自然現象では「森林火災」，外

部人為事象では「No.2 パイプライン事故（ガスなど），パイプラ

イン事故によるサイト内爆発等」，「No.3 交通事故（化学物質の

流出含む）」，「No.6 飛来物（航空機落下）」，「No.7 工業施設又は

軍事施設事故」，「No.9 自動車又は船舶の爆発」及び「No.23近隣

工場等の火災」で想定されるが，このうち，発電用原子炉施設に

対して最も厳しい熱影響がある事象は，「No.6 飛来物（航空機落

下）」である。航空機落下と発電用原子炉施設周辺で発生し得る

重畳事象としては，「森林火災」と「No.23 近隣工場等の火災」の

溶融炉灯油タンク火災が挙げられるものの，「森林火災」の熱影

響は，溶融炉灯油タンク火災の影響に包絡できる。 

偶発的に落下する航空機による火災と，溶融炉灯油タンク火災

が組み合わされる重畳事象については，10－７／年程度の低頻度事

象であるものの外部火災評価の中で許容値以下の熱影響に止ま

ることを確認済みであることを踏まえると，事象の重畳による新

たな起因事象の追加はない。 

 

爆風圧による影響については，「No.2 パイプライン事故（ガス

など），パイプライン事故によるサイト内爆発等」，「No.7 工業施

設又は軍事施設事故」，「No.9 自動車又は船舶の爆発」及び「No.12 

爆発」で想定されるが，それぞれの事象の特徴を踏まえれば，個

別の重畳影響評価をするまでもなく，自然現象同士の重畳影響を

評価することで影響が包絡される。 

・「No.2 パイプライン事故（ガスなど），パイプライン事故によ

るサイト内爆発等」については，爆風圧の影響が発電用原子炉

施設へ影響のある範囲にないため単独事象として影響がない

と判断 

・「No.7 工業施設又は軍事施設事故」については，軍事施設は発

電所近傍にないこと，工業施設の爆発を想定した場合であって

も，爆風圧の影響が発電用原子炉施設へ及ばないことを確認済

みであることを踏まえ，単独事象として影響がないと判断 

 

 なお，第１表のとおり自然現象に包含される外部事象以外のそ

の他事象については，以下のとおりである。 

＜その他の事象＞ 

(1) 外部人為事象の影響の方が大きい場合 

 火災による熱影響については，自然現象では「森林火災」，外

部人為事象では「No.4：交通機関（航空機を除く）の事故による

爆発」，「No.6：爆発（発電所外）」，「No.9：パイプライン事故（爆

発，化学物質流出）」，「No.12：他ユニットからの火災」，「No.19：

工場施設又は軍事施設事故（爆発，化学物質放出）」，「No.16：飛

来物（航空機落下）」及び「No.23：外部火災（近隣工場等の火災）」

が想定されるが，発電用原子炉施設に対して最も厳しい影響があ

る事象は「No.16：飛来物（航空機落下）」にて想定している航空

機燃料火災である。航空機燃料火災と発電用原子炉施設周辺で発

生し得る重畳事象としては，「No.23：外部火災（近隣工場等の火

災）」のガスタービン発電機用軽油タンク火災が挙げられる。 

 偶発的に発生する航空機の落下による火災とガスタービン発

電機用軽油タンク火災が組み合わされる重畳事象については，10

－７／年程度の低頻度事象であるものの外部火災評価の中で許容

値以下の熱影響に止まることを確認済みであることを踏まえる

と，事象の重畳により新たに起因事象の追加はない。 

 

 爆発による影響については，「No.4：交通機関（航空機を除く）

の事故による爆発」，「No.6：爆発（発電所外）」，「No.9：パイプ

ライン事故（爆発，化学物質流出）」及び「No.19：工場施設又は

軍事施設事故（爆発，化学物質放出）」で想定されるが，それぞ

れの事象の特徴を踏まえれば，個別の重畳影響評価をするまでも

なく，自然現象同士の重畳事象を評価することで影響が包含され

る。（「No.4：交通機関（航空機を除く）の事故による爆発」につ

いては，燃料輸送車両の爆発事故を想定した場合であっても，爆

風圧の影響が発電用原子炉施設へ及ばないことを確認済みであ

ることを踏まえ，単独事象として影響がないと判断。「No.6：爆

発（発電所外）」，「No.9：パイプライン事故（爆発，化学物質流

出）」及び「No.19：工場施設又は軍事施設事故（爆発，化学物質

放出）」については，石油コンビナートが発電所への影響が及ぶ

範囲にないこと及び発電所敷地から最短距離の危険物貯蔵施設

 

 

 

 

 

 

・考慮する外部人為事

象の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 は意図的な

ものを含め人為事象 28

事象を類似・随伴事象

に整理後，19事象とし

て評価しているが，島

根２号炉は人為事象 23

事象の評価を実施して

いることによる相違及

び評価内容の相違（以

下，(1)にて同様） 

・事象想定の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

立地的要因等による

事象想定の相違（以下，

(1)にて同様） 
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絡される。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）事象の影響について考慮が不要な場合 

 以下に挙げる外部事象については，重畳影響を考慮するまでも

なく，単独事象として原子炉施設への影響を考慮する必要がない

ものとして整理している。 

 

○単独事象として発生頻度が稀な事象（10-7／年以下） 

 

 

 No.1 航空機落下（偶発的）（原子炉施設への衝突） 

 No.16 タービンミサイル（原子炉施設への衝突） 

 

 

 

 

○発生源となる施設が発電所へ影響を及ぼす範囲にない事象 

 

 

 

 No.2 ダムの崩壊 

 No.7 パイプライン事故（火災，爆発） 

 No.12 産業施設の事故 

 

○発生しても影響が軽微な事象，影響を遮断できる事象 

 No.4 有毒ガス 

 No.8 第三者の不法な接近 

 No.17 重量物輸送（燃料集合体落下） 

 

・「No.9 自動車又は船舶の爆発」については，交通事故による自

動車の爆発や発電所港湾内に侵入し得る最大規模の高圧ガス

輸送船舶の爆発事故を想定した場合であっても，爆風圧の影響

が発電用原子炉施設へ及ばないことを確認済みであることを

踏まえ，単独事象として影響がないと判断 

・「No.12 爆発」については，発電所周辺の社会環境からみて，

爆風圧の影響が発電所へ及ばないことを確認済みであること

を踏まえ，単独事象として影響がないと判断 

 

(2) 外部人為事象の影響について考慮が不要な場合 

以下にあげる外部人為事象については，重畳影響を考慮するま

でもなく，単独事象として発電用原子炉施設への影響を考慮する

必要がないものとして整理している。 

 

○単独事象として発生頻度が稀な事象（10－７/年以下） 

 

No.1  衛星の落下 

 

No.5  タービンミサイル 

No.6  飛来物（航空機落下） 

 

No.15 軍事施設からのミサイル 

 

○発生源となる施設が発電所へ影響の及ぶ範囲にない事象 

 

No.18 他のユニットからのミサイル 

No.19 他のユニットからの内部溢水 

No.21 ダムの崩壊 

 

 

 

○発生しても影響が軽微な事象，影響を遮断できる事象 

No.4  有毒ガス 

No.14 サイト貯蔵の化学物質の流出 

No.17 他のユニットからの火災 

 

の爆発事故を想定した場合であっても，爆風圧の影響が発電用原

子炉施設へ及ばないことを確認済みであることを踏まえ，単独事

象として影響がないと判断。） 

 

 

 

 

 

 

(2) 事象の影響について考慮が不要な場合 

 以下に挙げる外部人為事象については，重畳影響を考慮するま

でもなく，単独事象として発電用原子炉施設への影響を考慮する

必要がないものとして整理している。 

 

〇単独事象として発生頻度が稀な事象（10－７／年以下） 

 No.13：他ユニットからのタービン・ミサイル 

 No.15：人工衛星の落下 

 No.16：飛来物（航空機落下） 

 No.20：タービン・ミサイル 

 

 

 

 

〇発生源となる施設が発電所への影響を及ぼす範囲にない事象 

 No.10：軍事施設からのミサイル 

 No.18：ダムの崩壊 

 

 

 

 

 

〇発生しても影響が軽微な事象，影響を遮断できる事象 

 No.5：交通機関（航空機を除く）の事故による化学物質流出 

 No.8：発電所内貯蔵の化学物質流失 

 No.21：有毒ガス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・考慮する外部人為事

象の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 は意図的な

ものを含め人為事象 28

事象を類似・随伴事象

に整理後，19事象とし

て評価しているが，島

根２号炉は人為事象 23

事象の評価を実施して

いることによる相違及

び評価内容の相違（以

下，(2)にて同様） 

・事象想定の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

立地的要因等による

事象想定の相違（以下，

(2)にて同様） 
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 事象ごとの状況を以下の第2表にまとめる。 

 

第 2 表 各外部人為事象が包絡される自然現象等 

 

以上 

 

事象毎の状況を表 2にまとめる。 

 

表 2 各外部人為事象が包絡される自然現象等 

 

 

 

 

 

 事象ごとの状況を以下の第２表にまとめる。 

 

第２表 各外部人為事象が包含される自然現象等 

 

 

 

 

・考慮する外部人為事

象の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 は意図的な

ものを含め人為事象 28

事象を類似・随伴事象

に整理後，19事象とし

て評価しているが，島

根２号炉は人為事象 23

事象の評価を実施して

いることによる相違及

び評価内容の相違 

・事象想定の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

立地的要因等による

事象想定の相違 
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別紙1(補足2) 

 

地震レベル1.5PRA について 

 

１. はじめに 

 「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の

基準に関する規則」第三十七条（重大事故等の拡大の防止等）に

て要求されている原子炉格納容器の破損の防止に関する有効性

評価に関し，必ず想定すべき格納容器破損モード以外の破損モー

ドの有無について，内部事象についてはレベル1.5PRAにより確認

を実施済みであるが，地震事象特有の影響について以下にて確認

を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

２. 地震事象特有の格納容器破損モードについて 

 炉心損傷後の原子炉格納容器の健全性に影響を与える物理現

象による事象進展に関し内部事象と地震事象の差はなく，地震事

象特有の影響としては，地震動により直接的に原子炉格納容器が

破損する場合，原子炉格納容器の隔離機能又は圧力抑制機能に関

わる設備が破損することで原子炉格納容器の破損に至る場合が

考えられる。 

(1) 原子炉格納容器本体の破損 

 地震動による原子炉建屋の破損影響により原子炉格納容器が

破損に至る，又は原子炉格納容器本体が直接的に破損に至るケー

スは，地震事象特有の格納容器破損モードであり，日本原子力学

会標準「原子力発電所の地震を起因とした確率論的安全評価実施

基準:2007」では，原子炉建屋破損のχモードとして分類されて

いる。 

 

 

 

添付2 

 

地震レベル１．５ＰＲＡについて 

 

1. はじめに 

実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基

準に関する規則第三十七条（重大事故等の拡大の防止等）にて要

求されている格納容器の破損の防止に関する有効性評価に関し，

必ず想定すべき格納容器破損モード以外の破損モードの有無に

ついて，内部事象については内部事象レベル１．５ＰＲＡにより

確認を実施済みであるが，地震事象特有の影響について以下にて

確認を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

2. 地震事象特有の格納容器破損モードについて 

炉心損傷後の格納容器の健全性に影響を与える物理現象によ

る事象進展に関し内部事象と地震事象の差はなく，地震事象特有

の影響としては，地震動により直接的に格納容器本体が損傷する

場合，格納容器の隔離機能又は圧力抑制機能に係る設備が損傷す

ることで格納容器破損に至る場合が考えられる。 

 

(1) 格納容器本体の損傷 

地震動による原子炉建屋の損傷影響により格納容器が破損に

至る又は格納容器が直接的に破損に至るケースは，地震事象特有

の格納容器破損モードであり，（社）日本原子力学会標準「原子

力発電所の地震を起因とした確率論的安全評価実施基準：２００

７」では，原子炉建屋破損のχモードとして分類されている。 

 

 

 

 

別紙１（補足資料２） 

 

地震レベル1.5ＰＲＡについて 

 

1. はじめに 

 「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の

基準に関する規則」第三十七条（重大事故等の拡大の防止等）に

て要求されている原子炉格納容器の破損の防止に関する有効性

評価に関し，必ず想定すべき格納容器破損モード以外の破損モー

ドの有無について，内部事象についてはレベル1.5ＰＲＡにより

確認を実施済みであるが，地震事象特有の影響について以下にて

確認を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

2. 地震事象特有の格納容器破損モードについて 

 炉心損傷後の原子炉格納容器の健全性に影響を与える物理現

象による事象進展に関し内部事象と地震事象の差はなく，地震事

象特有の影響としては，地震動により直接的に原子炉格納容器が

損傷する場合，原子炉格納容器の隔離機能又は圧力抑制機能に係

る設備が損傷することで原子炉格納容器の破損に至る場合が考

えられる。 

(1)  原子炉格納容器本体の損傷 

 地震動による原子炉建物の損傷影響により原子炉格納容器が

破損に至る，又は原子炉格納容器本体が直接的に破損に至るケー

スは，地震事象特有の格納容器破損モードであり，日本原子力学

会標準「原子力発電所の地震を起因とした確率論的安全評価実施

基準：2007」では，原子炉建屋破損のχモードとして分類されて

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

島根２号は「原子炉

格納容器」と記載（以

下，同様の相違は記載

を省略） 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

島根２号は「レベル

1.5ＰＲＡ」と記載（以

下，同様の相違は記載

を省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

島根２号は「原子炉

格納容器本体」と記載 
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 このケースの場合，炉心損傷時に原子炉格納容器の放射性物質

閉じ込め機能は既に喪失しており，内部事象レベル1.5PRAでは，

格納容器隔離失敗として考慮している。 

 

(2) 原子炉格納容器隔離機能喪失 

 地震動により原子炉格納容器隔離弁が閉鎖できなくなること

で，炉心損傷により発生した放射性物質が原子炉格納容器外へ直

接放出される可能性がある。このケースについては，原子炉格納

容器本体の破損と同様に炉心損傷時には原子炉格納容器の放射

性物質閉じ込め機能は喪失している状態であり，内部事象レベル

1.5PRAでは格納容器隔離失敗として考慮している。 

 

(3) 原子炉格納容器圧力抑制機能喪失 

 地震動により残留熱除去系(格納容器スプレイ冷却モード)や

格納容器ベント管，サプレッション・チェンバの損傷により原子

炉格納容器圧力が抑制できなくなり，原子炉格納容器が過圧破損

に至る可能性がある。このケースについては，内部事象レベル

1.5PRAにおいて，水蒸気(崩壊熱)蓄積等による過圧によって原子

炉格納容器が破損に至る過圧破損モードとして考慮されている。 

 

 

 

 

 以上を踏まえると，地震事象特有の影響として原子炉格納容器

本体や隔離弁等の破損が考えられるものの，地震事象特有の格納

容器破損モードはなく，内部事象レベル1.5PRAと同様であるとい

える。 

 

 

３. 原子炉格納容器破損防止対策に関わる有効性評価事故シー

ケンスについて 

 上述のとおり，地震事象特有の影響として原子炉格納容器や隔

離機能等の地震動による損傷が考えられるものの，格納容器破損

モードとしては内部事象レベル1.5PRAと同様である。 

 また，地震動による直接的な原子炉格納容器や隔離機能等の損

傷については，重大事故の事象進展により原子炉格納容器へ圧力

このケースの場合，炉心損傷時に格納容器の放射性物質閉じ込

め機能は既に喪失しており，内部事象レベル１．５ＰＲＡでは格

納容器隔離失敗として考慮している。 

 

(2) 格納容器隔離機能喪失 

地震動により格納容器隔離弁が閉鎖できなくなることで，炉心

損傷により発生した放射性物質が格納容器外へ直接放出される

可能性がある。このケースについては，格納容器本体の損傷と同

様に炉心損傷時には格納容器の放射性物質閉じ込め機能は喪失

している状態であり，内部事象レベル１．５ＰＲＡでは格納容器

隔離失敗として考慮している。 

 

(3) 格納容器圧力抑制機能喪失 

地震動により残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード），

格納容器ベント管又は圧力抑制室の損傷により格納容器圧力を

抑制出来なくなり，格納容器が過圧破損に至る可能性がある。こ

のケースについては，内部事象レベル１．５ＰＲＡにおいて，水

蒸気（崩壊熱）の蓄積等による過圧によって格納容器が破損に至

る過圧破損モードとして考慮している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 格納容器破損防止対策に係る有効性評価事故シーケンスに

ついて 

上述のとおり，地震事象特有の影響として格納容器や隔離機能

等の地震動による損傷が考えられるものの，重大事故の事象進展

により格納容器へ圧力荷重，熱荷重といった物理的な負荷が加わ

った結果として放射性物質閉じ込め機能が喪失に至るものでは

ない。そのため，格納容器破損防止対策の有効性評価の判断基準

 このケースの場合，炉心損傷時に原子炉格納容器の放射性物質

閉じ込め機能は既に喪失しており，内部事象レベル1.5ＰＲＡで

は，格納容器隔離失敗として考慮している。 

 

(2) 格納容器隔離機能喪失 

 地震動により格納容器隔離弁が閉鎖できなくなることで，炉心

損傷により発生した放射性物質が原子炉格納容器外へ直接放出

される可能性がある。このケースについては，原子炉格納容器本

体の損傷と同様に炉心損傷時には原子炉格納容器の放射性物質

閉じ込め機能は喪失している状態であり，内部事象レベル1.5Ｐ

ＲＡでは格納容器隔離失敗として考慮している。 

 

(3) 格納容器圧力抑制機能喪失 

 地震動により残留熱除去系(格納容器冷却モード)や格納容器

ベント管，サプレッション・チェンバの損傷により格納容器圧力

が抑制できなくなり，原子炉格納容器が過圧破損に至る可能性が

ある。このケースについては，内部事象レベル1.5ＰＲＡにおい

て，水蒸気（崩壊熱）蓄積等による過圧によって原子炉格納容器

が破損に至る過圧破損モードとして考慮している。 

 

 

 

 

 以上を踏まえると，地震事象特有の影響として原子炉格納容器

本体や隔離弁等の破損が考えられるものの，地震事象特有の格納

容器破損モードは無く，内部事象レベル1.5ＰＲＡと同様である

といえる。 

 

 

3. 格納容器破損防止対策に係る有効性評価事故シーケンスに

ついて 

 上述のとおり，地震事象特有の影響として原子炉格納容器や隔

離機能等の地震動による損傷が考えられるものの，格納容器破損

モードとしては内部事象レベル1.5ＰＲＡと同様である。 

 また，地震動による直接的な原子炉格納容器や隔離機能等の損

傷については，重大事故の事象進展により原子炉格納容器へ圧力

 

 

 

 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号は「格納容

器隔離機能喪失」と記

載（以下，同様の相違

は記載を省略） 

 

 

 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号は「格納容

器冷却モード」と記載 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

島根２号は「サプレ

ッション・チェンバ」

と記載 

 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

島根２号は格納容器

圧力抑制機能喪失のま

とめを記載 

 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号は「格納容

器破損防止対策」と記

載（以下，同様の相違

は記載を省略） 

・記載表現の相違 
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荷重，熱荷重といった物理的な負荷が加わった結果として放射性

物質閉じ込め機能が喪失に至るものではない。そのため，原子炉

格納容器破損防止対策の有効性評価の判断基準に照らすと，重大

事故対策の有効性評価の観点としてではなく，対象設備の耐震性

の観点から評価がなされるべきものと判断される。 

 加えて原子炉格納容器本体の破損については，内部事象レベル

1.5PRAでも想定していない機器の損傷モードであるが，原子炉格

納容器が破損に至るような大規模地震を想定した場合，その損傷

の程度や緩和設備の使用可否の評価，事故シナリオを特定するこ

とは非常に困難である。したがって，そのような状況下において

は，地震によるプラントの損傷の程度や事象進展に応じて，様々

な原子炉格納容器の破損防止対策を臨機応変に組み合わせて影

響緩和を図るとともに，大規模損壊対策として放水砲等の影響緩

和措置を講じられるようにしておくことが重要であると考えら

れる。 

 

４. 地震レベル1.5PRAについて 

 内部事象PRAでは，レベル1PRAの結果抽出された炉心損傷に至

る事故シーケンスグループをレベル1.5PRA評価の起点となるよ

うPDSを定義した上で，炉心損傷に至るまでのプラント状態等の

観点から原子炉格納容器の健全性に影響を与える事象(過温破

損，水蒸気爆発等)を抽出しているが，地震レベル1.5PRAでは，

地震事象特有の影響として原子炉建屋，原子炉格納容器等の損傷

から原子炉格納容器の閉じ込め機能喪失に至るシナリオを考慮

する必要がある。 

 具体的には，地震レベル1PRAにおいて緩和系に期待することが

できず，炉心損傷直結事象として整理している原子炉建屋損傷や

原子炉冷却材圧力バウンダリ喪失（Excessive-LOCA）といった事

故シナリオが対象となるものの，現段階では，それら事故の起因

となる設備の損傷の規模や範囲の特定を行うことは困難かつ不

確実さが大きく，これらの事故シナリオが発生した場合の事象進

展(炉心損傷までの時間余裕や緩和系の健全性等)を定量化する

ことが困難な状況にある。 

 そのため，今後，対象設備の損傷影響評価等の精緻化を進める

とともに，実機適用へ向けた検討を進めていくところである。 

以 上 

に照らすと，重大事故対策の有効性評価の観点としてではなく，

対象設備の耐震性の観点から評価がなされるべきものと判断さ

れる。 

 

 

加えて格納容器本体の損傷については，内部事象レベル１．５

ＰＲＡでも想定していない機器の損傷モードであるが，格納容器

が損傷に至るような大規模地震を想定した場合，その損傷の程度

や緩和系設備使用可否の評価，事故シナリオを特定することは非

常に困難である。したがって，そのような状況下においては，地

震によるプラントの損傷の程度や事象進展に応じて，様々な格納

容器破損防止対策を臨機応変に組み合わせて影響緩和を図ると

ともに，大規模損壊対策として放水砲等の影響緩和措置を講じら

れるようにしておくことが重要と考えられる。 

 

 

4. 地震レベル１．５ＰＲＡについて 

内部事象ＰＲＡでは，レベル１ＰＲＡの結果抽出された炉心損

傷に至る事故シーケンスグループをレベル１．５ＰＲＡ評価の起

点となるようプラント損傷状態を定義した上で，炉心損傷に至る

までのプラント状態などの観点から格納容器の健全性に影響を

与える事象（過温破損，水蒸気爆発等）を抽出しているが，地震

レベル１．５ＰＲＡでは，地震事象特有の影響として原子炉建屋，

格納容器等の損傷から格納容器の閉じ込め機能喪失に至るシナ

リオを考慮する必要がある。 

具体的には，地震レベル１ＰＲＡにおいて緩和系に期待するこ

とができず，炉心損傷直結事象として整理している原子炉建屋損

傷やＥｘｃｅｓｓｉｖｅ ＬＯＣＡといった事故シナリオが対

象となるものの，現段階では，それら事故の起因となる設備の損

傷の規模や範囲の特定には困難かつ不確実さが大きく，これらの

事故シナリオが発生した場合の事象進展（炉心損傷までの時間余

裕や緩和系の健全性等）を定量化することが困難な状況にある。 

 

そのため，今後，対象設備の損傷影響評価などの精緻化を進める

とともに，実機適用へ向けた検討を進めていくところである。 

荷重，熱荷重といった物理的な負荷が加わった結果として放射性

物質閉じ込め機能が喪失に至るものではない。そのため，格納容

器破損防止対策の有効性評価の判断基準に照らすと，重大事故対

策の有効性評価の観点としてではなく，対象設備の耐震性の観点

から評価がなされるべきものと判断される。 

 加えて原子炉格納容器本体の損傷については，内部事象レベル

1.5ＰＲＡでも想定していない機器の損傷モードであるが，原子

炉格納容器が損傷に至るような大規模地震を想定した場合，その

損傷の程度や緩和系設備使用可否の評価，事故シナリオを特定す

ることは非常に困難である。したがって，そのような状況下にお

いては，地震によるプラントの損傷の程度や事象進展に応じて，

様々な原子炉格納容器の破損防止対策を臨機応変に組み合わせ

て影響緩和を図るとともに，大規模損壊対策として放水砲等の影

響緩和措置を講じられるようにしておくことが重要であると考

えられる。 

 

4. 地震レベル1.5ＰＲＡについて 

 内部事象ＰＲＡでは，レベル１ＰＲＡの結果抽出された炉心損

傷に至る事故シーケンスグループをレベル1.5ＰＲＡ評価の起点

となるようプラント損傷状態を定義したうえで，炉心損傷に至る

までのプラント状態などの観点から原子炉格納容器の健全性に

影響を与える事象（過温破損，水蒸気爆発等）を抽出しているが，

地震レベル1.5ＰＲＡでは，地震事象特有の影響として原子炉建

物，原子炉格納容器等の損傷から原子炉格納容器の閉じ込め機能

喪失に至るシナリオを考慮する必要がある。 

 具体的には，地震レベル１ＰＲＡにおいて緩和系に期待するこ

とができず，炉心損傷直結事象として整理している原子炉建物損

傷やＥｘｃｅｓｓｉｖｅ ＬＯＣＡといった事故シナリオが対

象となるものの，現段階では，それら事故の起因となる設備の損

傷の規模や範囲の特定を行うことは困難かつ不確実さが大きく，

これらの事故シナリオが発生した場合の事象進展（炉心損傷まで

の時間余裕や緩和系の健全性等）を定量化することが困難な状況

にある。 

 そのため，今後，対象設備の損傷影響評価などの精緻化を進め

るとともに，実機適用へ向けた検討を進めていくところである。 

 

【東海第二】 

地震事象特有の影響

をふまえた格納容器破

損防止対策に係る有効

性評価事故シーケンス

について記載表現は異

なるが内容は同等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号は「プラン

ト損傷状態」と記載 

 

 

 

 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号は「Ｅｘｃ

ｅｓｓｉｖｅ ＬＯＣ

Ａ」と記載 
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別紙 3 

重大事故防止に関係する設備についての諸外国の調査結果 

 

 

 

 

(1) 諸外国における先進的な安全対策の調査方法 

諸外国(米国及び欧州)において整備されている対策の状況

については，国外の原子力規制機関である米国原子力規制委員

会(NRC)等の規制文書，米国の事業者公開資料，欧州における

ストレステスト報告書等を調査した。また，原子力規制関係の

調査委託会社から得られる情報等についても調査した。当社に

おける海外情報収集の体系を第 1 図に示す。 

 

 

 

 

 

(2) 諸外国での先進的な対策について 

諸外国における重大事故防止に関係する対策の情報につい

て，柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉で整備している対

策と比較した結果を第 1 表に示す。 

 

 

 

 

 

調査の結果，全ての事故シーケンスグループについて，諸外

国の既設プラントで整備されている各機能の対策と同等の対

策が，柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉にも整備されて

いることを確認した。 

以 上 

 

 

別紙 3 

諸外国における炉心損傷防止対策の調査結果について 

 

 

 

 

1. 調査方法 

諸外国（米国及び欧州）の既設プラントにおいて整備してい

る先進的な炉心損傷防止対策について，以下の書類等から調査

を実施した。 

・原子力規制機関（米国ＮＲＣ，ドイツＢＭＵ等）の規制要求

文書 

・米国における最終安全解析書（ＦＳＡＲ）等の事業者文書 

・欧州におけるストレステスト報告書 

また，原子力規制関係の調査委託会社の提携先である国外コ

ンサルティング機関から得られる情報，国外原子力関係者を招

いたセミナーでの情報，国外原子力プラントの視察情報等につ

いても調査を実施した（図 1参照）。 

2. 調査結果 

調査可能な範囲内で得られた国外既設プラントにおける炉

心損傷防止対策について，東海第二発電所の対策と比較した結

果を表 1に示す。なお，表 1では事故シーケンスグループごと

に対策を整理しているが，国外既設プラントにおける炉心損傷

防止対策については，各対策のサポート系等の詳細な情報が一

部公開されていないため，各事故シーケンスグループの条件下

で使用可能か判断できない対策については使用可能と仮定し

て記載している。 

表 1のとおり，東海第二発電所の対策は，全ての事故シーケ

ンスグループにおいて，国外既設プラントで整備されている対

策と同等であることを確認した。 

 

なお，「ＬＯＣＡ時注水機能喪失」の事故シーケンスグルー

プについては，諸外国においても全ての破断面積に対して炉心

損傷を防止できるような設備対策はとられていないことを確

認した。 

 

別紙３ 

重大事故防止に関係する設備についての諸外国の調査結果 

 

 

 

 

1. 諸外国における先進的な安全対策の調査方法 

諸外国（米国及び欧州）において整備されている対策の状況

については，国外の原子力規制機関である米国原子力規制委員

会（ＮＲＣ）等の規制文書，米国の事業者公開資料，欧州にお

けるストレステスト報告書等を調査した。また，原子力規制関

係の調査委託会社から得られる情報等についても調査した。当

社における海外情報収集の体系を第 1図に示す。 

 

 

 

 

 

2. 諸外国での先進的な対策について 

諸外国における重大事故防止に関係する対策の情報につい

て，島根原子力発電所２号炉で整備している対策と比較した結

果を第 1表に示す。 

 

 

 

 

 

調査の結果，すべての事故シーケンスグループについて，諸

外国の既設プラントで整備されている各機能の対策と同等の

対策が，島根原子力発電所２号炉にも整備されていることを確

認した。 

なお，「ＬＯＣＡ時注水機能喪失」の事故シーケンスグルー

プについては，諸外国においてもすべての破断面積に対して炉

心損傷を防止できるような設備対策はとられていないことを

確認した。 

 

 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

別紙３のタイトルが

違うが内容は同様であ

る 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

1.に関して記載表現

が違うが，諸外国にお

いて整備されている状

況（ＮＲＣ，ＢＭＵ，

ＦＳＡＲ，欧州ストレ

ステスト等）及び調査

委託会社から得られる

情報等を記載している

ことは同様 

 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

2.に関して記載表現

が違うが，諸外国の対

策を自プラントと比較

し，同等の対策が整備

されていることを確認

していることは同等 

 

 

 

 

 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7】 

ＬＯＣＡの対策につ

いて記載をしている

が，状況は同じである 
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【主な情報入手先】 

・各機関からの直接入手 

・会議体・レビュー等 

・原子力安全推進協会(JANSI) 

 

 

 

第 1 図 当社における海外等の情報収集の仕組み 

 

 

 

図
1 

諸
外
国
に
お
け
る
炉
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対
策
の
調
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対
象
 

 

第
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当
社
に
お
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海
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の
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集
の
仕
組
み
 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

当社における海外等

の情報収集の仕組みを

記載 
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５
）

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

主要な炉心損傷防止

対策の相違（諸外国の

情報を島根２号炉にて

整備している対策と比

較してまとめており，

設備名称等は異なるが

整備した対策は同等） 
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表
1 
諸
外
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る
炉
心
損
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東
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二
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の
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第
1
表
 
米
国
・
欧
州
で
の
重
大
事
故
等
対
策
に
関
す
る
設
備
例
の
比
較
（
２
／
５
）

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

主要な炉心損傷防止

対策の相違（諸外国の

情報を島根２号炉にて

整備している対策と比

較してまとめており，

設備名称等は異なるが

整備した対策は同等） 
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第

1 
表
 米

国
・
欧
州
で
の
重
大
事
故
対
策
に
関
す
る
設
備
例
の
比
較
(
3
/
3)
 

 

表
1 
諸
外
国
に
お
け
る
炉
心
損
傷
防
止
対
策
と
東
海
第
二
発
電
所
と

の
比
較
（
3／

6）
 

 

第
1
表
 
米
国
・
欧
州
で
の
重
大
事
故
等
対
策
に
関
す
る
設
備
例
の
比
較
（
３
／
５
）

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

主要な炉心損傷防止

対策の相違（諸外国の

情報を島根２号炉にて

整備している対策と比

較してまとめており，

設備名称等は異なるが

整備した対策は同等） 
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表
1 
諸
外
国
に
お
け
る
炉
心
損
傷
防
止
対
策
と
東
海
第
二
発
電
所
と

の
比
較
（
4／

6）
 

 

第
1
表
 
米
国
・
欧
州
で
の
重
大
事
故
等
対
策
に
関
す
る
設
備
例
の
比
較
（
４
／
５
）
 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

主要な炉心損傷防止

対策の相違（諸外国の

情報を島根２号炉にて

整備している対策と比

較してまとめており，

設備名称等は異なるが

整備した対策は同等） 
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表
1 
諸
外
国
に
お
け
る
炉
心
損
傷
防
止
対
策
と
東
海
第
二
発
電
所
と

の
比
較
（
5／

6）
 

 

第
1
表
 
米
国
・
欧
州
で
の
重
大
事
故
等
対
策
に
関
す
る
設
備
例
の
比
較
（
５
／
５
）
 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

主要な炉心損傷防止

対策の相違（諸外国の

情報を島根２号炉にて

整備している対策と比

較してまとめており，

設備名称等は異なるが

整備した対策は同等） 
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表
1 
諸
外
国
に
お
け
る
炉
心
損
傷
防
止
対
策
と
東
海
第
二
発
電
所
と

の
比
較
（
6／

6）
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 別紙 4 

 

ＴＢＷシーケンスの炉心損傷防止対策及び着眼点に基づく評価 

を踏まえた重要事故シーケンスの選定について 

 

 

 

 

 

 

 

ＴＢＷシーケンスは，高圧炉心スプレイ冷却系による炉心冷却

に成功するが，非常用電源の喪失により崩壊熱除去機能が喪失

し，炉心損傷に至るシーケンスである。東海第二発電所の出力運

転時内部事象レベル１ＰＲＡでは，ＴＢＷシーケンスはＴＷシー

ケンスの一部として整理している。 

 

 

 

 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失」に分類される

ＴＢＷシーケンス(非常用電源の喪失による崩壊熱除去機能喪

失)に対する炉心損傷防止対策，及び着眼点に基づく評価を踏ま

えた重要事故シーケンスの選定について以下に示す。 

 

1. ＴＢＷシーケンスの炉心損傷頻度 

  ＴＢＷシーケンスの炉心損傷頻度を表 1に示す。表 1に示す

とおり，ＴＢＷシーケンスは事故シーケンスグループ「崩壊熱

除去機能喪失」のドミナントシーケンスとはならないが，事故

シーケンスグループ別炉心損傷頻度に対して約 7.9％の寄与を

持っている。 

 

 

 

 

 

別紙４ 

 

ＴＢＷシーケンスの炉心損傷防止対策及び着眼点に基づく評価

を踏まえた重要事故シーケンスの選定及びＴＷシーケンスの纏

め方について 

 

 

１．ＴＢＷシーケンスの炉心損傷防止対策及び着眼点に基づく評

価を踏まえた重要事故シーケンスの選定 

 

 

ＴＢＷシーケンスは，高圧炉心スプレイ冷却系による炉心冷

却に成功するが，非常用電源の喪失により崩壊熱除去機能が喪

失し，炉心損傷に至るシーケンスである。島根原子力発電所２

号炉の運転時レベル１ＰＲＡでは，ＴＢＷシーケンスは「崩壊

熱除去機能喪失（ＴＷ）」の事故シーケンスの一部として整理

している。 

 

 

 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失」に分類され

るＴＢＷシーケンス（非常用電源の喪失による崩壊熱除去機能

喪失）に対する炉心損傷防止対策，及び着眼点に基づく評価を

踏まえた重要事故シーケンスの選定について以下に示す。 

 

（１）ＴＢＷシーケンスの炉心損傷頻度 

ＴＢＷシーケンスの炉心損傷頻度を第 1表に示す。第 1表

に示すとおり，ＴＢＷシーケンスは事故シーケンスグループ

「崩壊熱除去機能喪失」のドミナントシーケンスとはならな

いが，事故シーケンスグループ別炉心損傷頻度に対して約

６％の寄与を持っている。 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

ＡＢＷＲは高圧炉心

スプレイ系がないため

ＴＢＷシーケンスが存

在せず，記載がない 

 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は１．を

記載 

 

 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

プラント名称の相違 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

事故シーケンスグル

ープの記載の相違 

 

 

 

 

 

・付番の相違 

【東海第二】 

（以下同様の差異は記

載を省略） 

・解析結果の相違 

【東海第二】 

ＰＲＡの炉心損傷頻

度の相違 
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表 1 ＴＢＷシーケンスの炉心損傷頻度 

 

 

 

2. 「崩壊熱除去機能喪失」に対応する炉心損傷防止対策 

  事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失」に対応する

炉心損傷防止対策については，「残留熱除去系が故障した場合」

及び「取水機能が喪失した場合」を想定し，以下の炉心損傷防

止対策の有効性を確認している。 

「残留熱除去系が故障した場合」： 

・格納容器圧力逃がし装置又は耐圧強化ベント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「取水機能が喪失した場合」： 

・緊急用海水系（常設代替交流電源設備による給電） 

 

 

 

 

 

 

このうち，「残留熱除去系が故障した場合」を想定して有効

第 1表 ＴＢＷシーケンスの炉心損傷頻度 

 

 

（２）「崩壊熱除去機能喪失」に対応する炉心損傷防止対策 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失」に対応す

る炉心損傷防止対策については，「残留熱除去系が故障した

場合」及び「取水機能が喪失した場合」を想定し，以下の炉

心損傷防止対策の有効性を確認している。 

・残留熱除去系が故障した場合 ：格納容器フィルタベント

系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・取水機能が喪失した場合   ：原子炉補機代替冷却系 

 

 

 

 

 

 

 

このうち，「残留熱除去系が故障した場合」を想定して有

・解析結果の相違 

【東海第二】 

表１において島根２

号炉は事故シーケンス

に対する炉心損傷頻度

を記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は格納容

器フィルタベント系

（以下同様の記載は省

略） 

・設備の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は耐圧強

化ベントを自主対策設

備として使用するため

記載していない 

 

・設備名称の相違 

島根２号炉は取水機

能が喪失したときの対

策は原子炉補機代替冷

却系 

（以下の同様の記載は

省略） 
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性を確認している格納容器圧力逃がし装置については，系統構

成に必要な電動弁等は常設代替交流電源設備から緊急用母線

を介して給電可能な設計としており，現場での手動開操作も可

能であることから，外部電源及び非常用電源（区分Ⅰ，Ⅱ）が

喪失しているＴＢＷシーケンスにおいても有効な対策である。

また，耐圧強化ベントについても，常設代替交流電源設備から

の電源融通による非常用母線の受電操作又は現場での手動開

操作を行うことにより，同じくＴＢＷシーケンスにおいても有

効な対策となる。 

 

 

 

「取水機能が喪失した場合」を想定して有効性を確認してい

る緊急用海水系については，常設代替交流電源設備からの電源

融通による非常用母線の受電及び緊急用海水系を用いた残留

熱除去系による対応の有効性を確認しており，ＴＢＷシーケン

スにおいても有効な対策である。 

 

さらに，ＴＢＷシーケンスについては，常設代替交流電源設

備からの電源融通による非常用母線の受電により，緊急用海水

系を用いずとも，残留熱除去系海水系を用いた残留熱除去系に

よる対応にも期待できる。 

 

3．審査ガイド記載の着眼点に基づく評価 

  ＴＢＷシーケンスの審査ガイド記載の着眼点に対する評価

について，重要事故シーケンスとして選定したＴＷシーケンス

（過渡事象＋ＲＨＲ失敗）と比較した結果を表 2に示す。また，

ＴＢＷシーケンスの各着眼点に対する考え方について以下に

示す。 

 

a. 共通原因故障，系統間依存性の観点 

  ＨＰＣＳ用電源（区分Ⅲ）は健全だが，非常用電源の喪

失により電源を必要とする設備（区分Ⅰ，Ⅱ）が機能喪失

することから「高」とした。 

 

 

効性を確認している格納容器フィルタベント系については，

系統構成に必要な電動弁等は常設代替交流電源設備から代

替所内電気設備を介して給電可能な設計としており，現場で

の手動開操作も可能であることから，外部電源及び非常用電

源（区分Ⅰ，Ⅱ）が喪失しているＴＢＷシーケンスにおいて

も有効な対策である。 

 

 

 

 

 

 

「取水機能が喪失した場合」を想定して有効性を確認して

いる原子炉補機代替冷却系については，常設代替交流電源設

備からの電源供給による非常用母線の受電及び原子炉補機

代替冷却系を用いた残留熱除去系による対応の有効性を確

認しており，ＴＢＷシーケンスにおいても有効な対策であ

る。 

さらに，ＴＢＷシーケンスについては，常設代替交流電源

設備からの電源供給による非常用母線の受電により，原子炉

補機代替冷却系を用いずとも，原子炉補機冷却系を用いた残

留熱除去系による対応にも期待できる。 

 

（３）審査ガイド記載の着眼点に基づく評価 

ＴＢＷシーケンスの審査ガイド記載の着眼点に対する評

価について，重要事故シーケンスとして選定したＴＷシーケ

ンス（過渡事象＋崩壊熱除去失敗）と比較した結果を第 2表

に示す。また，ＴＢＷシーケンスの各着眼点に対する考え方

について以下に示す。 

 

a. 共通原因故障，系統間依存性の観点 

主要な事故シーケンスのカットセットに共通原因故障

が含まれている事故シーケンスを「中」とした。そのうえ

で交流電源や直流電源が喪失している事故シーケンスで

は，電源を必要とする多くの設備が機能喪失することか

ら，「高」とした。 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

島根２号は耐圧強化

ベントを自主対策設備

として使用するため記

載していない 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

事故シーケンス名称

の相違 

 

・解析結果の相違 

【東海第二】 

島根２号は共通原因

故障の影響を着眼点 a

で考慮し，それらを
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b. 余裕時間の観点 

  崩壊熱除去機能喪失の事故シーケンスは，代替除熱手段

に係る炉心損傷防止対策の実施に対する余裕時間に有意

な差がない。このため，炉心冷却に成功する事故シーケン

スグループではあるものの，事象発生初期の炉心損傷防止

対策の実施に対する余裕時間に着目した。ＴＢＷに至るお

それがある事故シーケンスのうち，サポート系喪失（直流

電源故障）に起因する事故シーケンスは，起因事象の発生

により給水流量の全喪失に至る場合があり，余裕時間が短

いことから，過渡事象（給水流量の全喪失）に起因する事

故シーケンスと同様に「高」とした。 

 

 

 

 

c. 設備容量の観点 

崩壊熱除去機能喪失の事故シーケンスは，崩壊熱除去に

必要な設備容量に有意な差異がない。このため，炉心冷却

に成功する事故シーケンスグループではあるものの，事象

発生初期の炉心損傷防止対策の設備容量に着目した。事象

初期の事象進展が早く余裕時間が短い場合，崩壊熱が高く

原子炉注水に必要な設備容量が大きくなるため，ＴＢＷに

至るおそれのある事故シーケンスのうち，サポート系喪失

（直流電源故障）に起因する事故シーケンスは，「b. 余

裕時間の観点」と同様の考え方により「高」とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b. 余裕時間の観点 

過渡事象（全給水喪失事象及び外部電源喪失）は手動停

止，サポート系喪失と比較して事象進展が早いことから

「高」とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

c. 設備容量の観点 

ＬＯＣＡ以外の起因事象については，崩壊熱除去に関す

る設備容量に差異はないと考え「低」とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「中」としている。電

源喪失を「高」とする

ことは同様 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

設備の相違により，

東海第二はサポート系

喪失（直流電源故障）

の事故シーケンスが抽

出されており，それら

について過渡事象と同

様に「高」とすること

について記載がある 

 

 

・解析結果の差異 

【東海第二】 

設備容量に差はない

と考え，島根２号はＴ

ＷとＴＢＷは共に「低」

としているが，東海第

二はＴＷとＴＢＷは共

に「高」としている 

・設備の相違 

【東海第二】 

設備の相違により，

東海第二はサポート系

喪失（直流電源故障）

の事故シーケンスが抽

出されており，それら

について「高」とする
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d. 代表性の観点 

ＴＢＷシーケンスの炉心損傷頻度は 4.8E-06／炉年程度

であり，崩壊熱除去機能喪失の事故シーケンスグループの

炉心損傷頻度（6.0E-05／炉年）に対して 1％以上の寄与が

あるため，「中」とした。 

 

 

 

 

表 2 着眼点に基づく整理 

 

 

  表 2に示すとおり，ＴＷとＴＢＷを区別した場合，審査ガイ

ドに記載の着眼点の「高」の数はＴＷとＴＢＷで同じとなるが，

「中」の数が多いのはＴＢＷとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ただし，2.で示したとおり，有効性を確認する主要な炉心損

 

 

 

d. 代表性の観点 

事故シーケンスグループの中で最も炉心損傷頻度の高

い事故シーケンス（ドミナントシーケンス）を「高」とし

た。ドミナントシーケンスに対して１％未満の事故シーケ

ンスを「低」とし，「高」と「低」の間の事故シーケンス

を「中」とした。 

 

 

 

第 2表 着眼点に基づく整理 

 

 

第 2表に示すとおり，ＴＷとＴＢＷを区別した場合，審査

ガイドに記載の着眼点の「高」の数はＴＷの「過渡事象＋崩

壊熱除去失敗」とＴＢＷの「外部電源喪失＋交流電源（ＤＧ

－Ａ，Ｂ）失敗」で同じとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ただし，（２）で示したとおり，有効性を確認する主要な

ことについて記載があ

る 

 

 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

代表性の観点におい

て，１％未満を「低」，

１％以上を「高」とす

ることは同様である 

 

 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

島根２号は事故シー

ケンスに対する着眼点

を記載している 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【東海第二】 

島根２号はＴＷの着

眼点 a.を共通原因故障

の観点から「低」では

なく「中」としている

ため，ＴＢＷの方が

「中」の数が多くなっ

ていないが，「高」の数

がＴＷとＴＢＷで同じ

になるのは同様である 
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傷防止対策はＴＢＷシーケンスに対しても有効となっており，

「取水機能が喪失した場合」の有効性評価では，全交流動力電

源喪失を仮定した評価を行うことでＴＢＷを包絡した評価を

行っている。また，崩壊熱除去機能喪失への対策の有効性を確

認する観点からは，非常用電源の喪失に伴い崩壊熱除去機能が

喪失するＴＢＷシーケンスより，崩壊熱除去機能そのものが機

能喪失するＴＷシーケンスを想定して評価することが適切で

あると考える。 

  これらのことを考慮すると，崩壊熱除去機能喪失における重

要事故シーケンスはＴＢＷシーケンスに対する対策の有効性

も確認可能なシーケンスを選定しており，選定した重要事故シ

ーケンスは妥当なものと考えている。 

 

 

炉心損傷防止対策はＴＢＷシーケンスに対しても有効とな

っており，「取水機能が喪失した場合」の有効性評価では，

全交流動力電源喪失を仮定した評価を行うことでＴＢＷを

包絡した評価を行っている。また，崩壊熱除去機能喪失への

対策の有効性を確認する観点からは，非常用電源の喪失に伴

い崩壊熱除去機能が喪失するＴＢＷシーケンスより，崩壊熱

除去機能そのものが機能喪失するＴＷシーケンスを想定し

て評価することが適切であると考える。 

これらのことを考慮すると，崩壊熱除去機能喪失における

重要事故シーケンスはＴＢＷシーケンスに対する対策の有

効性も確認可能なシーケンスを選定しており，選定した重要

事故シーケンスは妥当なものと考えている。 

 

２．ＴＷシーケンスの纏め方について 

運転時レベル１ＰＲＡでは「崩壊熱除去機能喪失（ＴＷ）」

の事故シーケンスグループの寄与割合が大きいため，「崩壊熱

除去機能喪失（ＴＷ）」の各事故シーケンスの特徴及び対策の

網羅性について以下に整理する。 

「崩壊熱除去機能喪失（ＴＷ）」に分類される事故シーケン

スを第３表，各事故シーケンスの寄与割合を第１図，過渡事象

のイベントツリーを第２図に示す。 

「崩壊熱除去機能喪失（ＴＷ）」の事故シーケンスグループ

は，原子炉への注水に成功しているが，除熱機能が喪失した事

故シーケンスを纏めている（第２図参照）。このため，各事故

シーケンスでの除熱機能喪失への対策が有効であれば，当該事

故シーケンスに対応できることとなる。 

注水については，第３表に示すとおり，有効性評価で評価し

ている重要事故シーケンス「過渡事象＋崩壊熱除去失敗」とそ

の他の各事故シーケンスを比較すると，原子炉への注水に関す

る機能喪失状態が異なることが分かる。しかしながら，例えば

「過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋崩壊熱除去失敗」は，設計基

準事故対処設備（低圧ＥＣＣＳ）による注水が確保できている

シーケンスであるなど，事故シーケンスによって原子炉への注

水パターンが重要事故シーケンス（原子炉隔離時冷却系により

注水）とは多少異なるが，設計基準事故対処設備により注水が

できていることに変わりはない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

島根２号はＴＷシー

ケンスの纏め方につい

て記載している。ＴＷ

シーケンスとして，注

水に成功している事故

シーケンスをＴＷとし

ている事については同

様である 
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除熱については，いずれの事故シーケンスでも，原子炉への

注水を確保した上で，重要事故シーケンスでの対策でもある

「原子炉補機代替冷却系」又は「格納容器フィルタベント系」

により行う点は同様である。 

したがって，重要事故シーケンスの評価は，ＬＯＣＡを起因

とするシーケンスを除くすべての事故シーケンスに対する対

策の確認となっているものと考えている。 

なお，ＬＯＣＡを起因とする事故シーケンスは，崩壊熱除去

機能の代替手段も含めて他の事故シーケンスグループで評価

している。また，高圧注水及び低圧注水の両方に失敗した場合

は「崩壊熱除去機能喪失」には分類されず，「高圧・低圧注水

機能喪失」の事故シーケンスグループによって対策される。 

 

 

 

 

 

 

第 1図 崩壊熱除去機能喪失の各事故シーケンスの寄与割合 
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別紙 6 

 

「水素燃焼」及び「格納容器直接接触(シェルアタック)」を格納

容器破損モードの評価対象から除外する理由 

 

 

 

 

 

 

 

「実用発電用原子炉に係る炉心損傷防止対策及び格納容器破

損防止対策の有効性評価に関する審査ガイド」(以下「審査ガイ

ド」という。)では，必ず想定する格納容器破損モードの1つとし

て水素燃焼及び格納容器直接接触(シェルアタック)が挙げられ

ている。 

 

 

 

 

 

一方，審査ガイドに基づき，格納容器破損モード抽出のための

個別プラント評価として実施した，柏崎刈羽原子力発電所6号及

び7号炉の内部事象運転時レベル1.5PRAでは，水素燃焼及び溶融

物直接接触を格納容器破損モードの評価対象から除外している。

以下に，除外理由の詳細を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○「水素燃焼」の除外理由 

別紙 9 

 

格納容器直接接触（シェルアタック）を格納容器破損モードの 

評価対象から除外する理由について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙７ 

 

「水素燃焼」及び「格納容器直接接触（シェルアタック）」を 

格納容器破損モードの評価対象から除外する理由 

 

 

 

 

 

 

 

解釈の第37条２－１では，必ず想定する格納容器破損モードの

１つとして水素燃焼及び格納容器直接接触（シェルアタック）が

挙げられている。 

 

 

 

 

 

 

 

一方，審査ガイドに基づき，格納容器破損モード抽出のための

個別プラント評価として実施した，島根原子力発電所２号炉の内

部事象運転時レベル1.5ＰＲＡでは，水素燃焼及び格納容器直接

接触（シェルアタック）を格納容器破損モードの評価対象から除

外している。以下に，除外理由の詳細を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. 「水素燃焼」の除外理由 

 

 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は水素燃

焼についても格納容器

破損モードの評価対象

から除外する理由を記

載（以下，同じ相違は

記載を省略） 

 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は「解釈

の第 37条２－１」と記

載 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は本別紙

での記載内容を記載 

 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は「格納

容器直接接触（シェル

アタック）」と記載（以

下，同じ相違は記載を

省略） 
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審査ガイドにおける，「水素燃焼」の現象の概要は以下のと

おりである。 

 

原子炉格納容器内に酸素等の反応性のガスが混在し

ていると、水-ジルコニウム反応等によって発生した水

素と反応することによって激しい燃焼が生じ、原子炉

格納容器が破損する場合がある。 

 

・炉心損傷に伴う原子炉格納容器内の気体の組成及び存在割合

の変化 

柏崎刈羽原子力発電所6号及び7号炉では，運転中は原子炉

格納容器内を常時窒素ガスで置換しており，酸素濃度は

3.5vol%以下に管理されている。一般に可燃限界とされてい

る濃度は，水素濃度が4vol%以上かつ酸素濃度が5vol%以上の

場合である。 

ジルコニウム－水反応の程度や水蒸気等ほかの気体の存

在割合にもよるが，燃料温度の著しい上昇に伴ってジルコニ

ウム－水反応が生じる状況になれば，水素濃度は4vol%をほ

ぼ上回る。 

一方酸素ガスは，事象発生前から原子炉格納容器内に存在

している量のほかには水の放射線分解によって生じるのみ

である。このため，炉心損傷後の原子炉格納容器内での水素

燃焼の発生を考慮する際には，酸素濃度に着目する必要があ

る。なお，炉心損傷後の原子炉格納容器内の酸素濃度上昇の

観点で厳しいシナリオで評価しても，事象発生から7日以内

に酸素濃度が5vol%を超えることはない。 

 

・内部事象運転時レベル1.5PRAの格納容器破損モードから除外

する理由 

内部事象運転時レベル1.5PRAにおいて，仮にイベントツリ

ーに水素燃焼に関するヘディングを設けたとしても，上記の

とおり，7日以内に酸素濃度が5vol%を超えることは無く，ま

た，7日以上原子炉格納容器の機能を維持(破損を防止)しな

がら酸素濃度の上昇については何も対応しない状況は考え

難いことを考えると，水素燃焼に関するヘディングの分岐確

率は0となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

審査ガイドにおける，「水素燃焼」の現象の概要は以下のと

おりである。 

 

原子炉格納容器内に酸素等の反応性のガスが混在して

いると、水－ジルコニウム反応等によって発生した水素と

反応することによって激しい燃焼が生じ、原子炉格納容器

が破損する場合がある。 

 

(1) 炉心損傷に伴う原子炉格納容器内の気体の組成及び存在

割合の変化 

島根原子力発電所２号炉では，運転中は原子炉格納容器内

を常時窒素で置換しており，酸素濃度は2.5vol％以下に管理

される。一般に可燃限界とされている濃度は，水素濃度が４

vol％以上かつ酸素濃度が５vol％以上の場合である。 

 

ジルコニウム－水反応の程度や水蒸気等他の気体の存在

割合にもよるが，燃料温度の著しい上昇に伴ってジルコニウ

ム－水反応が生じる状況になれば，水素濃度は４vol％をほ

ぼ上回る。 

一方酸素は，事象発生前から原子炉格納容器内に存在して

いる量の他には水の放射線分解によって生じるのみである。

このため，炉心損傷後の原子炉格納容器内での水素燃焼の発

生を考慮する際には，酸素濃度に着目する必要がある。なお，

炉心損傷後の原子炉格納容器内の酸素濃度上昇の観点で厳

しいシナリオで評価しても，事象発生から７日以内に酸素濃

度が５vol％を超えることはない。 

 

(2) 内部事象運転時レベル1.5ＰＲＡの格納容器破損モードか

ら除外する理由 

内部事象運転時レベル1.5ＰＲＡにおいて，仮にイベント

ツリーに水素燃焼に関するヘディングを設けたとしても，上

記のとおり，７日以内に酸素濃度が５vol％を超えることは

無く，また，７日以上原子炉格納容器の機能を維持（破損を

防止）しながら酸素濃度の上昇については何も対応しない状

況は考え難いことを考えると，水素燃焼に関するヘディング

の分岐確率は０となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は酸素濃

度を 2.5vol％以下に管

理していることを記載 
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内部事象運転時レベル1.5PRAは，格納容器破損のシーケン

スに加えて格納容器破損頻度を求める評価であることから，

発生する状況が想定されない水素燃焼を評価対象とするこ

とは適切でないと考える。 

上記の理由により，水素燃焼は内部事象運転時レベル

1.5PRAの対象から除外した。ただし，有効性評価においては，

炉心損傷後の原子炉格納容器内の酸素濃度上昇の観点で厳

しいシナリオを考慮し，可燃限界に至らないことを示してい

る。 

なお，原子炉格納容器外部からの空気の流入によって酸素

濃度が上昇する場合については，既に格納容器の隔離機能が

失われている状況であるため，内部事象運転時レベル1.5PRA

の対象外となる。 

 

 

○「格納容器直接接触(シェルアタック)」の除外理由 

審査ガイドにおける，「格納容器直接接触(シェルアタック)」

の現象の概要は以下のとおりである。 

 

 

原子炉圧力容器内の溶融炉心が原子炉格納容器内の

床上へ流れ出す時に、溶融炉心が床面で拡がり原子炉格

納容器の壁に接触することによって、原子炉格納容器が

破損する場合がある。 

 

 

 

 

・シェルアタックについて 

シェルアタックについては，NUREG/CR-6025[1]において，

BWR MARK-I型格納容器に対する検討が実施されている。BWR 

MARK-I型格納容器におけるシェルアタックのメカニズムは

次のとおり。 

 

炉心損傷後，原子炉圧力容器底部から流出した溶融炉心は

ペデスタル部に落下する。この時，BWR MARK-I型格納容器は

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

必ず想定する格納容器破損モードのうち,格納容器直接接触

（シェルアタック）については,「実用発電用原子炉に係る炉

心損傷防止対策及び格納容器破損防止対策の有効性評価に関

する審査ガイド」に次のように記載されている。 

 

3.2.3 格納容器破損モードの主要解析条件等 

5) 格納容器直接接触（シェルアタック） 

 a. 現象の概要 

原子炉圧力容器内の溶融炉心が原子炉格納容器内の床上へ

流れ出す時に,溶融炉心が床面で拡がり原子炉格納容器の壁に

接触することによって,原子炉格納容器が破損する場合があ

る。 

 

１．格納容器直接接触（シェルアタック） 

シェルアタックについては，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－６０２５［１］

において，ＢＷＲ Ｍａｒｋ－Ⅰ型格納容器に対する検討が実

施されている。ＢＷＲ Ｍａｒｋ－Ⅰ型格納容器における格納

容器直接接触（シェルアタック）のメカニズムは次のとおり。 

 

炉心損傷後，原子炉圧力容器底部から流出した溶融炉心はペ

デスタル部に切れ込み（図 1）があるため，溶融炉心がペデス

内部事象運転時レベル1.5ＰＲＡは，格納容器破損のシー

ケンスに加えてＣＦＦを求める評価であることから，発生す

る状況が想定されない水素燃焼を評価対象とすることは適

切でないと考える。 

上記の理由により，水素燃焼は内部事象運転時レベル1.5

ＰＲＡの対象から除外した。ただし，有効性評価においては，

炉心損傷後の原子炉格納容器内の酸素濃度上昇の観点で厳

しいシナリオを考慮し，可燃限界に至らないことを示してい

る。 

なお，原子炉格納容器外部からの空気の流入によって酸素

濃度が上昇する場合については，既に原子炉格納容器の隔離

機能が失われている状況であるため，内部事象運転時レベル

1.5ＰＲＡの対象外となる。 

 

 

2. 「格納容器直接接触（シェルアタック）」の除外理由 

審査ガイドにおける，「格納容器直接接触（シェルアタック）」

の現象の概要は以下のとおりである。 

 

 

原子炉圧力容器内の溶融炉心が原子炉格納容器内の床

上へ流れ出す時に、溶融炉心が床面で拡がり原子炉格納容

器の壁に接触することによって、原子炉格納容器が破損す

る場合がある。 

 

 

 

 

(1) 格納容器直接接触（シェルアタック）について 

格納容器直接接触（シェルアタック）については，ＮＵＲ

ＥＧ／ＣＲ－6025(1)において，ＢＷＲ Ｍａｒｋ－Ｉ型格納

容器に対する検討が実施されている。ＢＷＲ Ｍａｒｋ－Ｉ

型格納容器における格納容器直接接触（シェルアタック）の

メカニズムは次のとおり。 

炉心損傷後，原子炉圧力容器底部から流出した溶融炉心は

原子炉格納容器下部に落下する。この時，ＢＷＲ Ｍａｒｋ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

 

 

 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

 

 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

（以下，同じ相違は記

載を省略） 

 

 

 

・記載表現の相違 
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ペデスタル部の床面とその外側の床面が同じ高さに設計さ

れており，ペデスタル部には切れ込み(第1図)があるため，

溶融炉心がペデスタル床面に広がった場合，溶融炉心が切れ

込みからペデスタル部の外側に流出して原子炉格納容器の

壁面(金属製のライナー部分)に接触する可能性(第2図)があ

る。 

この事象は，原子炉格納容器の構造上，BWR MARK-I型格納

容器特有である。 

 

・内部事象運転時レベル1.5PRAの格納容器破損モードから除外

する理由 

 

柏崎刈羽原子力発電所6号及び7号炉のRCCV型格納容器の

ペデスタルの側面は，二重の円筒鋼板内部にコンクリートを

充填した壁で囲まれており，BWR MARK-I型格納容器のような

切れ込みを持たない構造(第3図，第4図)であるため，溶融炉

心がペデスタル床面で広がった場合でも，ペデスタル外側へ

溶融炉心が流れ出ることはない。 

 

このように，ABWRでは構造的に発生しない格納容器破損モー

ドであることから，内部事象運転時レベル1.5PRAの対象から

除外した。なお，同様の理由により，有効性評価の対象から

も除外している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

タル床面に広がった場合，溶融炉心が切れ込みからペデスタル

部の外側に流出して格納容器の壁面（金属製ライナー部分）に

接触する可能性（図 2）がある。 

 

 

 

 

 

 

２．格納容器直接接触（シェルアタック）の除外理由 

 

 

シェルアタックは，ＢＷＲ Ｍａｒｋ－Ⅰ型格納容器に特有

の事象であり，ＢＷＲ Ｍａｒｋ－Ⅱ型格納容器では，格納容

器の構造上，ペデスタル（ドライウェル部）床に落下したデブ

リが直接格納容器バウンダリと接触することはない（図 3）。こ

のため，溶融炉心が床面で拡がり格納容器の壁に接触する格納

容器直接接触（シェルアタック）の発生の可能性はない。 

 

よって，格納容器直接接触（シェルアタック）は必ず想定す

る格納容器破損モードであるが，ＢＷＲ Ｍａｒｋ－Ⅱ型格納

容器の構造上，発生の可能性がないため，東海第二発電所にお

いて想定する格納容器破損モードから除外した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－Ｉ型格納容器は原子炉格納容器下部の床面とドライウェ

ル床面が同じ高さに設計されており，圧力容器ペデスタルに

は切れ込み（第1図）があるため，溶融炉心が原子炉格納容

器下部床面に拡がった場合，溶融炉心が切れ込みからドライ

ウェル側に流出して原子炉格納容器の壁面（金属製のライナ

ー部分）に接触する可能性（第2図）がある。 

この事象は，原子炉格納容器の構造上，ＢＷＲ Ｍａｒｋ

－Ｉ型格納容器特有である。 

 

(2) 内部事象運転時レベル1.5ＰＲＡの格納容器破損モードか

ら除外する理由 

 

島根原子力発電所２号炉のＭａｒｋ－Ⅰ改良型格納容器

は，原子炉格納容器の構造上，原子炉格納容器下部床に落下

した溶融炉心が直接格納容器バウンダリと接触することは

ない（第3図）。このため，溶融炉心が床面で拡がり原子炉格

納容器の壁に接触する格納容器直接接触（シェルアタック）

の発生の可能性はない。 

 

このように，島根原子力発電所２号炉の原子炉格納容器では

構造的に発生しない格納容器破損モードであることから，内

部事象運転時レベル1.5ＰＲＡの対象から除外した。なお，

同様の理由により有効性評価の評価対象からも除外してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【東海第二】 

島根２号炉はＢＷＲ 

Ｍａｒｋ－Ｉ型格納容

器の特徴について記載

（以下，同じ相違は記

載を省略） 

 

 

 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉はＭａｒ

ｋ－Ⅰ改良型格納容器

の構造をふまえて記載 

 

 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 はＡＢＷＲ

と記載しているが島根

２号炉は原子炉格納容

器と記載 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は格納容

器直接接触について内

部事象運転時レベル

1.5ＰＲＡの対象から

除外したこと，有効性

評価の評価対象からも

除外していることを記

載 
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以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．ＢＷＲ Ｍａｒｋ－Ⅱ型格納容器におけるサプレッション・

プール底部のライナープレート破損の扱いについて 

(1) レベル１．５ＰＲＡにおけるライナープレート破損の考

え方 

レベル１．５ＰＲＡにおいては，環境へ放射性物質が大規模

放出される可能性のある格納容器破損モードとして，雰囲気圧

力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損），溶融炉

心・コンクリート相互作用（ＭＣＣＩ）等を考慮している。一

方，格納容器直接接触（シェルアタック）については，ＢＷＲ 

Ｍａｒｋ－Ⅰ型格納容器特有の破損モードであり，ＢＷＲ Ｍ

ａｒｋ－Ⅱ型格納容器においては，サプレッション・プール底

部のライナープレートが破損したとしても，ライナープレート

－コンクリート間の間隙から外部に放出されるような構造と

はなっておらず，また，ベースマットのコンクリート厚さは十

分な厚さを有していることから，工学的判断により放射性物質

の大規模放出に至らないものと考える。このため，ライナープ

レートの破損を格納容器破損モードとして考慮していない。 

(2) 有効性評価におけるライナープレート破損の考え方 

有効性評価においては，ＰＲＡより抽出された事故シーケン

スについては，重大事故等対処設備に期待することにより，全

て原子炉圧力容器内で事象収束が可能であり，溶融炉心は原子

炉圧力容器内で保持されることを確認している。また，仮に重

大事故等対処設備の一部の機能に期待せず，溶融炉心が原子炉

圧力容器外に放出されることを想定した場合においても，ペデ

スタル（ドライウェル部）における溶融炉心・コンクリート相

互作用を防止することで，ライナープレートに接触することな

くペデスタル（ドライウェル部）内で溶融炉心が適切に冷却さ

れることを確認している。 

(3) まとめ 

ＢＷＲ Ｍａｒｋ－Ⅱ型格納容器である東海第二発電所にお

いては，ライナープレート－コンクリート間の間隙から外部に

放出されるような構造とはなっておらず，また，コンクリート

侵食に対してベースマットは十分な厚さを有していることか

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7】 

 

・格納容器型式の相違 

【東海第二】 

東海第二はＭａｒｋ

－Ⅱ型格納容器である

ため，サプレッショ

ン・プールへの溶融物

落下に関する破損モー

ドの想定について記載 
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ら，工学的判断により大規模放出に至らないものと考える。こ

のため，ライナープレートの破損を格納容器破損モードとして

考慮していない。 

一方で，有効性評価においては，ＰＲＡより抽出された事故

シーケンスについては，重大事故等対処設備に期待することに

より，全て原子炉圧力容器内で事象収束が可能であり，溶融炉

心は原子炉圧力容器内で保持されることを確認している。ま

た，仮に重大事故等対処設備の一部の機能に期待せず，溶融炉

心が原子炉圧力容器外に放出されることを想定した場合にお

いても，ペデスタル（ドライウェル部）における溶融炉心・コ

ンクリート相互作用を防止することで，ライナープレートに接

触することなくペデスタル（ドライウェル部）内で溶融炉心が

適切に冷却されることを確認している。 
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・記載表現の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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第 1 図 BWR MARK-I型格納容器におけるシェルアタックのイメー

ジ(側面図)[1] 

 

 

 

 

 

 

 

図1 ＢＷＲ Ｍａｒｋ－Ⅰ型格納容器における格納容器直接接

触［１］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第1図 ＢＷＲ Ｍａｒｋ－Ⅰ型格納容器における格納容器直接

接触(1) 
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第 2 図 BWR MARK-I型格納容器における溶融炉心のペデスタル外

側への流出のイメージ[1] 

 

 

図2 ＢＷＲ Ｍａｒｋ－Ⅰ型格納容器における格納容器直接接

触の物理現象図［１］ 

 

第2図 ＢＷＲ Ｍａｒｋ－Ⅰ型格納容器における格納容器直接

接触の物理現象図(1) 
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第 3図 RCCV型格納容器の構造 

図3 東海第二発電所（Ｍａｒｋ－Ⅱ型）の格納容器概略図 
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  別紙７ 補足資料１ 

 

原子炉格納容器下部に落下する溶融デブリ評価条件と落下後の

堆積に関する考慮について 

 

1. 評価に用いた溶融デブリの設定条件 

ＭＣＣＩ評価においては，全炉心に相当する量が溶融炉心

として原子炉格納容器下部に落下するものとしており，この

溶融炉心には炉内構造物等を考慮している（第1表参照）。 

 

2. 溶融デブリの堆積高さ 

ＭＣＣＩ評価では，落下した溶融デブリが原子炉格納容器

下部床上に一様に拡がるものとしており，この場合の堆積高

さは約１mとなる。原子炉格納容器下部に落下した溶融デブ

リと原子炉格納容器下部の構造の位置関係は別紙７の第3図

に示すとおりであり，原子炉格納容器下部の側面の開口部と

して最も低い箇所にある制御棒駆動機構搬出入口までであ

っても約４mの高さがあることから，仮に溶融炉心が全量落

下しても原子炉格納容器下部以外に溶融デブリが拡がるお

それはないと考えられる。 

 

3. 溶融デブリの堆積高さの不確かさ 

(1)  原子炉格納容器下部の構造物の影響 

原子炉格納容器下部の構造物としては制御棒駆動機

構（ＣＲＤ）交換装置（プラットホーム，旋回レール

等含む。）があり，原子炉圧力容器下部の構造物として

ＣＲＤハウジング，中性子計装ハウジング等がある。

溶融デブリへこれらの構造物が取り込まれたことを考

慮すると，溶融デブリ全体の温度を低下させ，ＭＣＣ

Ｉを緩和する側に作用すると考えられることから，現

在の評価ではこれらの構造物は考慮していない。これ

らの構造物の重量は全体の溶融デブリ量（約 t）に

対して小さく，これらの構造物を考慮した場合でも，

溶融デブリ堆積高さの増加分は約0.17mであることか

ら，溶融デブリが原子炉格納容器下部以外に拡がるお

それはないと考える。 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は原子炉

格納容器下部に落下す

る溶融デブリ評価条件

と堆積に関する考慮を

補足資料に記載 
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  (2) 溶融デブリの粒子化に伴う影響 

溶融炉心が原子炉格納容器下部に落下する場合，予

め2.4mの水張りを実施する手順としていることから，

溶融デブリの一部は水中で粒子化するものと考えられ

る。この時，粒子化した溶融デブリの密度が低いと堆

積高さが高くなる。 

最も厳しい条件として，デブリが粒子化割合0.38で

粒子化した際の堆積高さを評価する。例えば，ポロシ

ティが最も大きな粒子の充填状態である，単純立方格

子（ポロシティ0.48）として粒子が堆積する場合を想

定すると，溶融デブリの堆積高さは約1.4m，粒子化し

たデブリの範囲を除いた水プール水深は約２mとなる

が，前述のとおり，原子炉格納容器下部の側面の開口

部までは十分な高さがあることから，粒子化に伴う堆

積高さの増加を考慮しても，原子炉格納容器下部以外

に溶融デブリが拡がるおそれはないと考える。 

なお，溶融炉心の比重は８程度であり，水と比べて

非常に重く，粒子化した溶融デブリは水面に浮遊しな

いと想定される。 

(3) 溶融炉心の落下の位置及び拡がりの影響 

原子炉圧力容器下部から原子炉格納容器下部への溶

融炉心の落下の経路(1)については，ＣＲＤハウジング

の逸出に伴う開口部からの落下等が考えられる。原子

炉圧力容器の構造からは，溶融炉心は原子炉圧力容器

底部の中心に流れ込むと考えられ，原子炉圧力容器底

部の中心近傍に開口部が発生し，溶融炉心が原子炉格

納容器下部に落下する可能性が高いと推定されるが，

開口部の発生箇所については不確かさがあると考えら

れる。 

ここで仮に溶融デブリが偏って堆積し，制御棒駆動

機構搬出入口の高さ（約４m）に到達する条件を考える

と，溶融デブリが直径約３mの円柱を形成する必要があ

るが，溶融デブリの厚さが均一化するまでの時間が２

～３分程度であるという過去の知見(2)を踏まえると，

溶融炉心は落下と同時に原子炉格納容器下部床面を拡

がり，堆積高さが均一化していくと考えられること 
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から，溶融デブリが制御棒駆動機構搬出入口の高さま

で堆積する状況は考えにくい。 

また，溶融炉心の落下位置及び堆積形状に係る知見と

して，近年，以下のものがある（第2表参照）。 

・東京電力株式会社福島第一原子力発電所２号炉にお

ける格納容器下部の調査結果により溶融炉心が圧力

容器の中心位置から偏って落下した可能性がある。 

・PULiMS実験(3)において確認された溶融デブリの堆積

高さと拡がり距離のアスペクト比が確認されてい

る。 

これらの知見を踏まえ，溶融炉心が原子炉圧力容器の

中心位置から偏って落下し，溶融デブリが円錐上に堆

積するという仮定で堆積高さを評価した場合において

も，溶融デブリ堆積の頂点位置における高さは，約2.2m

であり，制御棒駆動機構搬出入口の高さ（約４m）を下

回っている評価結果となった（第2図）。 

よって，溶融炉心が圧力容器下部の偏心位置から落下

し円錐上に堆積した場合においても，原子炉格納容器

下部以外に溶融デブリが拡がるおそれはないと考え

る。 

第1表 溶融炉心に関する評価条件 

項目 設定値 設定根拠 

溶融炉心落下割合 
100％ 

（約 t） 

保守的に全炉心相当量が

落下するものとして設定 

溶融デブリの組成 第 1図参照 

ＭＡＡＰ評価結果 

（炉内構造物の組成・質量

等を考慮） 

原子炉格納容器下

部床面積 
約 m2 

設計値 
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第2表 溶融デブリの堆積高さ評価に係る近年得られた知見につ

いて 

項目 概要 今回評価上の扱い 

溶融炉心の

落下位置 

平成29年2月の東京電力株

式会社福島第一原子力発電

所2号炉における格納容器

下部の調査結果により，格

納容器下部の中心軸から外

れた位置のグレーチングの

落下が確認されている。グ

レーチングの落下理由の１

つとして，原子炉圧力容器

から流出した溶融炉心が中

心位置から偏った位置に落

下したことが考えられる。 

溶融炉心が圧力容器

下部の偏心位置から

落下したことを考慮

した場合，格納容器

壁面に近い方がより

保守的な条件である

ため，溶融炉心が最

外周の制御棒駆動機

構位置から落下する

と仮定して，評価を

行った。 

堆積形状 PULiMS実験は溶融物を水

中に落下した実験であり，

溶融デブリの堆積高さと拡

がり距離のアスペクト比と

しては1:18～1:14程度とな

っている。 

溶融デブリの堆積形

状として，保守的に，

1:14の円錐状に堆積

すると仮定して，評

価を行った。 

 

 

 

第1図 溶融炉心の組成の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付録1-327



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所 （2018.9.12版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

   

 

第2図 デブリ堆積高さと制御棒駆動機構搬出入口の高さ関係 

 

参考文献 

(1)「沸騰水型原子力発電所 重大事故等対策の有効性評価に係

るシビアアクシデント解析コード(ＭＡＡＰ)について」，東

芝エネルギーシステムズ株式会社，TLR-094，日立ＧＥニュ

ークリア・エナジー株式会社，HLR-123，平成30年５月 

(2)J. D. Gabor, L. Baker, Jr., and J. C. Cassulo, (ANL), 

“Studies on Heat Removal and Bed Leveling of. Induct 

ion-heated Materials Simulating FuelDebris,”SAND76-9 

008 (1976). 

(3)A.Konovalenko et al., Experimental Results on Pouring and 

Underwater Liquid Melt Spreading and Energetic 

Melt-coolant Interaction, NUTHOS-9, Kaohsiung, Taiwan, 

September 9-13, 2012. 
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別紙 7 

 

格納容器隔離の分岐確率の根拠と 

格納容器隔離失敗事象への対応 

 

 

 

 

 

 

 

【分岐確率の根拠】 

 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉の内部事象運転時レ

ベル 1.5PRA では，炉心損傷の時点で原子炉格納容器の隔離

に失敗している場合を考慮しており，これを「格納容器隔離」

のヘディング(分岐確率 5.0×10-3)として設定している。 

この分岐確率は，原子炉格納容器の隔離システムの信頼性

について評価している NUREG/CR-4220[1]をもとに設定してい

る。NUREG/CR-4220 では，米国 NRC の LER(Licensee Event 

Report)(1965年～1984年分)を分析しており，原子炉格納容

器からの大規模な漏えいが生じた事象 4件を抽出し，これを

評価時点での運転炉年(740 炉年)で割ることにより，格納容

器隔離失敗の発生頻度(5.0×10-3/炉年)を算出している。 

 

 

 

更に，格納容器隔離失敗の継続時間の情報がないことから，

工学的判断として原子炉格納容器の隔離機能が確認される

間隔を 1年とし，上記の発生頻度に 1年を掛けることにより，

「格納容器隔離」の失敗確率としている。 

本評価においても，原子炉格納容器の隔離機能は少なくと

も1年に1回程度は確認されるもの(1サイクルに1回程度)と

考え，上記の発生頻度に1年を掛けることにより，「格納容器

隔離」の失敗確率としている。 

 

別紙10 

 

格納容器隔離失敗の分岐確率の根拠と 

格納容器隔離失敗事象への対応について 

 

 

 

 

 

 

1. 格納容器隔離失敗の分岐確率の根拠 

 (1) 格納容器隔離失敗の分岐確率の根拠 

 

   内部事象レベル１．５ＰＲＡにおける格納容器隔離失敗の

分岐確率は，格納容器隔離失敗による大規模な漏えいを想定

しており，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－４２２０(1)を基に5.0E-3／d

として設定している。ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－４２２０では，米

国のＬＥＲ（Licensee Event Reports）（1965年～1984年）

を分析し，表1に示すとおり大規模漏えい事象4件を抽出，発

生件数4件を運転炉年（740炉年）で除すことにより，格納容

器隔離失敗の発生頻度を算出している。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙８ 

 

格納容器隔離失敗の分岐確率の妥当性と 

隔離失敗事象への対応について 

 

内部事象運転時レベル 1.5ＰＲＡにおいて，格納容器隔離失敗

として参考としているＮＵＲＥＧの想定及び実際の格納容器隔

離失敗の想定並びに格納容器隔離失敗事象への対応について以

下にまとめる。 

 

1. 格納容器隔離失敗の分岐確率の設定について 

(1) 分岐確率の設定根拠について 

 

内部事象運転時レベル 1.5ＰＲＡでは，炉心損傷の時点で

原子炉格納容器の隔離に失敗している場合を考慮しており，

これを「格納容器隔離」のヘディング（分岐確率 5.0×10－３）

として設定している。 

この分岐確率は，原子炉格納容器の隔離システムの信頼性

について評価しているＮＵＲＥＧ／ＣＲ－4220(1)を基に設

定している。ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－4220 では，米国のＬＥＲ

（Licensee Event Report）（1965 年～1984 年分）を分析し

ており，原子炉格納容器からの大規模漏えいが生じた事象４

件を抽出し，これを評価時点での運転炉年（740 炉年）で割

ることにより，格納容器隔離失敗の発生頻度（5.0×10－３／

炉年）を算出している。 

 

 

さらに，格納容器隔離失敗の継続時間の情報がないことか

ら，工学的判断として原子炉格納容器の隔離機能が確認され

る間隔を１年とし，上記の発生頻度に１年を掛けることによ

り，「格納容器隔離」の失敗確率としている。 

本評価においても，原子炉格納容器の隔離機能は少なくと

も１年に１回程度は確認されるもの（１サイクルに１回程

度）と考え，上記の発生頻度に１年を掛けることにより，「格

納容器隔離」の失敗確率としている。 

 

 

 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は本別紙

の記載内容を記載 

 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 は「柏崎刈

羽原子力発電所 6 号及

び 7号炉の」と記載 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

島根２号炉及び東海

第二ともＮＵＲＥＧ／

ＣＲ－4220 を参照し格

納容器隔離失敗発生頻

度について記載してお

り，内容は同等 

 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は格納容

器隔離失敗確率の考え

方について記載（柏崎

6/7と同様） 
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なお，NUREG/CR-4220 では，潜在的な漏えいが発生する経

路として，ベント弁等の大型弁の故障や原子炉格納容器の壁

に穴が空く事象等の直接的な破損を考えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【旧 JNESによる検討事例】 

 

原子炉格納容器の隔離失敗については，旧独立行政法人原

子力安全基盤機構（以下「旧JNES」という。）による評価結

果[2]が報告されている。国内BWR-5MARKⅡ型格納容器プラン

トを対象に，フォールトツリーを用いて格納容器隔離の失敗

確率を評価しており，格納容器隔離の失敗確率は平均値で

8.3×10-4(エラーファクタ = 2.4)と示されている。原子炉格

納容器の貫通部を抽出した上で，貫通部の弁の構成等を考慮

し，リークのパターンをフォールトツリーでモデル化してい

 

 

 

 

 

 

 

なお，抽出された4件以外にもエアロック開放に関する事

象が75件発生しているが，これらの事象は数時間以内と短時

間であり，大規模な漏えい事象には至っていない。 

 

 

 

表1 大規模漏えいとして抽出された事象 

Reactor Year Event 

Oconee 1 1973 Isolation Valves Open 

San Onofre 1 1977 Holes in Containment 

Palisades 1979 By-pass Valves Open 

Surry 1 1980 Holes in Containment 

 

   また，上記の大規模漏えい事象はいずれもＰＷＲで発生し

た事象であり，ＢＷＲにおいては，出力運転中は格納容器内

を窒素置換し管理しているため，格納容器からの漏えいが存

在する場合は，格納容器圧力の低下等により速やかに検知で

きる可能性が高いと考えられる。 

 

2. 格納容器隔離失敗事象への対応 

 (1) 東海第二発電所で想定される格納容器隔離失敗の経路 

   東海第二発電所で想定される格納容器隔離失敗は，機械的

破損及び人的過誤による隔離機能喪失であり，以下に示すと

おりである。 

  ａ．機械的破損による隔離機能喪失 

   (b) 格納容器アクセス部からの漏えい 

     ドライウェル主フランジ，機器搬入用ハッチ，所員用

エアロック等のアクセス部のシール部又は溶接部が破

損している場合には，格納容器内雰囲気が漏えいする可

なお，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－4220では，潜在的な漏えいが発

生する経路として，ベント弁等の大型弁の故障や原子炉格納

容器の壁に穴が空く事象等の直接的な破損を考えている。 

 

 

 

 

ここで抽出された４件以外にもエア・ロック開放に関する

事象が75件発生しているが，これらの事象は数時間以内と短

時間であり，大規模な漏えい事象には至っていない。 

 

 

 

第1表 大規模漏えいとして抽出された事象(1) 

 

 

 

また，上記の大規模漏えい事象はいずれもＰＷＲで発生した

事象であり，ＢＷＲにおいては，出力運転中は原子炉格納容器

内を窒素置換し管理しているため，原子炉格納容器からの漏え

いが存在する場合は，格納容器圧力の低下等により速やかに検

知できる可能性が高いと考えられる。 

 

(2) 島根原子力発電所２号炉において想定される格納容器隔

離失敗（漏えい経路） 

島根原子力発電所２号炉における原子炉格納容器からの

漏えい経路は，機械的破損及び人的過誤による隔離機能喪失

であり，以下に示すものが想定される。 

ａ．機械的な破損による隔離失敗 

 (a) アクセス部からの漏えい 

ドライウェル上ぶた，機器搬入用ハッチ，所員用エ

ア・ロック等のアクセス部のシール部又は溶接部が破損

している場合には，原子炉格納容器内の雰囲気が漏えい

・記載表現の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は参照文

献の漏えい発生経路に

ついて記載（柏崎 6/7

と同様） 

 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は参照文

献の事象の詳細につい

て記載 

 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は参照文

献の大規模漏えい事象

の一覧表を記載 

 

 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は参照文

献の大規模漏えい事象

の詳細を記載 

 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は格納容

器隔離失敗の漏えい経

路に関する考察を記載 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

格納容器隔離失敗の

経路について記載内容

は同等な内容となって
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る。また，フォールトツリーの基事象には国内機器故障率デ

ータを使用している。 

 

【分岐確率の設定について】 

NUREG/CR-4220では米国の運転実績から，旧 JNESによる評

価では，フォールトツリーによる分析から格納容器隔離失敗

の頻度又は確率が評価されている。用いているデータ及び評

価方法は異なるものの，いずれも 1.0×10-3前後の値である。 

本評価において，ヘディング「格納容器隔離」はほかのヘ

ディングとの従属関係を持たない独立のヘディングである

ことから，プラント損傷(炉心損傷)状態の発生頻度とヘディ

ング「格納容器隔離」の確率の積がそのまま格納容器破損モ

ード「格納容器隔離失敗」による格納容器破損頻度となる。

また，原子炉格納容器の隔離に成功している確率はほぼ 1で

あることから，ヘディング「格納容器隔離」以降の格納容器

破損頻度にはほとんど影響しない。これらのことから，参照

可能と考える評価結果のうち，大きめの値を示している

NUREG/CR-4220 の評価結果をもとに，工学的判断によって分

岐確率 5.0×10-3を採用した。 

なお，現状の運転管理として原子炉格納容器内の圧力を日

常的に監視しているほか，原子炉格納容器圧力について 1日

1 回記録を採取している。仮に今回想定したような大規模な

漏えいが生じた場合，速やかに検知できる可能性が高いと考

える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

能性がある。 

   (c) 格納容器バウンダリからの漏えい 

     格納容器スプレイ配管，不活性ガス系，可燃性ガス濃

度制御系等は格納容器雰囲気と連通しており，これらの

バウンダリが破損している場合には，格納容器内雰囲気

が漏えいする可能性がある。 

   (a) 格納容器貫通部からの漏えい 

     格納容器の電気配線貫通部のシール材の劣化や配管

貫通部の管台の割れ等がある場合には，格納容器内雰囲

気が漏えいする可能性がある。 

  ｂ．人的過誤による隔離機能喪失 

   (a) 漏えい試験配管からの漏えい 

     施設定期検査時の格納容器漏えい試験の後に，試験配

管隔離弁の復旧忘れ等がある場合には、格納容器内雰囲

気が漏えいする可能性がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) 最近の米国の格納容器隔離失敗実績に関する参考文献 

   レベル１．５ＰＲＡでは，1984年までのプラント実績デー

タを用いたＮＵＲＥＧ／ＣＲ－４２２０を基に格納容器隔

離失敗の分岐確率を設定している。最近の格納容器隔離失敗

に関する報告としては，ＥＰＲＩ報告書(2)がある。 

 

 

ＥＰＲＩ報告書では，米国における2007年時点までの総合漏

えい率試験（ＩＬＲＴ：Integrated Leak Rate Test）の実

績が整理されており，大規模漏えいに至る事象としては設計

漏えい率の35倍を基準としているが，発生実績は0件となっ

ている。 

する可能性がある。 

(b) 原子炉格納容器バウンダリ配管等からの漏えい 

格納容器スプレイ配管，窒素ガス制御系，可燃性ガス

濃度制御系等は原子炉格納容器内の雰囲気と連通して

おり，これらのバウンダリが破損している場合には，原

子炉格納容器内の雰囲気が漏えいする可能性がある。 

(c) 原子炉格納容器の貫通部からの漏えい 

原子炉格納容器の電気配線貫通部や配管貫通部が破

損している場合には，原子炉格納容器内の雰囲気が漏え

いする可能性がある。 

ｂ．人的過誤による弁・フランジの復旧忘れ 

(a) 漏えい試験配管からの漏えい 

定期事業者検査時の原子炉格納容器漏えい試験の後

に，試験配管隔離弁の復旧忘れ等がある場合には，原子

炉格納容器内の雰囲気が漏えいする可能性がある。 

なお，上述のとおり，島根原子力発電所２号炉においては

出力運転中に原子炉格納容器内の雰囲気を窒素置換するこ

ととしており，原子炉格納容器内の状態を日常的に監視する

ことから，仮に今回想定したような大規模な漏えいが生じた

場合，速やかに検知できる可能性が高いと考える。 

 

 

 

 

(3) 最近の米国の格納容器隔離失敗実績に関する参考文献 

今回の内部事象運転時レベル 1.5ＰＲＡでは，1984年まで

のデータを用いたＮＵＲＥＧ／ＣＲ－4220 に基づいた隔離

失敗確率を用いている。それ以降の格納容器隔離失敗に関連

する情報として，米国の漏えい率試験間隔延長に関するリス

ク影響評価の報告書(2)（以下「ＥＰＲＩ報告書」という。）

がある。 

ＥＰＲＩ報告書では，2007年までの米国におけるＩＬＲＴ

(Integrated Leak Rate Test：全体格納容器漏えい試験)の

実績 217件が整理されている。このうち，大規模漏えいに至

る事象としては保守的に設計漏えい率の 35 倍を基準として

いるが，その発生実績は０件となっている。 

いる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は最近の

米国の格納容器隔離失

敗実績に関する参考文

献（ＥＰＲＩ報告書）

について記載 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

最近の米国の格納容

器隔離失敗実績に関す

る参考文献について記
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【格納容器隔離失敗事象への対応】 

格納容器隔離失敗事象には，炉心損傷の時点で原子炉格納

容器の隔離に失敗している場合や，原子炉冷却材浄化系配管

等の原子炉圧力容器に繋がる高圧配管が原子炉格納容器外

で破断した後に炉心損傷に至る場合，低圧配管との接続部で

破断した後に炉心損傷に至る場合(ISLOCA)が含まれている。 

PRA では，炉心損傷の時点で原子炉格納容器の隔離に失敗

している場合を考慮している。PRA上，具体的な隔離失敗(漏

えい)箇所を設定しているものではないが，万一，炉心損傷

の時点で原子炉格納容器の隔離に失敗していた場合には，隔

離失敗(漏えい)箇所の隔離を試みることとなる。 

 

このため，本事象への対応としては，炉心損傷頻度の低減

を図るとともに，万一の重大事故発生時に原子炉格納容器の

隔離に失敗していることのないよう，原子炉格納容器の漏え

いに対する検知性を向上させることが有効であり，これらに

ついては重大事故等対処設備や日常の原子炉格納容器の圧

力監視等で対応している。 

また，炉心損傷の時点で原子炉格納容器の空間部に繋がる

配管が原子炉格納容器外で破断した場合には，破断箇所の隔

離を試みることとなる。 

原子炉冷却材浄化系配管等，原子炉圧力容器に繋がる配管

が原子炉格納容器外で破断した後に炉心損傷に至る場合に

ついては，配管破断の発生頻度が十分に低いため，ISLOCAを

   大規模漏えいに至る事象実績0件（計算上0.5件としてい

る）をＩＬＲＴ試験数217件で除して隔離機能喪失を以下の

とおり算出した。 

   0.5／217 ＝2.3E-3  

大規模漏えいに至る事象実績※ ：0.5件 

ＩＬＲＴ試験数 ：217件 

※ 発生経験がないため，発生実績を0.5件と仮定。 

   この値は，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－４２２０で評価された格納

容器隔離失敗確率の5.0E-3／dよりも小さい値となってお

り，ＥＰＲＩ報告書の結果を考慮してもＮＵＲＥＧ／ＣＲ－

４２２０の評価結果を適用することは妥当であると考えら

れる。 

(2) 格納容器隔離失敗事象への対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   (1)で挙げた格納容器隔離失敗事象に対する対応として

は，重大事故等時に，万一にも格納容器の隔離機能が喪失し

ていることのないよう，格納容器の漏えいに対する検知性を

向上させることが有効であり，定期試験時及び原子炉起動前

における格納容器隔離機能の確認や手順書に基づく確実な

操作を実施している。さらに，出力運転中は格納容器内を窒

素置換し管理しているため，格納容器からの漏えいが存在す

る場合は，格納容器圧力の低下等により速やかに検知できる

可能性が高いと考える。 

 

 

 

ＥＰＲＩ報告書では，大規模漏えいに至る事象実績をＩＬ

ＲＴ試験数で除することで隔離機能喪失の確率を概算して

いる。すなわち，大規模漏えいに至る事象発生実績０件（計

算上 0.5件としている）をＩＬＲＴ試験数 217件で除すると

隔離機能喪失の確率は 2.3×10－３（0.5／217＝0.0023）とな

る。 

 

この値は，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－4220で評価された格納容器隔

離失敗確率の 5.0×10－３よりも小さい値となっており，ＥＰ

ＲＩ報告書の結果を考慮しても，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－4220の

評価結果を適用することは妥当であると考えられる。 

 

2. 格納容器隔離失敗事象への対応 

格納容器隔離失敗事象には，炉心損傷の時点で原子炉格納容

器の隔離に失敗している場合や，原子炉圧力容器に繋がる高圧

配管が原子炉格納容器外で破断した後に炉心損傷に至る場合，

低圧配管との接続部で破断した後に炉心損傷に至る場合（イン

ターフェイスシステムＬＯＣＡ）が含まれている。 

内部事象運転時レベル 1.5ＰＲＡでは，炉心損傷の時点で原

子炉格納容器の隔離に失敗している場合を考慮している。ＰＲ

Ａ上，具体的な隔離失敗（漏えい）箇所を設定しているもので

はないが，万一，炉心損傷の時点で原子炉格納容器の隔離に失

敗していた場合には，隔離失敗（漏えい）箇所の隔離を試みる

こととなる。 

このため，本事象への対応としては，炉心損傷頻度の低減を

図るとともに，万一の重大事故発生時に原子炉格納容器の隔離

に失敗していることのないよう，原子炉格納容器の漏えいに対

する検知性を向上させることが有効であり，これらについては

重大事故等対処設備や日常の原子炉格納容器の圧力監視等で

対応している。 

また，炉心損傷の時点で原子炉格納容器の空間部に繋がる配

管が原子炉格納容器外で破断した場合には，破断箇所の隔離を

試みることとなる。 

主蒸気系配管等，原子炉圧力容器に繋がる配管が原子炉格納

容器外で破断した後に炉心損傷に至る場合については，配管破

断の発生頻度が十分に低いため，インターフェイスシステムＬ

載内容は同等な内容と

なっている 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は格納容

器隔離失敗事象及び対

策の具体内容について

記載（柏崎 6/7と同様） 

 

 

 

 

 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

格納容器の漏えいの

検知について記載内容

は同等な内容となって

いる 

・記載表現の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は破断箇

所の隔離について記載

（柏崎 6/7と同様） 

・記載表現の相違 
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除いて PRA上はモデル化していない。仮に配管破断が生じた

場合には，破断箇所の隔離，原子炉圧力容器の急速減圧，炉

水位をバイパス破断が生じた配管の原子炉圧力容器への接

続位置の高さ以下に保つ等，ISLOCAの場合と同様の対応をと

ることとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以 上 
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ＯＣＡを除いてＰＲＡ上はモデル化していない。仮に配管破断

が生じた場合には，破断箇所の隔離，原子炉圧力容器の急速減

圧，水位低下・維持操作等，インターフェイスシステムＬＯＣ

Ａの場合と同様の対応をとることとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考文献 

(1) P.J. Pelto, et al, Reliability Analysis of Containment 

Isolation Systems, NUREG/CR-4220, 1985 

(2) Risk Impact Assessment of Extended Integrated Leak Rate 

Testing Intervals: Revision 2-A of 1009325, EPRI, Palo 

Alto, CA: 2008. 1018243 

 

 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 の原子炉冷

却材浄化系は高圧設計

であるが，島根２号炉

は低圧設計であるた

め，島根２号炉は例示

として主蒸気系配管を

記載 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉において

も水位低下・維持操作

を行う 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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別紙 8 

 

原子炉圧力容器内の溶融燃料－冷却材相互作用に 

関する知見の整理 

 

1. 現象の概要 

原子炉圧力容器内での水蒸気爆発による原子炉格納容器

の破損はαモード破損と呼ばれ，WASH-1400から研究が続け

られてきた。この現象は，溶融炉心が原子炉圧力容器の炉心

下部プレナムに溜まっている水中に落下した時に水蒸気爆

発が発生し，それにより水塊がミサイルとなって炉内構造物

を破壊し，原子炉圧力容器上蓋に衝突することで上蓋を固定

するボルトを破壊し，上蓋が原子炉格納容器に衝突して原子

炉格納容器の破損に至るという現象である。 

原子炉内での現象は，以下のようなメカニズムであると考

えられている。 

①原子炉内の原子炉冷却材が喪失し，炉心が溶融して，その

溶融炉心が炉心下部プレナムの水中に落下する。水と接触

した溶融炉心は，その界面の不安定性により，溶融炉心の

一部もしくは大部分が分裂し，膜沸騰を伴う水との混合状

態となる(粗混合)。更に，自発的もしくは外部からの圧力

パルスにより，膜沸騰が不安定化し(トリガリング)，二液

が直接接触する。 

②炉心下部プレナムにおける二液の直接接触により，急速な

熱の移動が発生し，急速な蒸気発生・溶融炉心の微細化に

よって，更に液体どうしの接触を促進し (伝播)，蒸気発

生を促進する。この蒸気発生により，圧力波が発生する。 

③発生した圧力波が通過した後の高温高圧領域(元々は粗混

合領域)の膨張により運動エネルギーが発生し，それによ

り水塊がミサイルとなって炉内構造物を破壊し，原子炉圧

力容器上蓋に衝突することで上蓋を固定するボルトを破

壊し，上蓋が原子炉格納容器に衝突して原子炉格納容器の

破損に至る。 

 

2. 過去の実験結果の整理[1] 

原子炉圧力容器内の溶融燃料－冷却材相互作用（以下「炉

【同等内容の別紙なし】   別紙９ 

 

原子炉圧力容器内における水蒸気爆発を格納容器破損 

モードの評価対象から除外する理由について 

 

1. 現象の概要 

原子炉圧力容器内での水蒸気爆発による原子炉格納容器

の破損はαモード破損と呼ばれ，ＷＡＳＨ－1400から研究が

続けられてきた。この現象は，溶融炉心が原子炉圧力容器の

炉心下部プレナムに溜まっている水中に落下した時に水蒸

気爆発が発生し，それにより水塊がミサイルとなって炉内構

造物を破壊し，原子炉圧力容器上蓋に衝突することで上蓋を

固定するボルトを破壊し，上蓋が原子炉格納容器に衝突して

原子炉格納容器の破損に至るという現象である。 

原子炉内での現象は，以下のようなメカニズムであると考

えられている。 

① 原子炉内の原子炉冷却材が喪失し，炉心が溶融して，そ

の溶融炉心が炉心下部プレナムの水中に落下する。水と接

触した溶融炉心は，その界面の不安定性により，溶融炉心

の一部又は大部分が分裂し，膜沸騰を伴う水との混合状態

となる（粗混合）。さらに，自発的又は外部からの圧力パ

ルスにより，膜沸騰が不安定化し（トリガリング），二液

が直接接触する。 

② 炉心下部プレナムにおける二液の直接接触により，急速

な熱の移動が発生し，急速な蒸気発生・溶融炉心の微細化

によって，更に液体どうしの接触を促進し（伝播），蒸気

発生を促進する。この蒸気発生により，圧力波が発生する。 

③ 発生した圧力波が通過した後の高温高圧領域（元々は粗

混合領域）の膨張により運動エネルギが発生し，それによ

り水塊がミサイルとなって炉内構造物を破壊し，原子炉圧

力容器上蓋に衝突することで上蓋を固定するボルトを破

壊し，上蓋が原子炉格納容器に衝突して原子炉格納容器の

破損に至る。 

 

 

 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は解析コ

ード説明資料の記載内

容に整合をとり，炉内

ＦＣＩに関する知見を

整理（以下，同じ相違

は記載を省略） 
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内FCI」という。）について，過去に実施された比較的大規模

な実験概要及び結果を以下に示す。 

 

2.1 FARO実験 

FARO実験は，イタリアのイスプラ研究所において実施され

た実験で，炉内FCIを調べることを主な目的とした試験であ

る。多くの実験は高圧・飽和水条件で実施されているが，原

子炉圧力容器外を対象とした低圧・サブクール水条件の実験

も実施されている。 

第2.1図に試験装置の概要図を示す。試験装置は主にるつ

ぼと保温容器で構成されている。るつぼ内で溶融させた溶融

物を一度リリースベッセルに保持し，その底部にあるフラッ

プを開放することにより溶融物を水プールに落下させる。溶

融物の落下速度は，リリースベッセルの圧力を調整すること

により調整可能である。 

実験は，酸化物の溶融物(80wt%UO2+20wt%ZrO2)又は金属Zr

を含む溶融物(77wt%UO2+19wt%ZrO2+4wt%Zr)を用いて実施さ

れた。 

第2.1表に試験条件及び試験結果を示す。 

結果として，いずれの実験においても，水蒸気爆発の発生

は確認されなかった。 

溶融物の粒子化量について，高圧条件・低サブクール水条

件においては水深約1mの場合で溶融物の約半分が粒子化し，

残りはジェット状でプール底面に衝突し，パンケーキ状に堆

積したとの結果が得られている。また，低圧条件・サブクー

ル水条件では，全ての溶融物は粒子化した。 

さらに，粒子の質量中央径は3.2mm～4.8mmであり，試験パ

ラメータ(初期圧力，水深，溶融物の落下速度，サブクール

度)に依存しないことが報告されている。 

 

2.2 COTELS実験 

COTELS実験は，旧(財)原子力発電技術機構により実施され

た実験であり，原子炉圧力容器底部が溶融破損して溶融物が

原子炉格納容器床面上の水プールに落下した場合の水蒸気

爆発の発生の有無を調べることを目的に実施された。第2.2

図に実験装置の概要図を示す。実験は，シビアアクシデント
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時の溶融物の成分を模擬するため，比較的多くの金属成分を

含む模擬溶融物(55wt%UO2+5wt%ZrO2+25wt%Zr+15wt%SUS)が

用いられた。また，多くの実験ケースはプール水深40cm，飽

和水温度で実施されている第2.2表に実験条件及び結果を示

す。 

結果として，いずれの実験においても，水蒸気爆発の発生

は確認されなかった。 

プールに落下した溶融物はほとんどが粒子化し，落下速度

が大きいケースでは，全ての溶融物が粒子化するとの結果が

得られている。 

また，溶融物の落下速度が大きいケースを除いて，粒径分

布に大きな差はなく，質量中央径で6mm程度であり，落下速

度が大きいケースでは粒子径は小さくなっている。 

 

2.3 KROTOS実験 

KROTOS実験はイスプラ研究所で実施された実験であり，

FARO実験が高圧条件を主目的として実施されたのに対して，

KROTOS実験では，低圧・サブクール水を主として実施されて

いる。 

第2.3図に実験装置の概要図を示す。本実験では摸擬溶融

物としてUO2混合物(80wt%UO2+20wt%ZrO2)又は酸化アルミニ

ウムを用いた実験を行っている。また，外部トリガ装置によ

りトリガを与えることで，水蒸気爆発を誘発させる実験も実

施されている。 

第2.3表に実験条件及び結果を示す。 

酸化アルミニウムを用いた実験では，サブクール水(ケー

ス38,40,42,43,49)の場合，外部トリガなしで水蒸気爆発が

発生，低サブクール水(ケース41,44,50,51)の場合，外部ト

リガがある場合(ケース44)に水蒸気爆発が発生した。一方，

UO2混合物を用いた実験では，サブクール度が4～102Kの場

合，外部トリガなしでは水蒸気爆発が発生せず，外部トリガ

ありの場合でも，溶融物の重量が大きい，又は，水プールの

サブクール度が高い場合(ケース52)に水蒸気爆発が観測さ

れている。 

これらの差異として，粒子径は酸化アルミニウムの8～

17mmに対しUO2混合物は1～1.7mmであり，UO2混合物の方が小
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さく，粒子化直後の表面積が大きいため粗混合時に水プール

が高ボイド率となり，トリガの伝播を阻害した可能性があ

る。また，酸化アルミニウムは比重が小さいことから水面近

傍でブレークアップし，径方向に拡がったことによりトリガ

が伝搬しやすくなったと考えられている。一方，UO2混合物

は，粒子表面と水が接触した直後に表面が固化することによ

り蒸気膜が崩壊した際の微粒子化が起こりにくく，これが一

つの要因となって水蒸気爆発の発生を阻害すると考えられ

る。 

 

2.4 ALPHA実験 

旧原子力研究所(JAERI)で実施された実験であり，シビア

アクシデント時の原子炉格納容器内の諸現象を明らかにし，

原子炉格納容器の耐性やアクシデントマネジメント策の有

効性を評価することを目的に，1988年から事故時原子炉格納

容器挙動試験の一環で実施されている。 

第2.4図に実験装置の概要図を示す。実験では，溶融ステ

ンレス鋼又は酸化アルミニウムと鉄からなる溶融物を実験

装置の摸擬原子炉格納容器内に設置した水プールに落下さ

せるもので，摸擬原子炉格納容器の寸法は，内径約4m，高さ

約5m，内容積約50m3である。 

第2.4表に実験条件及び結果を示す。 

酸化アルミニウムと鉄の溶融物の実験では，溶融物の重量

が20kg，雰囲気圧力が0.1MPaで，サブクール度が73～90Kに

おいて実施されたケース(ケース2,3,5,9,17,18)において水

蒸気爆発が発生している。溶融物量を半減させたケース

1,10,13では，ケース10のみ水蒸気爆発が確認された。この3

ケースの条件には有意な差がないことから，この3ケースの

条件がこの実験体系における水蒸気爆発の発生の有無の境

界近傍であること及びこの結果からは，溶融物の落下量が多

い場合に水蒸気爆発が発生し易いことが示されている。水プ

ールを飽和水としたケース14では水蒸気爆発は観測されな

かった。一方，ケース8,12,15,25は雰囲気圧力を0.5～1.6MPa

の範囲で変化させているが，最も低い0.5MPaのケースのみ水

蒸気爆発が観測された。 

以上の結果から，高雰囲気圧力あるいは低サブクール水の
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場合に水蒸気爆発発生が抑制される傾向があることが示さ

れている。 

ケース6,11,19,20,21は，溶融物を分散させ複数のジェッ

トを形成させたケースであり，ケース6,20を除く3ケースで

水蒸気爆発が観測された。水蒸気爆発の規模については抑制

される場合と増大する場合があり，溶融物と冷却水の粗混合

状態が溶融燃料－冷却材相互作用（以下「FCI」という。）の

進展に大きな影響を及ぼすことを示していると結論付けら

れている。 

 

3. 知見のまとめ 

上記で示した主な実験結果をまとめると以下のとおりと

なる。 

・UO2混合物を用いた実験では，水蒸気爆発は確認されて

いない。(FARO実験，COTELS実験) 

・高圧力条件，又は，低サブクール水条件は，水蒸気爆発

を抑制する傾向がある。(ALPHA試験) 

・粒子化割合は，サブクール度に依存し，サブクール度が

大きいと粒子化割合は高くなる。(FARO実験) 

・粒子化割合は，溶融物の落下速度に依存し，落下速度が

大きいと粒子化が促進される。(COTELS実験) 

・溶融物落下後の水プールが高ボイド率状態になると，ト

リガの伝播を阻害する可能性がある。(KROTOS実験) 

・溶融物と水の粗混合状態が，FCIの進展に大きな影響を

及ぼす。(ALPHA実験) 

BWR体系に対して，上記の実験結果を踏まえた分析結果を

第3.1表に示す。 

実験結果からは，水蒸気爆発の発生は不確実さが大きいと

考えられるものの，BWR体系では原子炉内における水蒸気爆

発は発生しにくいと考えられることが分かる。 

また，BWRにおいて原子炉内での自発的水蒸気爆発(外部ト

リガなしの状態での水蒸気爆発)が発生しにくい理由とし

て，BWRの原子炉内の水が低サブクール(飽和水に近い状態)

であり，低サブクールであれば溶融炉心を覆う蒸気膜が凝縮

効果によって崩壊する可能性が低いことから，蒸気膜の安定

性が高く，蒸気膜の崩壊(トリガリング)が生じにくいことが

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付録1-338



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所 （2018.9.12版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

挙げられている。[1] 

炉内FCIの発生確率低減に対する炉心下部の構造物の効果

として考慮される事項としては，以下の事項が考えられる。

また，溶融炉心の流路を第3.1図に示す。 

・水蒸気爆発に寄与する溶融炉心の質量が限られること。 

炉心下部の構造物によって，溶融炉心の流路が阻害さ

れ，一度に水中に落下する溶融炉心の質量が限定(水中

に移行する溶融炉心のエネルギーが抑制される。)され

ることにより，水蒸気爆発を仮定してもそのエネルギー

が低く抑えられると考えられる。 

・溶融炉心の落下速度が抑えられること。 

溶融炉心の落下速度が大きい場合，粗混合時の粒径が

小さくなることが報告されている。炉心下部の構造物に

よって，溶融炉心の落下速度が抑制されれば，粗混合時

の粒径が大きくなり，溶融炉心の表面積が小さくなるこ

とから，蒸気膜の表面積も小さくなり，トリガリング発

生の可能性が小さくなると考えられる。 

 

4. 専門家会議等の知見[1, 2] 

BWRの炉内FCIの発生確率に関して，専門家の間で議論がな

されており，その結果を第4.1表に示す。 

 

 

 

 

 

専門家の間での議論の結果として，BWR体系では炉心下部

プレナムに制御棒案内管等が密に存在しており，これらは溶

融炉心落下時の粗混合を制限すると考えられるため，水蒸気

爆発の発生確率はプラント全体で見た際にほかの要因によ

る格納容器破損頻度に比べて十分小さく無視できると結論

付けられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 専門家会議等の知見 

原子炉圧力容器内における水蒸気爆発については，国際的

な専門家会議において議論がなされてきた。第1表にＢＷＲ

体系の原子炉圧力容器内における水蒸気爆発に関する専門

家会議の知見をまとめる。 

 

 

 

専門家の間での議論の結果として，ＢＷＲ体系では下部プ

レナムに制御棒案内管等が密に存在しており，これらは溶融

炉心落下時の粗混合を制限すると考えられるため，原子炉圧

力容器内における水蒸気爆発は格納容器破損の脅威とはな

らないと結論付けられている。 
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5. まとめ 

これまでに実施された各種実験結果および専門家による

工学的判断の結果から，BWR体系における炉内FCI発生の可能

性は十分小さいと考えられる。 

したがって，BWRにおける原子炉格納容器破損モードとし

て，炉内FCIの考慮は不要である。 
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3. まとめ 

これまでに実施された専門家間における議論の結果から，

ＢＷＲ体系では原子炉圧力容器内における水蒸気爆発（炉内

ＦＣＩ）発生の可能性は十分小さいと考えられる。 

したがって，ＢＷＲにおける原子炉格納容器破損モードと

して，原子炉圧力容器内における水蒸気爆発（炉内ＦＣＩ）

の考慮は不要である。 
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第 2.1 図 FARO 試験装置 
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第 2.1 表 FARO 試験の試験条件及び FCI 発生の有無 
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第 2.2 図 COTELS 試験装置 
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第 2.2 表 COTELS 試験の試験条件及び FCI 発生の有無 
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第 2.3 図 KROTOS 試験装置 
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第 2.3 表 KROTOS 試験の試験条件及び FCI 発生の有無[3, 4] 
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第 2.4 図 ALPHA 試験装置 
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第 2.4 表 ALPHA 試験の試験条件及び FCI 発生の有無[3, 5- 7] 
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第 3.1 図 BWR における溶融炉心の流路[1] 
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第 4.1 表 BWR 体系における炉内 FCI 現象の発生確率に関する議

論の整理 

 

 第1表 炉内ＦＣＩ現象の発生確率に関する議論の整理 

 

・記載表現の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は解析コ

ード説明資料の記載内

容に整合をとり記載し

ているが，内容は同等 
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【柏崎 6/7，東海第二】 

「ＰＲＡの説明にお
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応状況を記載 
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Ｐ

Ｒ
Ａ
の
説
明
に
お
け
る
参
照
事
項
(平

成
25

年
9
月
 
原
子
力
規
制
庁
)」

へ
の
柏
崎
刈
羽
原
子
力
発
電
所

6
号
及
び

7
号
炉
の

P
R
A
の
対
応
状
況
 

 

「
Ｐ
Ｒ
Ａ
の
説
明
に
お
け
る
参
照
事
項
（
平
成

25
年

9
月
 

原
子
力
規
制
庁
）」

へ
の
東
海
第
二
発
電
所
の
Ｐ
Ｒ
Ａ
の
対
応
状
況
に
つ
い
て
  

「
Ｐ
Ｒ
Ａ
の
説
明
に
お
け
る
参
照
事
項

（
平
成

25
年
９
月
 
原
子
力
規
制
庁
）
」
へ
の
島
根
原
子
力
発
電
所
２
号
炉
Ｐ
Ｒ
Ａ
の
対
応
状
況
 

 

 

付録1-368



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所 （2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 
Ｐ

Ｒ
Ａ
の
説
明
に
お
け
る
参
照
事
項
(平

成
25

年
9
月
 
原
子
力
規
制
庁
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説
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に
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庁
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「
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